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序章 研究目的と手順
日本国憲法では第 25条第 1項において、「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利
を有する。」と生存権を規定している。また、第2項では「国は、すべての生活部面について、社会福祉、
社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。」と定め、日本の社会保障制度は憲法の
規定にもとづき整備されてきた。
その中で現在、日本は世界で最も速い速度で高齢化が進み、それに伴い医療費が膨張し、要介護の高齢
者が増えることが経済的、社会的に大きな政策課題となつている。同時に少子化も起こる中で生産年齢
人口が減少し、経済力や技術力といつた国力の低下が起こり、国民の労働や消費に伴う税収も減少する
事が考えられる。日本の社会保障制度は、高齢者が使う費用をその時の若い現役層が保険料や税で負担
する賦課方式という財政方式をとつており、今後、少子高齢化が進む中で高齢者一人を支える現役層の
負担は増カロしていく事も問題となる。
西村は『希望の社会保障改革』1で、少子高齢化の問題を抱える中で社会福祉は大きな転換を迫られて
おり、特に増大する社会保障費のための資金を誰がどのような形で負担するかといつた財政面の課題が
問題であると主張している。一方で負担は、医療や年金や福祉サービスといった「給付」を賄うための手
段の問題にすぎず、社会保障は病気や障害や貧困など、人びとの直面しているニーズに応じて給付を行
うために、まず「あるべき給付とは何か」という視点に立って考えていくことも必要だと述べている。
日本では、2000年に約200万人であつた要介護高齢者が、2025年には520万人に増大すると推計され
ている。また、認知症高齢者も増加していることに加えて、介護期間も長期化しており、現在の介護問題
は、かつて自宅で家族が担つてきた介護とは質的にも量的にも大きく異なる様相を呈している。いまや
高齢者の介護は家族にとつて肉体的・精神的な重圧となり、その結果、家族関係の崩壊や介護者の離職な
どさまざまな問題の原因となつている2。 高齢者介護が普遍的な社会的問題であると認識され、これを社
会的ケアで支えなくてはならないという主張が起こる中で、2000年4月に介護保険制度が施行された。
本研究では、中学校3年生を対象に単元名を「少子高齢社会の介護制度のあり方」として、介護制度
を手がかりに少子高齢社会の課題に向き合う授業開発を行いたい。社会保障制度は、市民相互の協同と
連帯によつて支えられるものであり、市民は、この制度を将来世代にわたって持続可能なものとしてい
く責務を負つている。これから社会保障制度を支えていく生徒に、日本の少子高齢化の現状やそれに伴
う問題を把握させ、日本の介護制度の成立の経緯を探求し、日本と海外の介護制度の事例の比較を行わ
せたうえで、討論を通して今後の日本の介護制度のあり方を提案させたい。単に介護制度の理解を深め
るだけでなく、国、要介護者、介護者という3つの立場から考えさせ、ビジネスとして高齢者介護に関
わる企業の存在や自治体による要介護者への支援等、介護問題を個人から社会全体の視点として捉える
事で多面的・多角的に考察させたい。
本研究では上記の目的を達成するため、次のような手順で進めていく。
(1)少子高齢化の現状と少子高齢社会がもたらす問題を明確にし、介護制度の現状と課題を考察する。(2)
中学校社会科公民的分野における社会保障に関する先行授業を分析し、その現状と課題を考察する。
(3)日本での介護制度の現状と課題を事例に取り上げ、主に介護者、要介護者、国という3つの立場から
1西村淳「社会的排除の克服に向けて」駒村康平 菊池 馨実 (編)『希望の社会保障改革―お年寄りに
安心を・若者に仕事を。子どもに未来を』旬報社 2009 p.52
2石橋敏郎 (編)『わかりやすい社会保障論』法律文化社 2010 pp.95‐96
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考えさせることで、問題の対立構造を明確にする授業モデルを開発する。
本研究では介護制度を通して少子高齢化について考えを深める授業を開発する。そこで本研究で扱う
単元では、第二次の「問題の探求」の段階で日本の介護制度の問題はなぜ起きているのか探求し、日本の
社会保障の特色を考察させる。柴田は、討論を核とした授業の留意点として、知識 0理解に関わる目標や
内容を軽視しないことだと述べている。単なる印象や思いつきによる討論 (議論)では、社会科授業とし
て要件を満たさず、社会的事象に関する知識 (社会認識)の確かな習得が前提となる。学習テーマとなつ
ている問題に関して、過去から現在まで、かつ身近な地域から他地域 (国)にわたるまでといった、丹念
な研究があつてこそ、将来どうすべきか (どうするか)といつた考察や討論が成立すると主張している3.
日本の介護制度が抱える問題の背景には少子高齢化が関係している事に気付かせるため、まずは授業者
自身が少子高齢化と介護制度の現状や課題についての教材研究を行い、考察を深めることが必要である。
また、第二次の「意見の表明」の段階では、識者や専門家の主張を踏まえ、論題に対する自分の考えをま
とめる活動を行う。授業者が少子高齢化と介護制度に関する資料を豊富に準備することで、生徒が将来
の介護制度のあるべき姿を考える際の選択肢を増やし、根拠に基づいた判断を行うことに繋がると考え
るからである。
現代社会はますます価値多元社会の様相を呈している。地球環境問題、資源・エネルギー問題、人種・
民族問題、地域紛争に格差経済の問題など、二者択一の解決策を提示する事さえ困難な課題が山積する
時代となつた。本授業では、今後、少子高齢化の進行が避けられない中で、それに伴う課題を生徒達によ
り切実に考えさせるため、日本の介護制度の現状と課題をいくつかの事例を基に分析・整理させる。そこ
では介護者、要介護者、国の3つの立場で「誰が」「どうやつて (どこで)」「負担」するのかをまとめさ
せる。中学校 3年生の段階では、「国は財源が無限にある」「介護者や要介護者がかわいそうだからもつ
と国が負担するべきだ」といつた一方的な認識や意見により、討論が成立しない事も考えられる。言いた
い放題のかみ合わない討論にしないため、それぞれの立場の見解がどのような理由から、どのような主
張として展開されているのかを分析的に把握し、議論の構図をつかませる必要がある。
3柴田康弘「現実社会との関わりを意識した討論活動を一政府の大きさを考える一」ガヽ原友行
(編)『「思考力・判断力・表現力」をつける中学公民授業モデル』明治図書 201l p。120
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第 1章 少子高齢化の現状 と課題
第 1節 少子高齢化の現状
人口の年齢構成を知る一つの指標に、年齢 3区分別人口がある。この指標では、0～14歳を「年少人
口」、15～64歳を「生産年齢人口」、65歳以上を「老年人口」の3つに区分している。我が国では、老年
人口が年々増加するのに比べて、年少人口は減少の一途をたどり、1997年には初めて老年人口が年少人
口を上回つた。すなわち「少子高齢社会」の到来であり、その後、老年人口と年少人口の差は一層大きく
なる傾向にある (図1)。
「少子高齢社会」に至った基本的な要因として、晩婚化や出産の選択などによつて出生率の低下が進ん
だこと、一方では、社会経済や医学、公衆衛生の発達により生活環境や生活の質が向上し死亡率の低下や
寿命の伸長による長寿化が進んだことなどがあげられる。
人口全体の中で 65歳以上の高齢者の比率が高まつていくことを「高齢化」という。また、1956年の国
連報告書では、総人口に占める老年人口 (65歳以上)の比率が、7%を超えると高齢化社会 (日本は1970
年に突入)、 14%を超えると高齢社会(1994年に突入)、 21%を超えると超高齢社会 (2∞7年に突入)と
しており、現在も高齢化を示す指標となつている4。 我が国の人口の年齢構成はしだいに高齢化し、2013
年の高齢化率は25.1%であつたが、2035年の33.4%を経て、2060年には 39。9%に達すると推計されて
いる (図2)。
都道府県別に高齢化率をみると、2013年では最も高い秋田県で 31.6%、最も低い沖縄県で 18,4%となっ
ている (表1)。国立社会保障 。人口問題研究所で「日本の将来推計人口 (平成25年3月推計)」 によれ
ば、今後、わが国における高齢化率の上昇はすべての都道府県でみられると考えられる。2040年には、
最も高い秋田県で 43.8%、最も低い沖縄県で30.3%に達すると見込まれている。また首都圏などでは、
今後の高齢化がより顕著であり、たとえば千葉県の高齢化率は2013年の 24。3%から2040年には36.5%
に、神奈川県では22.4%から35,0%に上昇すると見込まれている (表1)。
国際的に高齢化をみると、1950年、およそ25億人だつた世界の総人口は、2010年には68億1618万人
に増大し、2060年には95億5740万人になると見込まれている。そして高齢化率は、1950年の 5.2%
から2010年には7.6%に上昇し、さらに2060年には 17.6%まで上昇すると見込まれている (表2)。 日
本の高齢化率を世界各国と比較してみると、2005年には、高齢化が進行しやすい先進諸国のなかでも最
も高い水準となり、現在、世界に例をみない超高齢社会を迎えている (図3)。また高齢化率が 7%を超
えてから (高齢化社会)、 14%に達するまで (高齢社会)の所要年数を比較すると、フランスが 115年、
スウェーデン85年、ドイツが40年、イギリスが46年であるなか、日本は24年と大変速い速度で高齢
化が進行 している (図3)。
高齢化とともに少子化も進行し、合計特殊出生率は2005年で 1.26と最低を更新した(図0。合計特殊出
生率とは、女性一人あたりが一生涯に産む平均子ども数、つまりは一人の女性が平均何人子どもをもつ
かという数字である。一人の女性が約 2.07人子どもを産めば、計算上は日本の人口は長期的に増減なし
ということになる。合計特殊出生率が 2を下回る状態が長く続けば、長期的に人口は減少局面というこ
ととなり、実際に2005年から減少が始まつたということである5。
4大和田猛 (編)『高齢者への支援と介護保険制度』みらい 2014
5山田昌弘『少子社会日本一もうひとつの格差のゆくえ』岩波新書
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表1 都道府県別高齢化率の推移
平成25年 平月た524「r,nan、高齢化率の伸び
(ポイント)総人口(千人) 65歳以上人口
`■
人 ヽ
高齢化率
`%ヽ
高齢化率
`%ヽJヒX轟コ自 5.431 1^469 27_0 40.7 13.7
青森 県 1_335 373 27.9 41.5 13_6
岩手 県 1.295 372 28.7 39.7 11.0
宮城 県 2.328 553 23.8 36.2 12_4
FA・田 県 1_050 331 31_6 43_8 12.2
山 形 県 1.141 332 29.1 39.3 10.2
福 島 県 1_946 524 26_9 39_3 12.4
茨城 県 2.931 728 24.8 36.4 11.6
栃 末 県 1.986 480 24.2 36.3 12_1
群 馬 県 1.984 512 25_8 36.6 10.8
埼 玉 県 7.222 1.661 23.0 34.9 19
千 葉 県 6_192 1_505 24_3 36.5 12.2
東京 都 13.300 2.914 21.9 33.5 11_6
申箸吾]‖県 9_079 2_033 22_4 35_0 12.6
新潟 県 2.330 655 28.1 38.7 10_6
富 山 県 1_076 309 28_7 38_4 9.7
石 J‖県 1.159 302 26.1 36.0 9.9
冨」ロト1晨 795 214 27_0 37_5 10.5
山 製 県 847 225 26_5 38.8 12_3
長 野 県 2.122 600 28.3 38.4 10_1
皓 豊 瞑 2_051 539 26_3 36.2 9.9
静岡 県 3.723 966 26.0 37.0 11_0
曇 知 県 7_443 1.662 22_3 32_4 10.1
二 重 県 1.833 480 26.2 36.0 9_8
滋 智 県 1_416 319 22_5 32_8 10.3
京都 府 2.617 676 25.8 36.4 10_6
大 阪 府 8_849 2.184 24.7 36_0 11.3
兵庫 県 5.558 1.408 25.3 36.4
秦 良県 1_383 369 26_7 38_1 11.4
和歌 山 県 979 288 29.4 39.9 10_5
鳥取 県 578 163 28_2 38_2 10.0
島根 県 702 217 30.9 39.1 8_2
岡 山 県 1_980 524 27.1 34_8 7.7
広島 県 2.840 743 26.2 36.1 9.9
山 口 県 1_420 429 30.2 38_3 8.1
棟 島 県 771 224 29.1 40.2 11.1
層ロトJl:!偏l 985 277 28.1 37.9 9_8
菫 爆 県 1_405 404 28_8 38_7 9.9
高知 県 745 232 31.1 40.9 9_8
冨岡 県 5.000 1.230 24.2 35_3 11.1
佐賀 県 840 219 26.1 35.5 9.4
侵 |●県 1_397 390 27.9 39_3 11.4
熊本 県 1.801 491 27.2 36.4 9.2
大 分 県 1.178 337 28_6 36_7 8.1
宮 崎 県 _120 310 27.6 37.0 9.4
鹿 児 島県 1.680 467 27.8 37.5 9_7
沖 縄 県 1_415 260 18_4 30_3 11.9
出典 :内閣府「平成26年版 高齢社会白書 (全体版)2地域別にみた高齢化」
httpソWttW8。cao.go.jp/koureirwhitepaper′w‐2014/zenbun/81_1_2.html
表2 世界の人 日の動向
出典 :内閣府「平成26年版 高齢社会白書 (全体版)5高齢化の国際的動向」
httpイムⅣ¬日F8。cao.go.jp/kourei/whitepaper/n7‐201″zenbun/sl 1 5。html
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図3 世界の高齢化率の推移
出典 :内閣府「平成26年版 高齢社会白書 (全体版)5高齢化の国際的動向」
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第2節 少子高齢社会の課題
人口構成が変わらずに、総人口が減るのならば大きな問題はない。しかし、現在進行中の少子化は、子ど
もの数が少なくなり、高齢者の割合が増えていく少子高齢化である。子どもの数が減り続ければそれに
引き続いて働く人、つまり生産年齢人口の減少といつた人口構成の変化が起こる。生産年齢人口とは、15
歳から64歳の現役層のことであり、労働力として日本の経済成長に貢献し、保険料を支払つて高齢者の
年金や医療、介護を支える年齢層のことである。1995年の約 8700万人をピークに生産年齢人口は減少
しており、以降は人口減少が加速していくことが考えられる6。
少子高齢化の問題の一つとして、人口構成の変化があげられる (図2)。 中でも生産年齢人口の減少は、
労働力として国に貢献し、保険料を支払つて高齢者の年金や医療、介護を支える力を失う事を意味する。
1995年の約 87CЮ万人をピークに生産年齢人口は減少し、今後は人日の減少が加速していく事が考え
られる。2030年には約 6700万人と、ピーク時から2000万人も消失し、1965年(昭和 40年)ごろの
水準に低下してしまう。
さらにその後も人口減少は進み、2050年には約 4900万人と、戦後直後の 1950年ごろの水準にまで
戻つている。戦後、50年近くの間伸び続け、経済成長の最大の原動力となった労働力は、再び50年ほど
の年月をかけ、もと来た道を逆戻 りすることになる。その後も人口減少はとどまらず、2100年には生産
年齢人口は2400万人ほどで1995年のピーク時の三割以下になつてしまう事が予想されている7。
日本の社会保障制度は、年金であろうと、医療保険、介護保険であろうと、高齢者が使 う費用をその時
の若い現役層が保険料や税で負担する賦課方式という財政方式をとつている。年金制度については、次
の世代が前の世代を支える世代間扶養の考えに基づく賦課方式の仕組みになつている。医療保険につい
ても、「収入」である保険料や税金を主に払う人々は若い現役層、「支出」である医療費を主に使 う人々は
高齢者であり、現役層が高齢層を支えている賦課方式ということになる。介護保険も同様に、要介護状態
となつて介護費を使 うのは高齢者、主な財源である税・保険料を多く支払うのは現役層となるため、賦課
方式に他ならない。この生産年齢人日の減少は、その賦課方式の社会保障制度を支える「支え手」の数が
急速に少なくなることを意味し、同時に日本の経済成長率の急落を意味する。今後、年間 1パー セン ト
前後の生産年齢人口減少という成長の押し下げ要因が働き続けることにより、日本経済はゼロ成長、も
しくはマイナス成長が常態化していくことが考えられる8。
日本の賦課方式の社会保障制度にとって、高齢者を何人の現役層で支えるかという「高齢者/現役比率」
は重要な概念である。一人の老人に支払う社会保障費を何人の現役で「割 り勘」にするか、つまり現役層
一人ずつの負担額を決めることになる。賦課方式の財政方式の下では、「高齢者/現役比率」と現役層の
負担額は、完全に比例する関係となつており、少子高齢化が進む中で高齢者一人を支える現役層の負担
は増カロしていく事は確実である。
6鈴木亘『財政危機と社会保障』講談社現代新書
7 _上掲書 pp.102‐104
8 上掲書 pp.104‐105
2010 pp.102‐103
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図5日本の高齢者/現役比率の推移
出典 :内閣府「平成26年版 高齢社会自書 (全体版)1高齢化の現状と将来像」
htぃ:rr_8.cmgojpttШ面師hねpaper●・2014zenbun/81_l_1.hml
図5は15歳から64歳までの生産年齢人口に対する65歳以上の高齢人日の比率、つまり日本の「高
齢者/現役比率」の推移を描いたものである。1950年では約 12人の現役世代で一人の高齢者を支えて
いた事になる。この比率は1960年には現役約 11人対1人の高齢者、1970年には約10人対1人と徐々
に上昇したが、この時点では穏やかな上昇に過ぎず、日本社会は活力のある若者中心の社会であつたと
言える。
しかしそれ以降、加速度的に高齢者/現役比率が上昇していることが分かる。1980年には約 7.5人対
1人、1994年には約5人対1人、2000年には約4人対1人と急速なペースで上昇し、2∞8年には約3
人の現役世代で1人の高齢者を支える水準にまで達している。
近年、年を追うごとに年金、医療保険、介護保険の財政が苦しくなり、その財政を立て直すために保険料
の引き上げや給付カット、自己負担率引き上げといつた改革が行われた理由はここにあると言える9。
2010 pp.108‐1
9
9鈴木亘『財政危機と社会保障』講談社新書
少子化の結果としての「人口構造の変化」によつて、日本社会には、①労働力不足、②社会保障負担の
増大、③経済成長の鈍化などのデメリットが生じることが確実視されている10。
・ 日本全体の少子化によるデメリット
① 労働力不足
日本は働いている高齢者が、他の先進国と比べて多い社会である。しかし、今後、後期高齢者と言われる
75歳以上の人が増える。日本でも75歳以上の労働力率は低い。働く気はあつても、有病率、要介護率が
高まリリタイアする人が増える。一方、少子化により働く世代は今後減少していく。その結果、日本全体
で労働力不足が起きることが′い配されている。
② 社会保障負担の増大
現在、原則65歳以上の高齢者には、公的年金が支給される。日本では賦課方式といって、現役世代が支
払つている拠出金で高齢者の年金を賄うというシステムとなつている。年金を受け取る高齢者が増え、
働く現役世代が減ると年金財政が破綻する懸念が出てくる。医療保険について言えば高齢者は有病率が
高いので、実質的に現役世代の掛け金によつて高齢者の医療費が払われている。そのため少子高齢化は、
健康保険財政にも悪影響を与える。そして介護保険となると、その財政状況が急速に悪化することが考
えられる。
③ 経済成長の鈍化
消費が旺盛な現役世代が減り、全体の人口が減れば需要も減る。需要が低下するところでは、新規の投資
も起こりにくい。それだけ、経済成長に悪影響を及ぼすことが懸念されている。
少子化のデメリットは、日本社会全体に留まるものではないH。 現在の少子化は、地域格差と家族格差を
伴つて進行している。地域の問題で言えば、先に述べたデメリットである①労働力不足、②社会保障財
政、③経済成長の問題がより増幅した形で現れる。それは大都市と地方の格差、それから地方の中でも活
性化した地域とそうでない地域の格差の問題として現れる。
地方、および活性化していない地域は、子どもの数の減少による自然減と若い人の流出による社会減
によって、人口減少と高齢者割合の増加という二重の問題に見舞われる。
・地域の少子化によるデメリット
①生産のための労働力不足だけでなく、需要が減少した人口減少地域からはサービス業も経済的に維
持できずに撤退せざるを得ない。介護や医療の労働力も不足することになる。自由主義経済下では、「有
利l」 な職場がある地域に労働力は移動する。専門職やサービス業に従事する労働者は、活性化している地
域や大都市に移動してしまうだろう。彼らを引き留めるには「補助金」が必要で、相当の公的資金を投入
しなければならないが、それが過疎地域の財政状況を悪化させるという悪循環に陥る。
②社会保障財政に関しては、地域レベルの自立は不可能になる。経済的に活性化しており、若い人、そし
10山田昌弘『少子社会日本一もうひとつの格差のゆくえ』岩波新書 2C107 pp.34‐35
11上掲書 pp.38‐40
10
て、金銭的に裕福な高齢者が多い地域では、地域の社会保障財政は維持していけるかもしれない。しか
し、急速な高齢化が進む地域では現役世代の拠出が少ないだけでなく、資産はなく収入も少ない高齢者
が多い。つまり、若い人が高齢者を支える賦課方式をとろうが、金銭的に裕福な高齢者が低収入の高齢者
を支える「世代内の助け合い方式」をとろうが、どちらも不可能という地域がこれからもでてくることに
なる。そのような地域からは、負担能力がある若年、壮年層や金銭的に裕福な高齢者も「逃げ出す」率が
高まるため、さらに格差は拡大する。
③経済成長にしても、活力のある人は雇用機会やビジネス機会を求めて活力ある地域に移動する。わ
ざわざ人口減少地域に投資しようとする者はいないため、経済成長的にも取り残される地域が出現する。
日本を トー タルで見た場合は、人の移動という要素を大きく考慮する必要はないため、少子化への対
策を立てることも出来る。しかし、地域の状況を考えるときには人の移動や資本の移転を常に考慮しな
くてはならない。現在、地方分権など地域の自立を求める風潮が強いが、「移動」を考慮すると少子化の
デメリットを地域内部で解決することは現実的でない。人口減少、高齢化が急速に進む地域への特別の
対応策を、「日本全体」で考えなくてはならない。
少子化が進行している以上、何らかの政策的対応をしなければ少子化のデメリットが必然的に顕在化
することとなり、対策が十分に行われれば日本社会全体にとつて人口減少は怖くないと言える。少子化
対策と呼ばれるものには、「出生率を上げる」ことを目的とするものと、「少子高齢化を前提とし、それに
対応した社会を作る」ことを目的とするものがあり、後者の対策には次のものがあげられている1%
①労働力不足に対しては、女性や高齢者自身の就労率を上げるという対策が推奨される。日本は既婚
女性の労働力率が諸先進国に比べて低いので、様々な年代の女性が働きやすい環境を整えることが求め
られる。日本では、高齢者で働く人は諸外国に比べて多いが、これから高齢者になる人にも働きやすい環
境を整備することが必要となっている。それでも不足すれば、外国人労働者を受け入れるという手段も
挙げられている。
②年金や健康保険など、社会保障に関しては何らかの形でその負担割合や負担方式を変える対策が求
められる。年金に関しては、年金財政を健全化させるには現役世代の拠出を増やし、高齢者が受け取る年
金額を徐々に減らしていく以外に方法はない。健康保険に関しても高齢者自身の負担を増やし、保険料
を上げるという方法しかない。少子高齢化によつて生じる負担をどのように公平に分担するかを議論じ
なければならない。
③経済成長に関しては、経済の一層の効率化や高付加価値産業の育成などによつて、国民一人あたり
の生産性を上げる努力をすれば需要減の中でも経済成長をプラスに保つことが可能とされている。
12山田昌弘『少子社会日本一もうひとつの格差のゆくえ』岩波新書 2∞7 pp.36‐38
11
また人口構造の変化による「貯蓄率の低 下」も進行すると考えられる。貯蓄率とは、国民所得に占める
貯蓄の割合であり、日本の家計貯蓄率は 1980年代初頭には15%程度と高い水準であったが、その後は一
貫して低下傾向にあり、2008年時点では 1.9%となつている13。
こうした低下傾向の 1つの背景として、日本社会の高齢化が挙げられるc「虐i齢化」は貯蓄取り崩し主
体の比率が増加することを意味し、高齢化の進展は貯蓄率低下の一要因となる。貯蓄率の推移は、貯蓄率
は 1998年以降急激に低下するが、その動きは 2003年頃には収まり、それ以降は一転 して安定期に推移
する。高齢化は貯蓄率の低下をもたらすものの、近年において高齢化の動きは一貫しているため、清i齢化
の要因だけでは貯蓄率の不安定な動きを説明することはできない。日本経済は 1998年の金融危機以降、
景気が後退した。またこの頃、企業は大規模なリス トラを進めており、特に比較的年配者が対象であった
ため、高齢勤労世帯の所得水準が大きく低下した時期でもある。そのため、彼らは高齢化による貯蓄率の
不安定化を背景として、1998年以降の景気後退は高齢勤労世帯の所得減少を通じて、貯蓄率を急激に低
下させたと考えられる。
前i・財務総合政策研究所研究部の小林、財務総合政策研究所研:究部の大野ら11によると、家計貯蓄率の
動きは政府の財政運営に対して影響を与えると述べている。1990年以降、政府の国債発行は景気対策の
財源を賄 う目的で急増した。但し、日本はこれまでに高い家計金融資産という強みを有していたため、家
計の資産が政府の負債を買い支えるだけの余裕があつたと言える。 しかし家計貯蓄率がマイナスに転じ
ることにより、家計金融資産は減少し、それに伴い|コ内における国債の購入主体として海外からの投資
が相対的に高まるため、財政再建が一層求められる。
今後、人口減少が起こることは確実であり、少子化対策が功を奏して少子化傾向が反転するにしてもそ
の効果が現れるのは早くて20年後 (子どもが成人して労働力人口に加わる時間を考慮するため)である
から、このような対策を行 うことは、必要かつ不可欠といえる。
急速な少子高齢化は、世帯構成や老後観、保険や年金、医療などの社会保障分野をはじめ、家族支援や子
育て支援、老後の生きがいにいたるまで、経済、社会に大きな影響を与え、課題を生み出している。その
中で社会保障はさまざまなリスクを分散し、軽減する仕組みである。社会保障は、所得の低い人に対して
所得の移転を通じて生活を保障したり、病気やけが、障害や高齢により、生活上の困難を抱えたときに、
それを乗 り越えるのに必要な専門的なサービスや生活費を保障する。このような働きにより、人びとが
同じ社会の一員としてお互いに支えあつていることを実感 し、その社会への帰属意識を共有することが
できる。このような社会的な統合を促進するということも社会保障の大切な機能といえる。社会が用意
しているこうした働きのことをセーフティネット(安全網)という。万が一のときのために受け止める仕
組みがあるため、安心して毎日の仕事や生活を送ることができる15。
社会保障は、国や自治体、これらに準ずる特別な法律に基づいて設立される法人などが国民 (家計や企
業)から資金を集め、これらを用いて、国民への金銭給付や現物給付を行う仕組みである。財政資金の主
なものは、租税 (税金)と社会保険料の2つである16
国の租税のほとんどは国の一般会計に入る。国は社会保障以外にも、国防から農業、教育、科学技術、
13小林航 大野太郎「日本の家計貯蓄率」
http8:〃WWWmofgo.jp/prゴresea ch/special report/f01_2010_04.pdf
14同上
15椋野美智子『はじめての社会保障』有斐閣、2015 pp.275‐280
16 _L掲書 p.280
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公共事業など、さまざまな任務を果たしており、その費用に租税があてられる。どの事業にどれだけの支
出をするかは、国民が負担する租税の使途に関する重要な問題といえる。その中で平成28年度の国の一
般会計に占める日本の社会保障費は約 31兆円となっており、一般会計全体の 33.1%と他の経費を引き
離した大きさとなつている(図0。
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図6 平成28年度一般会計予算 (平成28年3月29日成立)の概要
出典 :財務省「平成28年度一般会計予算 (平成28年3月29日成立)の概要」
http7′
…
InoigO・jp/taxJolicy/summary/condition/002.htm
平成28年度一般会計予算は約 96.7兆円であり、このうち歳出についてみると、国債の元利払いに充て
られる費用 (国債費)と地方交付税交付金と社会保障関係費で、歳出全体の7割超を占めている。一方、
歳入のうち税収は約58兆円であり、一般会計予算における歳入のうち、税収でまかなわれているのは約
6割であり、残りの約3割は公債金収入によるものである。つまり国の借金に依存しているのであり、そ
の利払いも含めて後の世代が負担する租税で償還しなければならないという現状がある。
また、2025年には「団塊の世代」がすべて75歳以上となる「超 齢社会」を迎え、医療・介護のニーズ
もピークに向かう。 社会保障給付は、 齢化とともに今後も急激な増加が li■まれ、税 0社会保険料とい
つた国 負担の増大が考えられる。特に、医療分野は2012年度の1.5倍である54.0兆円、介護分野は同
年の2.3倍である19.8兆円と、給付の増加が顕著であり、この2つの分野は消費税収と現役世代の負担
能 の伸び (保険料収)を上回つて増加していくことが見込まれる (図7)。
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出典 :平成26年10月8日財務省主計局「社会保障① (総論、医療 0介護、子育て支援)」
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少子高齢化に向けた社会保障の課題と今後の展望について、椋野は以下のように述べている1■
「急速な少子高齢化は、まず年金財政に深刻な影響を与える。高齢者の数が増えるだけ受給者が増える。
加えて 1人ひとりの高齢者の平均寿命が長くなるということは、終身年金である公的年金においてはそ
のまま年金の受給期間が長くなることを意味する。他方で、年金を支える勤労世代は減つていくため、賦
課方式または修正積立て方式の財政方式を採用している公的年金では、勤労世代の負担が増加し、その
負担への合意自体が崩れていくおそれがある。また、高齢者、とりわけ後期高齢者は病気にかかりやす
く、複数の慢性疾患をもつことが多い。また、寝たきりや認知症などの要介護者の発生率も、後期高齢者
の年齢が増すごとに急速に高くなる。このような高齢期の病気や介護などは、今後、若いときからの予防
やリハビリテーションの充実などにより、今よりもある程度は改善できる可能性はあるが、それでも若
い世代と比べて有病率や要介護率が著しく高くなり、その分、医療や介護の費用が急増することは避け
られないといえる。」
出生率の低下は、ある程度は政策努力や社会の意識の変化などにより回復する可能性はある。しかし、
現在見通されている少子高齢化という現実そのものは基本的には変えようがない。その現実を受け入れ
たうえで、社会に活力を維持し、負担を共有し合い、有効で効率的なサービスに費用を重点化するなど、
17椋野美智子『はじめての社会保障』有斐閣、2015 p.291
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制度の給付と負担のあり方をこれからも引き続き見直していく必要がある。
社会保障が備える社会的なリスクはその性格上、高齢時になつて集中的に現実的なものとなる。病気に
なるリスク、要介護状態になるリスクも高齢時、とくに75歳以上の後期高齢者になってから一気に高ま
る。
そのため、年齢階層別に見ると社会保障をめぐる金の流れは現役層から高齢層へという所得移転とい
う形をとる。したがつて、少子高齢化が進展する中でこうした年齢階層間の所得移転に依存する社会保
障制度が持続できるか、という問題がある。高齢層向けの給付水準を維持しようとすると、現役層に求め
る負担を増やすしかない。ところが現役層にとつては負担の増加は避けたいという現実がある。政府が
国債を発行し、それで給付のうち足りない分を埋め合わせてもらうという考え方があるが、国債発行は
将来世代への負担の先送りにつながる。
現在、日本の社会保障制度の財政は、現役世代が高齢者を支える賦課方式を採用している。少子高齢化に
より増加 していく老人を現役世代が支えていかなければならない。今後の社会保障制度を支えていく世
代である生徒達にとつては深刻な問題であり、これからの社会保障制度はどうあるべきか、現実と向き
合つていく必要がある。
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第 2章 介護制度の現状
第 1節 日本における介護の現状と保険制度
介護現場の現状は、それぞれ置かれている家庭環境 (家族関係など)、 心身状態 (疾病や精神状態を含
む)、 経済状況、住環境、施設環境 (介護従事者や建物など)等によつて大きく異なる。
開発予定の本単元では第一次の「問題発見」段階において、生徒が介護の現状と保険制度のあり方につ
いての考えを深める為、文字資料を用いてそれぞれ異なる視点 (立場)の事例を挙げる。
授業開発を想定して介護問題を教材化する事例を以下に示す。
〔事例 1〕
。病気による後遺症により地元を離れての介護生活を余儀なくされた母親 (要介護者)の立場
。都内で母親を介護する事となつた息子夫婦 (介護者)の立場
〔事例 2〕
。「老老介護」世帯で寝たきりの妻を支える夫 (介護者)の立場
。「老老介護」世帯で要介護者の夫による在宅介護を受ける妻 (要介護者)の立場
〔事例 3〕
。少子高齢化の中、限られた財源でどのように社会保障制度を維持するのかを考える国の立場
○事例1:介護生活を続けてきたある家族18
介護問題に関わる人々の視点…介護者 (息子夫婦)の立場、要介護者 (母親)の立場
宮崎純一氏 (仮名)は1944年生まれ。高校まで出身地の福井県で暮らし、上京して大学卒業後、現在
の会社に入社し、結婚して都内で暮らしてきた。
両親二人はそれまで福井県で暮らしていたが、80歳になった父親が突然脳梗塞で倒れ、救急車で病院
に運ばれた。治療の結果、右半身麻痺という状態で病状が落ち着き、退院してから在宅での介護生活が始
まつた。
地方ということもあり、父親は広々とした農家の一軒家で在宅介護生活を送り、昔ながらの近所付き合
いによつて夫婦の生活は支えられていた。70歳半ばの妻が夫を介護する「老老介護」の生活ではあつて
も、親戚や知人らによる声掛けや見守りなどの支援によつて、母親の介護生活は肉体的にも精神的にも
追い込まれることはなかつた。当時、介護保険制度はまだ始まつておらず、措置制度 (役所が適格者にサ
ービスを提供する制度)によるヘルパー派遣を受けていた。その後、父親は再度体調を悪化させ、やがて
亡くなった。
氏の母親は独り暮らしとなつたが、近所の親戚や知人と交流を深めながら平穏に暮らしていた。しか
し、2003年頃父親と同じく脳梗塞で倒れ、救急車で病院に運ばれた。治療後、病状は落ち着いたものの
要介護度 5との認定が下され、ほぼ寝たきり状態となった。
父親と違い母親の場合は、「独り暮らし高齢者」であつた。介護保険サービスを利用するとしたら、朝
昼晩のヘルパー派遣を受けることは可能なはずであったが、深夜などのトイレ介助や身の回りのことま
B結城康博『介護 一現場からの検証一』岩波新書、2008 pp.2‐12
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で頼めるヘルパー業者は地元では見つからなかつた。そのため、長男ということもあつて、宮崎氏が母親
を引き取つて看ることになり、都内のリハビリ専門病院へ転院させることになつた。つまり、母親は生ま
れ育つた福井の地を離れるつらい決断をしたことになる。
その後、老人保健施設へ入所させることになつた。施設でもリハビリは継続され、要介護度 2まで状
態が改善し、車椅子での生活が可能となつた。ただし、福井県に戻つて独り暮らしを始める状態にまでは
回復しなかつた。そのため、氏の自宅で在宅介護生活を始めることになり、その主な介護者は氏の妻 (50
代半ば)になつた。
母親の在宅生活はデイケアに週三回通い、ヘルパーサービスを週二回程度利用するといったものだつ
た。ケアマネジャーと一緒に、そうしたケアプラン (介護保険サービスを利用するうえで、要介護者や要
支援者に合つたサービスが提供されるために計画していくもの)を作成し、介護保険サービスを利用し
ながら在宅生活を続けていつた。デイケアではリハビリや入浴といつたメニューを利用した。
氏によると、母親は在宅生活になつてから、リハビリの機会が減つたという。リハビリ専門病院に入院
していた間は毎日のようにリハビリが継続されていた。しかし、在宅生活になるとデイケアには通うも
のの、その内容や量が極端に削減されてしまつた。在宅で簡単な体操はするものの、母親の身体機能は
徐々に低下していつた。
そして、何よりも近所に知人が誰もいなく寂しい思いをしていた。話し相手は、「嫁」である氏の妻や
デイケアに通う仲間たちであつたが、福井での知人のように何十年も交流を深めてきた人間関係とは異
なり、精神的にかなり落ち込んでいたという。そのうち、母親はストレスがたまるようになり、些細なこ
とでも氏の妻にあたるようになった。
妻は「姑」との生活に悩むようになり、身体的にも精神的にも疲れていつた。その後、彼女が「姑」の
介護を続けていくことが精神的に難しくなり、母親もそのことを理解して施設入所を決意するようにな
つた。しかし、特別養護老人ホームは待機者が多く、すぐの入所はとても無理で、有料老人ホームを探す
ことになつたという。そして入居後、しばらく時は過ぎ、母親は体調を崩しホーム内で亡くなつた。
氏の話から、同じ寝たきりとなった父親と母親で、結末は大きく異なっていたことが理解できる。父親
の場合は、主な介護者である妻がいたため、「老老介護」であつても、介護サービスを活用しながら在宅
での生活が可能であつた。しかし、母親の場合は介護者が身近にいなかつたため、たとえ介護保険サービ
スを利用したとしても、地元福井での在宅サービスは難しかつた。都内で氏の妻が介護者になることで
はじめて、介護保険サービスを利用しながらの在宅生活が可能となつたのである。
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事例1:介護生活を続けてきたある家族」から生徒に日本の介護制度の現状を理解させる。現在の在宅
での介護サービスは、あくまでも家族介護が前提となつており、それを補完する機能に過ぎない。本来な
ら、独り暮らしの寝たきり高齢者であっても、介護保険サービスのみで手厚い介護が受けられ、在宅生活
が可能になるべきである。生徒には、事例1から介護の責任がどこにあるのかについて「誰が」「どうや
って (どこで)」「負担」しているのかをまとめさせ、第二次の討論の活動につなげていきたい。
以下の表は、執筆者 (船石)が事例1から介護者・要介護者の視点で介護の責任の所在をまとめたもの
である。
【介護者の視点】
誰が どうやつて (どこで) 負担
・主に息子の妻が介護
→後に居宅サービス (デイケ
ア)、有料老人ホームを利用。
・息子が暮らす東京での在
宅介護
→東京での介護生活の中で、
母と妻との関係が悪化し、そ
れぞれの精神的。身体的負担
となつている。
・居宅サービス (デイケアに
よるリハビリテーション)
→在宅での介護サービスは
家族介護が前提となつてお
り、家族の介護を補完する機
能に過ぎない。
高齢者が独 りでも生活でき
るような手厚い介護サービ
スが確立されていない。
・有料老人ホーム
→特別養護老人ホームは待
機者が多く、金銭的に負担の
大きい有料老人ホームヘ入
所した。
・本人 (母)
0息子夫婦
※介護サービスを利用 して
いる為、負担は本来の1割の
金額で利用できる。
※有料老人ホームの費用に
ついては、都内であれば毎月
23万円前後が相場であり、地
方によつては約 15万円以下
の施設もある。入居金に関し
ては、100～1000万円までと
いつたように幅がある。
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【要介護者の視点】
誰が どうやつて (どこで) 負担
・本人 (母)
→脳梗塞で入院した当初は
要介護度5であつたが、リハ
ビリを終えて要介護度 2ま
で状態が改善し、車椅子での
生活が可能となつた。
・息子が暮らす東京での在
宅介護
→地元での在宅生活が困難
のため、生まれ育つた福井を
離れなければならなかつた。
近所に知人も少ないため、寂
しい思いをしている。
・居宅サービス (デイケアに
よるリハピリテーション)
→東京では親 しい知人が少
なく、話し相手は妻かデイケ
アの利用者である。
・有料老人ホーム
0本人 (母)
0息子夫婦
※介護サー ビスを利用 して
いる為、負担は本来の1割の
金額で利用できる。
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○事例2:「老老介護」の夫から聞く19
介護問題に関わる人々の視点・¨介護者 (夫)の立場、要介護者 (妻)の立場
高齢社会において、「老老介護」は珍しいことではなくなつた。「娘」「息子」「嫁」が親の介護を担うの
ではなく、妻や夫が高齢ながらも介護者となり、要介護者の在宅介護を支えている。しかも、介護者自身
も軽度の要介護者であることも少なくない。
2007年6月5日、ある「老老介護」世帯を訪問した。夫である山本健二氏 (仮名)は70歳代後半、
両膝関節症で杖歩行であるため要介護度 1と判定され、ヘルパーサービスを週に数回利用している。妻
も70歳代後半となり、要介護度5で認知症が激しく寝たきり状態となっている。二人の間に子どもはな
く、6～7年前に妻が寝たきりとなつて、以後、夫が妻の介護をしている。
妻は痰がからみ、自力で出すことができず、吸引を必要としている。特に、夜中にむせることが多い。
そのため、夫は常時、近くで待機している。毎日、午前中と午後に妻が依頼しているヘルパーが来て、お
むつ交換や食事の世話をする。また、週二回、訪問看護師が来て排泄介助を行い、理学療法士によるリハ
ビリも受けている。しかし、その時間以外は、夫がすべての介護を行つているというが、腰痛もあつてお
むつ交換などは辛そうだ。
妻はアルツハイマー型認知症ではあるが、日と耳はしつかりしている。昔のことは思い出せないが、新
しく来たヘルパーさんのことなどに興味を示し、じつと観察しているという。
そばに誰かいなくなると不安になり「アーアー」と声を出すが、「ここに居る」と夫が答えると安心し
て何も言わなくなる。寝たきりで認知症が進んでも、妻には一定程度、認識能力が維持されているそう
だ。だが、運動神経が麻痺しているため、寝返りが打てない。
妻が夫のことを、どの程度認識しているかは分からないが、それなりの反応があるため、夫はできる限
りのことはしていきたいという。しかし、夫も要介護度1で介護保険サービスを利用している身なので、
あまり無理はできず、ヘルパーサービスや訪問看護サービスが命綱である、とのことであった。
寝たきりとなつた高齢者を介護することは、家族にとってはかなりの負担となり、24時間体制で介護
する状況である。それに対して介護保険サービスでは、長くて120分程度のヘルパーサービスを、1日3
回程度 (介護度によつて週何回使えるかは異なる)使えるのみで、それ以外は家族介護に依存する。
もう少し、家族の負担を考えて、長時間のヘルパーサービスや訪問看護サービスが利用できなければ、
家族の介護疲れは解消されない。「ショー トスティ」といつて、短い期間介護施設へ預けるサービスもあ
るが、利用するには全国平均で2か月待ちという状態である。
そのため、寝たきり高齢者のいる世帯では、6時間程度の長時間ヘルパーサービスや訪問看護を利用で
きる介護システムを早急に導入して、家族介護の負担軽減を図るべきである。現在の在宅介護保険サー
ビスは、あまりにも家族介護に依存しているのである。
2005年度65歳以上の高齢者のいる世帯は、合計約 1853万世帯で、全世帯の約4割を占めている (図
0。しかも65歳以上の高齢者世帯に占める単独世帯及び夫婦世帯は、年々増え続け半分以上に及ぶ。「独
り暮らし高齢者」「老老介護」といつた問題が顕在化している。"
19結城康博『介護一現場からの検証一』岩波書店、2008 pp.26‐29
"上掲書 pp.140‐141 20
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「事例 2:「老老介護」の夫から聞く」から生徒に介護制度の現状を理解させる。寝たきりとなつた高
齢者を介護することは、家族にとつてかなりの負担となり、24時間体制で介護を行う状況である。それ
に対して介護保険サービスでは長くて120分程度のヘルパーサービスを1日3回程度使えるのみで、そ
れ以外は家族介護に依存する。家族の負担を考え、長時間のヘルパーサービスや訪問看護サービスが利
用できなければ家族の介護疲れは解消されない。寝たきりの高齢者のいる世帯では、6時間程度の長時間
ヘルパーサービスや訪問看護を利用できる介護システムを早急に導入し、家族介護の負担軽減を図るベ
きである。事例 1と同様に、現在の在宅介護保険サービスは家族介護に依存していることが分かる。
以下の表は、執筆者 (船石)が事例2から介護者・要介護者の視点で介護の責任の所在をまとめたもの
である。
【介護者の視点】
誰が どうやつて (どこで) 負担
・夫
→夫自身も両膝関節症で杖
歩行であるため要介護度 1
と認定されている。
→ホームヘルパ ・ー訪問看護
師・理学療法士の支援を受け
る
070歳代後半の夫婦での老
老介護
→二人の間に子どもはなく、
6～7年前に妻が寝たきりと
なつて以降、夫が妻の介護を
している。
・ホームヘルパーによるお
むつ交換や食事介助
・訪問看護師による排泄介
助
・理学療法士によるリハピ
リ
→時間外は夫が全ての介護
を行つているが負担が大き
い。
・要介護者 (妻)
0介護者 (夫)
→介護サー ビスを利用 して
いる為、負担は本来の1割の
金額で利用できる。
→長くて 120分程度のヘル
パーサービスを、1日3回程
度使えるのみで、それ以外は
家族介護に依存する。
※介護者 (夫)自身も要介護
度 1で介護保険サー ビスを
利用している。
【要介護者の視点】
誰が どうやつて (どこで) 負担
・本人 (妻)
→70歳代後半、要介護度5で
認知症が激 しく寝たきりの
状態。
・自宅での在宅介護
・ホームヘルパーによるお
むつ交換や食事介助
・訪問看護師による排泄介
助
0理学療法士によるリハビ
リ
・要介護者 (妻)
・介護者 (夫)
※介護サービスを利用 して
いる為、負担は本来の1割の
金額で利用できる。
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○事例3:社会保障の財喫 1,"
介護問題に関わる組織の視点…国の立場
社会保障は、国や自治体、これらに準ずる特別な法律に基づいて設立される法人などが国民 (家計や企
業)から資金を集め、これらを用いて、国民への金銭給付や現物給付を行う仕組みである。財政資金の主
なものは、租税 (税金)と社会保険料の2つである。
国の租税のほとんどは国の一般会計に入る。国は社会保障以外にも、国防から農業、教育、科学技術、
公共事業など、さまざまな任務を果たしており、その費用に租税があてられる。どの事業にどれだけの支
出をするかは、国民が負担する租税の使途に関する重要な問題といえる。その中で平成28年度の国の一
般会計に占める日本の社会保障費は約 31兆円となつており、一般会計全体の 33.1%と他の経費を引き
離した大きさとなつている (図9)。
平成 28年度一般会計予算は約 96.7兆円であり、このうち歳出についてみると、国債の元利払いに充
てられる費用 (国債費)と地方交付税交付金と社会保障関係費で、歳出全体の 7割超を占めている。一
方、歳入のうち税収は約58兆円であり、一般会計予算における歳入のうち、税収でまかなわれているの
は約6割であり、残りの約3割は公債金収入、つまり国の借金に依存している。
また、2025年には「団塊の世代」がすべて75歳以上となる「超高齢社会」を迎え、医療・介護のニー
ズもピー クに向かう。 社会保障給付は、高齢化とともに今後も急激な増加が見込まれ、税・社会保険料
といつた国民負担の増大が考えられる。特に、医療分野は2012年度の 1.5倍である54.0兆円、介護分
野は同年の2.3倍である19.8兆円と、給付の増加が顕著であり、この2つの分野は消費税収と現役世代
の負担能力の伸び (保険料収入)を上回つて増カロしていくことが見込まれる (図10)。
日本は、少子高齢化が進む状況下にある中で「賦課方式」という財政方式を続けている。賦課方式とは、
高齢者世代が受け取つている年金、医療、介護、その他の福祉サービスにかかる費用を、主に今の現役層
が支えるという財政方式である。日本では主な給付はほとんど高齢期に発生しており、逆に負担はほぼ
現役層に集中している。さらに、今の現役層が負担しきれない分は、赤字国債を発行して将来に負担を先
送りにしている現状であり、これから生まれる将来世代の負担はさらに過酷なものとなる。少子高齢化
で高齢者の数が増え、現役層の数が減る中で賦課方式を続ける事は現役世代の負担を強める事になるた
め、社会保障制度の維持を考える際に財政方式のあり方を見直していく必要がある。
21椋野美智子『はじめての社会保障』2鈴木亘『社会保障亡国論』講談社、
有斐閣、 2015 pp.280‐289
2014 pp.24‐43 pp46‐7
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「事例3:社会保障の財政」から生徒に、介護制度のあり方に関わる社会保障財政の現状について理解
させる。 日本では少子高齢化が進行し、現在は高齢化率が 25。1%を超えた「超高齢社会」である。日本
の社会保障が深刻な財政問題を抱える原因として、少子高齢化が進む状況下にあっても「賦課方式」とい
う財政方式をとつていることが考えられる。介護保険制度を安定した形で運営していくためには、給付
の適正化と財源の確保が必要となる。財源確保のための負担増と介護給付費の抑制は避けられない。2∞5
年の法改正により、介護保険施設における居住費・食費を利用者負担とすることや、将来的な給付費の削
減を見込んだ、予防重視型システムヘの転換が行われている。"保険料の負担、国庫負担のあり方、消費
税のアップ、福祉目的税なども含めて、介護保険の適切な保険料と一部負担をどの程度にするかはこれ
からも検討されるべき重要な課題である。
以下の表は、執筆者 (船石)が事例 2から社会保障制度を運営する国の視点で介護の責任の所在をま
とめたものである。
【国の視点】
誰が どうやつて (どこで) 負担
0介護保険の運営主体
→市町村 (及び特別区)
【主な業務】
・被保険者の資格管理
0要介護・要支援認定
・認定された被保険者に対す
る保険給付
・保険料の賦課 。徴収
・介護保険にかかわる条例・
規則の制定
0財政資金の主なものは租税
(税金)と社会保険料の2つ
である。
→一般会計に占める日本の
社会保障費は他の経費を引
き離 した大きさとなってい
る。
→一般会計予算における歳
入のうち、税収でまかなわれ
ているのは約6割弱であり、
3割弱は公債金収入、つまり
国の借金に依存している。
→社会保障財政の問題 とし
て給付と負担のギャップが
生じる「財政不均衡」が生じ
ている。
→現役世代が負担 しきれな
い給付分を、国債発行で賄っ
ており、負担を将来世代に先
送りにしている。
23石橋敏郎 (編)『わかりやすい社会保障論』法律文化社 2010 pp.109‐110
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第2節 諸外国における介護の現状と保障制度
今後の日本の介護制度のあり方について考える際の選択肢を広げるため、海外の介護保険制度を取り
上げる。主な国として、スウェーデン、アメリカ、 ドイツの介護保険制度を事例として示す。
1.スウェーデンの介護保障
①高齢化の現潔 4
スウェーデンの高齢化のスピー ドは、きわめて緩やかであり、かつ65歳以上の高齢者が総人口に占め
る割合 (高齢化率)も日本に比べてピー クがきわめて低い。
高齢者人口の実数の変化についてみると、1900年当時、総人口は約 513.6万人に対し、高齢者人口は
約43.0万人であり、高齢化率は8.4%であつた。半世紀ごとに変化をみると、1950年は、704.7万人に
対し、高齢者人口は約 72.1万人であり高齢化率は約 10。2%であった。2000年は、同じく888.3万人に
対し、高齢者人口は約 153.1万人であり、高齢化率は約 17.2%であった。2012年10月では、総人口約
954.6万人であるのに対し、高齢者人口は約 160.8万人であり、高齢化率は約17.5%である。
②スウェーデン人の価値観一自立・ 自活の大前提としての機会の平等を保障する 25
スウェーデン人の国民性として、その本人が影響しうること以外の要因 (家庭の経済状態、性別など)
のために、与えられる機会に違いが生まれることは不平等だと感じる傾向が高い。つまり、「一人ひとり
が自立して生きる」ことを基本とした競争社会とは、すべての人に、能力を高め、それを実際に発揮する
ための機会が平等に与えられていることが大前提だと考えられている。そのためには、社会全体の力に
よつて、国民一人ひとりに機会の平等を保障しなければならない、という考え方につながっていく。
機会の平等という点では高齢者福祉も同じことがいえる。家族介護に頼るしかなければ、家庭で介護
をしてくれる身内がいて、貯蓄がある高齢世帯は老後も安心であろうが、そうでない世帯は非常に惨め
な老後生活を送らざるを得ない。だから、高齢者に対する福祉サービスを社会化し、自治体が責任を持つ
て提供することになる。
「スウェーデン人は、なぜ高負担を受け入れるのか」という問いに対し、国民一人ひとりに機会の平等
を保障し、さらに人生のやり直しを保障するセーフティ・ネットを充実させた結果、高負担にならざるを
得なかつた、という答えが考えられる。競争の土俵となる機会の平等を保障するのがスウェーデンの社
会保障である。
③スウェーデンにおける社会保障の基本的な考えガ 6
スウェーデンの社会保障の性質を分類すると、まず、所得移転か現物給付かという区分ができる。所得
移転が現金を給付するのに対し、現物給付とはサービスそのものを住民に提供するものである。次にユ
ニバーサルな給付かミー ンズ・テスト (資産・所得審査)付きの給付かという分け方もできる。ユニバー
サルな給付とはすべての所得階層を対象としたものであることを意味し、ミー ンズ・テスト付きとは低
24増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、
25湯元健治・佐藤吉宗『スウェーデン・パラ
26上掲書 pp。161-164
2008 pp.72‐73
ドックス』日本経済新聞出版社、2010年pp.156-158
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所得者のみが受給対象となることを意味している。さらに、その給付が受給資格のある人に定額で支払
われるか、所得に比例して支払われるかという区分もできる。
以上の点を考慮した場合、スウェーデンの社会保障制度は以下の4つの項目に大別できる。
表3 スウェーデンの社会保障制度の4つの響 7
(1)社会保険による所得比例型の所得移転 (36%)
何らかの理由で働けない場合の所得保障も働いていたときの所得に比例。
(すべての住民が対象)
例 :失業保険、疾病保険、育児休業保険、所得比例年金
財源 :社会保険料
(2)社会サービスの現物給付 (55%)
住民生活に必要な社会サービスを無料、もしくはわずかな自己負担で提供し機会の平等を保胤
(すべての住民が対象)
例 :保育・学校教育・医療 0高齢者福祉
財源 :地方所得税
(3)定額の所得移転 (4%)
子持ち世帯や大学生など特定のカテゴリーに属する人に一定額を給付。社会サービスの現物給付によ
る機会平等の保障を補鬼
(すべての住民が対象)
例 :児童手当、養育費補填、大学生手当
財源 :国税
(4)社会扶助による所得移転 (4%)
妥当な生活水準を下回る低所得層のみへの経済的支援。
(所得審査あり)
例 :生活保護、最低保障年金、住宅手当
財源 :国税と地方税
表3には社会保障支出に占める割合 (2007年)を示しているが、生活保護をはじめとする (4)の社会
扶助は、スウェーデンの社会保障支出のわずか4%を占めるにすぎない。むしろスウェーデンの社会保障
の中心は、(2)社会サービスの現物給付と (1)社会保険による所得比例型の所得移転である。
スウェーデンの社会保障の支出の半分近くを占める (2)社会サービスの現物給付は、住民一人ひとり
のライフサイクルに応じて、育児や学校教育、医療や高齢者福祉 0障害者福祉のサービスを無料、もしく
はわずかな自己負担で提供することで機会の平等を保障している。そして (3)定額の所得移転が、それ
を現金の直接的な給付によつて補完している。
一方、(1)社会保険による所得移転は、所得の高い人に給付が多くなる所得比例型である。失業や病気
などによつて所得が突然減つても、それまでの生活水準に急激な変化が生まれないようにするための配
慮である。裏を返せば、所得が低いと給付の額が少なくなるということであり、なるべく所得の高い職に
27湯元健治・佐藤吉宗『スウェーデン・パラドックス』日本経済新聞出版社、2010年p.162
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就いた方が給付を受けるときのメリットが大きくなる。
スウェーデンの社会保障の基本は、低所得層だけを対象とした救貧的施策ではなく、国民全員に機会
の平等を保障するためのユニバーサルな政策であるといえる。また、所得移転 (現金給付)の大部分が、
所得の高い人が得をする所得比例型であることも大きな特徴である。
④.高福祉を支える高負担の構造一消費税25%に応じる国貯 8
スウェーデンの税制度の種類と税率を調べると、主要なものだけで所得税 30%、消費税 25%、そして
雇用主税 32%である。消費税は、生活関連の公共料金には比較的安く、しかも食品に課される消費税率
は 12%と低く抑えられているだけに、世界でもデンマークとともに最高の消費税率だが国民はさほど気
にしていない。
税金は払 うが、スウェーデン国民は貯金にはきわめて不熱心である。そこで公共財政と個人貯金の関連
性をたどつていくと、“税金が実は国民の貯金"であることが鮮明に浮かび上がる。税金が国民のために
使われるならば、“所得などへの課税率は国民貯蓄率"に匹敵するのである。
国際間では、スウェーデンでの国民貯蓄率が低すぎ、経済へ悪影響を及ぼすとして問題視されてきた
が、税金は政府や地方自治体という公器に託される貯金との読み替えが成り立ち、国民自身も税金を私
的貯蓄の代用とみなしてきた。よつて国は課税権を有していると主張するより、国民からの税金を預か
る者として適役か、有能か、信頼に耐えるかが問われる立場にある。
⑤スウェーデンのコミューン (市)による高齢者に対する福祉 0介護サービス29,30
スウェーデンでの高齢者介護は基礎自治体であるコミューン(市)が本人の希望を尊重して適切な支援
をすることが、法律で義務付けられている。その基本的な考えは、高齢者はできるだけ長く自宅で生活を
続けられるようにすべきだというものである。それは住み慣れた環境で暮らし続けたい高齢者のためで
もあるし、コミューンの財政にとつても経費が少ないためである。
また、日本の介護保険制度における要介護認定では全国共通の基準があるのに対し、スウェーデンで
はニーズ判定の基準や判定方法がコミューンごとに異なつている。そのため、同じ要介護度を持つ人も、
居住するコミューンが異なれば提供される介護サービスが異なる。他の社会サービスと同じように、財
源はコミューン税 (市税)であるため、各コミューンは住民に提供する介護サービスの量や質に応じて税
率や自己負担額を選べる。地方自治の観点からは望ましいが、一方で居住する地域によって得られるサ
ービスが大きく異なるという問題を指摘する声もある。
高齢者福祉の基本法である「社会サービス法」は、1980年に制定された。同法が画期的なのは、基礎
自治体であるコミューンに、域内の住民が必要とする支援を受けられることを確保する最終的義務を負
わせたことにある。これを住民の側から見ると、生活のために必要な支援を受ける権利があるというこ
とであり、さらに同法はそのような支援は受給者の自立を強化するために行われるべきであるとしてい
る。
露竹崎孜『貧困にあえぐ国ニッポンと貧困をなくした国スウェー デン』あけび書房、2∞8 pp.89-99
"高岡望『日本はスウェー デンになるべきか』PHP新書、20H pp.13卜145∞湯元健治・佐藤吉宗『スウェー デン・パラドックス』日本経済新聞出版社、2010 pp。193-199
高齢者がなるべく自宅で生活を続けられるようにするためには、以下のように「規則に基づく組織力」
を発揮して、以下の様な総合的な支援策が行われている。31
・第一の支援策 :「高齢者住宅の確保」
スウェーデンでは、施設への入居が必要な高齢者だけでなく、健常者も含め全員が既に住宅を確保
していることを前提に、それぞれの制度が設計されている。様々な理由から現役時代に所得が少なか
つた人に最低額の年金を保障するものとして「保障年金」が整備されているが、この保障年金の受給者
には住宅手当が支給される。
このように、高齢者全員が自宅に住める環境にあることを前提にした上で、障害等のため住んでい
る住居の使用に支障が生した場合には、コミューンがバリアフリー 化、浴室の改造等住居改造のため
の補助金を負担する。申請者の収入の多寡は考慮されないこと、費用の上限は設定されず必要と認め
られる全額が補助されることは、制度を使いやすいものにしている。
これに加えてコミューンが住宅地の造成等を新たに行う場合には、高齢者や身障者が住みやすいよ
うに設計する義務を課せられている。街全体、一棟一棟のビル、そして一戸一戸の住宅が高齢者の住み
やすいものに生まれ変わつていく仕組みが機能している。
・第二の支援策 :「広範かつ細かい在宅介護 (ホー ムヘルプ)サー ビス」
判定員がニーズ0アセスメントを行つた上で要介護者の一週間のサービス利用時間を決定し、本人
の要望を踏まえて受けるサービスの内容を記載した同意書を作成、双方がサインする。サービスの内
容は、買い物、掃除、料理、入浴、排泄の世話が含まれる。
・第二の支援策 :「介護をする家族への支援」
家族サービス法は、高齢者、長期療養者、身体障害者を介護する家族に対し、コミューンが支援を行
い、休養を与えなければならないと定めている。この基本的考えに基づき、様々な支援策が講じられて
いる。
まず、コミューンは介護をしている家族に金銭的サポー トを与える。コミューンによって形態は異
なるが、介護する家族に時間給を払うケース、コミューンが高齢者に介護手当を支給し、これを介護す
る家族に支払うケースがある。
また、働いている家族、友人、隣人が介護のために仕事を休む場合、介護休暇として年60日まで有
給休暇を取得することができる。
・第四の支援策 :「高齢者の移動の自由の保障」
第一に、街全体のパリアフリー 化が図られている。ストックホルムの街中では、基本的にはどこにで
も車椅子で移動できるようになつている。横断するために車道に降りるポイントは、必ず段差がない
ようになつている。建物も新築する場合、また、既存の建物を改築する場合は、バリアフリー にするこ
とが義務付けられているため、そのような建物は年々増えている。
このようにして、高齢者は住みやすい住宅、在宅介護サービスの提供、家族への支援、移動の自由を保
31高岡望『 日本はスウェーデンになるべきか』PHP新書、20H pp.131-136
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障され、自宅に住み続けることができる。これらの支援策により、自宅に住む高齢者の割合が増え、施設
に余裕ができて、真に入居が必要な高齢者の待ち時間が軽減されることになる。
30
2.アメリカの介護保障
①高齢化の現R32
アメリカ合衆国の合計特殊出生率は2010年の時点で2.01であり、先進国の中では例外的に少子化の
傾向はみられない。総人口も増加を続けており、1950年の時点で約 1億5000万人であつた人口は、1970
年に約2億3021万人となり、2∝6年に3億人を超えた。
高齢者 (65歳以上)の人口も増加しており (1950年:約1200万人、1970年:約2a10万人、1990
年 :約31∞万人)、 2010年の時点では約4040万人 (高齢化率 :約13%)となつている。今後は、第二
次世界大戦後から1960年代前半にかけて産まれたベビー ブーマー世代が高齢者となるため、高齢化はさ
らに進展することになる。2030年には高齢者人口は約7210万人となり、高齢化率は19.3%になると予
測されている。
高齢化の進展により、介護が必要な高齢者も増加することになる。2010年の時点では介護サービスが
必要な高齢者は約 1200万人存在するとされている。
②高齢者介護政策の歴史33
1965年にメディケア (65歳以上の高齢者を対象とした医療保険制度)とメディケイ ド(低所得者を対
象とした医療扶助制度)が創設され、施設介護サービスも給付の一部として提供されるようになつた。こ
れをきつかけに従来の公的施設に代わつて、民間の営利企業が経営するナーシングホーム (医療と福祉
が一体となつた施設)が急速に増加した。
ナーシングホームがメディクアやメディクイ ドから費用の支払いを受けるためには、連邦政府が定め
た一定の基準に従い、メディケアやメディケイ ドの指定を受ける必要があつた。しかしながら、ナーシン
グホームに対する監査は、施設の構造面に関する調査が中心となっており、入居者に提供される介護サ
ービスや入居者の生活状況まで調査するものではなかった。
1980年代に入ると、民間のナーシングホームにおける劣悪なサービスや高齢者虐待が問題とされるよ
うになり、1987年にナーシングホーム改革法が成立され、ナーシングホームにおける介護サービスの質
の改善が行われた。
メディケアやメディケイ ドを利用した介護サービスは増えているものの、現在でも高齢者介護の大半
は家族によつて行われている。全米退職者協会と全米家族介護会が共同で実施した2∞9年の調査によれ
ば、約4890万人の成人 (66%が女性)力｀高齢者である親や配偶者に対して介護を提供している。この調
査によれば、アメリカにおける典型的な家族介護の形態は、何らかの職業に従事している女性 (平均49
歳)が自分の母親 (平均69歳)に対して週20時間以上の介護を提供するというものである。
③介護保障システムの概要34
0アメリカの介護保障の特徴
アメリカでは高齢者を対象とした普遍的な公的介護保障制度が存在していない。メディケアによる介
護サービスは、引退後のケアなど医療に関連した場合に提供されるものであり、給付は退院後の一定期
32増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2008p.93
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間に限られている。また、メディクイ ドでは施設ケアや在宅ケアなどのサービスが提供されているが、こ
れらは低所得者を対象としており、高齢者に収入や資産がある限り、メディケイ ドによる給付は提供さ
れない。このため、介護サービスを必要とする高齢者の多くは、個人で介護費用を負担し、自らの資産を
使い果たした場合に、メディケイ ドの受給資格を得て介護サービスの提供を受けることになる。アメリ
カの介護保障システムは、高齢者の自助努力を重視し、個人の経済的負担で対処できない場合に公的な
救済を行 う制度といえる。
・アメリカの長期ケア35
高齢者に対する介護サービスを指して、アメリカでは長期ケアという用語がしばしば用いられる。長
期ケアは次の3つの類型に区別されることが多い。
①施設ケア:ナー シングホー ムなど
②介助サービス付きの居住施設;アシステッド・リ
③在宅ケアおよび地域ケア:在宅での看護や介助、
ビングなど
リハビリテーション、高齢者向けデイケアなど
(1)ナーシングホーム
ナーシングホームは、介護が必要となつた高齢者が入居し、医療や看護、リハビリテーション、介助、
食事などの提供を受ける施設である。2010年の時点でアメリカには約 1万6000のナーシングホームが
存在する。その67%が民間企業の経営する施設であり、ナーシングホームは介護サービスにおいて最も
営利企業の参入が進んだ分野となつている。高齢者人日の増加にもかかわらず、過去20年間の入居者数
は変化しておらず、近年、施設数はわずかながら減少している。
ナーシングホームの約88%がメディケアおよびメディケイドの指定施設である。メディケアとメディ
ケイドにおいて、ナーシングホームは2種類の施設に区別されている。専門看護施設は、病院を退院し、
回復期にある患者が短期入居する施設である。専門看護施設は医療施設としての性格が強く、看護師や
医師が常駐し、必要な看護サービスの提供を行う。これに対し、一般介護施設は慢性疾患やアルツハイマ
ー病などのために介護が必要となつた高齢者が入居し、各種サービスの提供を受ける施設である。
全米で140万人がナーシングホームに入居しており、その87%が65歳以上の高齢者 (36.4%が85歳
以上)であり、65.4%が女性である (2009年)。 入居者の3分の2以上が複数の慢性疾患を有しており、
ほぼ半数に認知症の症状がみられる。
ナーシングホームの平均的な入居費用 (個室)は年間約8万5775ドル (1日あたり243ドル)であり
(2012年)、 長期間にわたつてナーシングホームで介護を受けるためには多額の費用を負担しなければ
ならない。多くの高齢者はこれらの費用を負担することができないため、メディケイ ドを受給して入居
費用を賄うことになる。
(2)アシステッド・リビング
アシステッド・リビングは、ナーシングホームでの介護は必要としないが、自立して生活することが困
難となつた高齢者が入居する施設である。高齢者の自立やプライバシーの尊重を基本的な運営方針とし
“増田雅暢『
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ており、高齢者は個室に入居して生活しながら、介助や食事の配送などのサービスの提供を受ける。2010
年の時点で約 5万3000の居住施設が存在し、約 100万人の高齢者がアシステッド・リビングで生活し
ていると推計されている。高齢者居住施設の82%は、営利組織によつて運営されている。
アシステッド・リビングでは、高齢者は自らの居室をもち、24時間の見守り、食事、掃除、洗濯、日
常生活での介助などのサービスを受けて生活する。施設には看護師が配置されており、高齢者の健康状
態や処方薬の利用状況について確認を行つている。
アシステッド・リビングの入居者の 54%が85歳以上であり、女性が単身で入居している場合が多い
(2011年の時点で入居者の70%)。平均的な滞在年数は1年から3年であり、介護の必要性が高くなつ
た場合には、高齢者は施設を退去し、ナーシングホームなどに移らなければならない。州の規制でも、こ
うした理由による退去は容認されている場合が多い。
アシステッド・リビングの平均的な入居費用 (個室)は、年間4万2600ドルである (2012年)。 アシ
ステッド0リビングは、最近になるまでメディケイドによる給付の対象とされておらず、入居費用は自己
負担や家族の金銭的支援、民間保険によつて賄われていた。しかし近年では特例条項プログラムにより、
アシステッド・ リビングヘの入居に対してもメディケイドの給付が行われるようになつており、入居者
の19%がメディケイド受給者である (2011年)。
(3)在宅ケアおよび地域ケア
在宅ケアには、訪間介護、訪問リハビリテーション、作業療法、言語療法、介助、家事援助、食事の配
送などの多様なサービスが含まれる。330万人のメディケイド受給者 (2009年)と約340万人のメディ
ケア受給者 (2011年)が、在宅ケア事業者などから介護サービスの提供を受けている。ただし、メディ
ケアが提供するホームヘルスケアは、医療的な性格の強いサービスであり、機能回復を目的にリハビリ
テーションなどを一定期間提供するなど高齢者に必要な介護サービスを提供するものではない。
高齢者が家事援助や食事 0入浴・排泄などの介助を行う在宅ケアの提供を受ける場合、1時間あたりの
平均的な費用は21ドルである (2012年)。 メディケイドでは一定の給付額までしか費用がカバーされな
いため、多くの高齢者は、家族介護などと組み合わせて在宅ケアサービスを利用することが一般的であ
る。
このほかに、居宅で生活する高齢者が利用するサービスとして配食サービスやデイクアセンターなど
がある。こうしたサービスは、地域を基盤にした非営利組織などによって提供されており、地域ケアと呼
ばれる。地域ケアの主なサービスとして次のようなものがある。
①配食サービス
ひとり暮らしの高齢者などに対して食事を宅配するサービスである。非営利団体や行政機関が運営し
ている場合が多い。
②デイケア
日中、高齢者を送迎し、デイケアセンターにおいて各種のサービスを提供するものである。言語療法や
理学療法、作業療法など医療的なサービスを提供する施設もある。
③交通機関による送迎サービス
車を所有していなかつたり、運転ができない高齢者のために、食事や買い物、通院、コミュニティ活動
への参加などの手伝いをするサービスである。
アメリカ高齢者法に基づく連邦政府の補助金や州政府の補助金、メディケイドの特例条項プログラム
などにより、これらのサービスの利用による高齢者の負担は低額または無料となつていることが多い。
④介護サービスの費用負l■36
2011年の介護サービスに対する支出総額は2109億ドルである (図10。主な費用の内訳は、メディ
ケイド1314億ドル (62.3%)、自己負担455億ドル (21.6%)、民間医療保険・民間介護保険244億ドル
(11.6%)となつている。
メディケイ ドは、州政府が連邦政府の財政負担を受けながら運営する医療扶助制度である。メディケ
イ ドの支出額の約 3分の 1が介護サービス関連の給付に当てられており、介護サービス費用を公的に負
担する最大の制度となつている。連邦政府は、州の財政状況に応じて50%から73%の割合で負担を行つ
ている。
メディケイ ドの介護サービス関連支出において高い比率を占めているのは、ナーシングホーム関連の
費用であり、これはナーシングホームに支払われる費用全体の32%を占めている (2010年)。
ナーシングホームに入居する高齢者の大半は、自らの収入・資産で入居費用を負担し続けることが困
難である。ナーシングホームの平均的な入居費用 (個室)は年間約8万5775ドル (1日あたり243ドル)
であり(2012年)、長期間にわたつてナーシングホームで介護を受けるためには多額の費用を負担しなけ
ればならない。そのため収入・資産調査を受けてメディケイドの受給者となり、ナーシングホームの入居
費を賄うことになる。
メディケイドを受給する高齢者は、保有が認められた一定の資産 (配偶者が居住する住居等52万5000
ドル以下の資産)を除いて、自らの収入や資産をナーシングホームの入居費に充てなければならない。入
居費に充当せずに受給者が自由に使うことのできる収入は月額90ドルから30ドルである。
“増田雅暢『世界
の介護保障』法律文化社、2008p.101
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自 己 負 担
455億ドル
2■%
図10介護サービスの費用負担
⑤介護保障システムの課題と今後の方向性37
アメリカの介護保障システムは、普遍的に高齢者の介護サービスを保障したものではない。メディケ
アによる部分的な給付を除いては、高齢者個人の経済的負担で対応できなくなつたときに、医療扶助制
度であるメディクイ ドによつて公的な救済を行う仕組みとなつている。介護が必要となつた高齢者は、
当初は自らの経済的負担で介護サービスを購入しなければならず、一定の資産を処分した後にはじめて
メディケイ ドの受給が可能になる。このため、とくに中間層にとつては利用しづらい制度となっている。
今後はアメリカにおいても家族介護機能が低下し、施設ケアや在宅ケアなどの介護サービスを必要と
する高齢者の数が増加することになる。このため、メディケイ ドを中心とした公的介護保障のあり方に
ついて見なおしていく必要がある。
2008 pp.109‐1
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37増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、
3.ドイツの介護保障
①高齢化の現R38
高齢化の主な原因は少子化と平均寿命の伸長である。少子化は、現在では先進国にほぼ共通する現象
であるが、旧西ドイツでは早くから少子化が進行していた。1970年代には合計特殊出生率が2.0を割り
込み、1980年代半ばには1.3まで低下した。90年代に入り、旧西ドイツでは若干回復し、合計特殊出生
率は1.4程度となつたが、東西 ドイツ統一直後の混乱の中で旧東 ドイツでは合計特殊出生率は一時1.0を
も割り込んだ。その後、旧東ドイツの出生動向も落ち着きを取り戻し、現在ではドイツ全体の合計特殊出
生率は 1.4程度となつている。
ドイツでは、平均寿命も一貫して伸び続けている。ドイツ連邦統計庁によれば、1960～1962年には男
性の平均寿命は 66.9歳、女性の平均寿命は 72.4歳だつたが、1970～1972年には男性は 67.4、女性は
73.8歳に伸び、さらに1980～1982年には男性は70.2歳、女性は76.9歳と男女ともに平均寿命は70歳
を超えた。2006～2008年には、男性の平均寿命は77.2歳、女性の平均寿命は82.4歳に達している。
このように、少子化が進むと同時に平均寿命も伸び続けたことから、 ドイツでは高齢化が進行してい
る。
②高齢者介護保障システムの歴史
ドイツでは、介護保険の創設前は日本のような老人福祉制度はなかつたため、老人ホームの入所費用
を年金や貯金などで賄いきれない場合、社会扶助に頼らざるをえない状況にあつた。老人ホームに入所
した高齢者の多くが入所費用を払いきれず、社会扶助 (日本の生活保護に相当)を受けるという事態があ
った。39
ドイツの介護保険は1994年に法律制定、95年に実施された。ドイツで介護保険の導入が議論されるよ
うになつた要因は三つある。第一に、人日の年齢構成の高齢化と寿命の伸びにより、要介護者の数が増加
した。第二に、往来介護にあたつていた家族が介護する体制が崩れた。ドイツにあっては他のヨー ロッパ
諸国以上に妻、娘、嫁が家族介護の主たる担当者であったが、女性の社会進出という現象と、家族の絆の
低下という現象が重なり、家族以外の人が介護にあたる要望が強くなつた。第二に、施設にせよ在宅にせ
よ、介護に要する費用が高くなり、費用負担を軽減するために保険制度の導入への期待が高まった。
これらの理由を知るにつけ、日本で介護保険制度を導入するに際して根拠となつた理由と非常に似て
いることが分かる。40
③介護保障システムの概夏
0保険者及び被保険者
介護保険の保険者は、長い実績のある医療保険者である疾病金庫が担当することとなり、財政上は分
離して名称も介護金庫とするものの、保険料は医療保険の保険料と一緒に徴収されることとなった。保
険料の負担についても、医療保険と同様に労使折半とされた。
介護保険の被保険者についても、医療保険の影響を大きく受け、公的医療保険に加入している者は公的
“増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2008p.57
"上掲書 p.580橘木俊詔『安心の社会保障改革―福祉思想史と経済学で考える¬』東洋経済、2010 pp.77‐78
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介護保険に加入し、民間医療保険に加入している者は民間介護保険に加入することとなつた。これらは
義務として課せられており、 ドイツの介護保険はほぼ国民皆保険となつているといえる。
・受給者の概況
ドイツの介護保険給付の受給者数は、次のとおりである。
(1)「公的介護保険の在宅サービス受給者数」41
2005。12.31 時点 2011.12.31 時点
合計  130万9506人
(内訳)
要介護度 1 75万9114人(58.0%)
要介護度242万5843人(32.5%)
要介護度 3  12万4549A  (9.5%)
合計  160万2070人
(内訳)
要介護度 1 99万6437人(62.2%)
要介護度2 46万8798人(29。3%)
要介護度3 13万6835人(8.5%)
出所 :ドイツ連邦保健省
(2)「公的介護保険の入所サービス受給者数」42
2005.12.31 時点 2011.12.31 時点
合計 64万2447人
(内訳)
要介護度 1  25万1730人  (39。2%)
要介護度 2 26万2528人  (40.9%)
要介護度 3  12万8189A  (20.0%)
合計 71万5304人
(内訳)
要介護度 1  30万2514A  (42.3%)
要介護度2 27万3631人(38。3%)
要介護度3 13万9159人(19.5%)
出所 :ドイツ連邦保健省
このように、2∞5年に比べると2011年には受給者が大幅に増加している。上述したようにドイツで
は今後も高齢化の一層の進行が見込まれており、高齢者の方が要介護状態となるリスクが高いことから、
要介護者の一層の増加が予測されている。ドイツ連邦保健省によれば、要介護者は2011年には約232万
人であるが、2020年には約278万人となり、2050年には約421万人まで増加すると見込まれている。
41増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2∞8p.61
42同上
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0介護保中
介護保険給付には、要介護度に応じて上限額が設定されている。ドイツの要介護度は3段階であり、日
本では5段階あるのに比べると簡素である。ただし、要介護度 3の中でも重度のケースについては、完
全入所ケア (日本の施設入所ケアに相当する)と在宅サービスの現物給付に関し、さらに高い給付上限が
設定されていることから、 ドイツは実質的に4段階であるといえる。
表4ドイツの介護保険給付の概要44
(2013.1 時点 単位 :ユー ロ)
要介護度 (項目) 1 2 3 *
在宅ケア
現物給付上限 (月額)
現金給付 (月額)
450
235
1100
440
1550
700
1918
部分ケア (デイケア、ナイ トケア)
完全入所ケア (月額)
450
1023
1100
1279
1550
15501918
*要介護度3の中でも重度のケース
ドイツの介護保険の給付内容は、入所サービスと在宅サービスに大別される。在宅サービスの現物給付
の内容はホームヘルプ、デイケア、ショー トステイなどであり、給付メニューは日本の介護保険と似通つ
ている。ただし、大きく異なる点として、在宅サービスについてドイツでは現金給付を選択できることが
あげられる。日本では家族介護者の負担軽減のための現物給付が原則となつているが、 ドイツでは家族
介護者に報いるための現金給付も選択でき、さらに、現物給付と現金給付を組み合わせることもできる。
また、介護を家族が行う場合、現金給付を受け取るだけでなく、介護を行つた期間が年金給付計算に反映
されるなどの社会保険上の配慮もなされており、介護休暇も設けられるなど、単なる現金給付ではない
総合的な仕組みとなつている。
介護保険が介護費用のどの範囲をカバーするかについても、 ドイツと日本では基本的な考え方に相違
がある。日本の介護保険は、介護サービスに必要な費用全体を介護保険がカバーし、1割が原則として利
用者の自己負担となつている。これに対し、ドイツの介護保険は部分保険という考え方に基づいており、
介護給付に必要な費用の全体を介護保険がカバーするわけではなく、年金などのほかの収入とあわせて
必要な費用が賄えるように、費用の一部を介護保険が保障するという考え方である。このことから、実際
には日本よりもドイツは自己負担額が大きくなる。
・財政状況
ドイツでは、介護保険スタートの初年度である1995年には、新しい制度を始めるためにはコストがか
かるということで、最初の三カ月間は給付を行わないままで保険料を徴収した。このため、95年度は大
幅な黒字になつている。
初年度ほど大きな黒字はなくとも、制度のスター トから数年間、ドイツの介護保険は黒字であった。し
毬増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2∞8p.62
44同上
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かし、1999年に初の赤字を記録して以降、単年度では赤字基調に転じている。赤字化の主な要因は、介
護者の高齢化に伴い、在宅サービスから施設入所サービスに移行する人が増えているためと思われる。
なお、当初黒字だつたドイツ介護保険は単年度では赤字基調に転じているが、過去の累積黒字による
積立金があるために、すぐに保険料の引き上げが必要とされる状況には陥つていない。制度のスター ト
時に先行して保険料を徴収したことによつて最初に大幅な黒字を得たことや、制度発足後は現物給付に
比べて給付上限の低い現金給付を選択する人が多かったことが、安定的な財政運営につながっていると
いえる。
表5ドイツの介護保険の財政状況45
(単位 :10億ユーロ)
1997199819992000200120020032004200520102011
収入
支出
うち現金給付
在宅現物給付
完全入所
15。94
15.14
4.32
1.77
6.41
16.00
15.88
4.28
1.99
6.84
16.32
16.35
4.24
2.13
7.18
16.55
16.67
4.18
2.23
7.48
16.81
16.87
4.11
2.29
7.75
16.98
17.36
4.18
2.37
8.00
16.86
17.56
4.11
2.38
8.20
16.87
17.69
4.08
2.37
8.35
17.49
17.86
4.05
2.40
8.52
21.78
21.45
4.67
2.91
9.56
22.24
21.92
4.74
2.98
9.71
収支
中間ス トック
0.80
4.86
0.13
4.99
‐0.03
4.99
‐0.13
4.82
・0.06
4.76
・0.38
4.93
‐0.69
4.24
‐0.82
3.42
‐0.36
3.05
0.釧
5。13
0.31
5.45
出所 :ドイツ連邦保健省
表6現物給付と現金給付の比率“
4.5増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2∞8p.65
46同上
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(%)
年 (平
均)
支出 受給者
1995
1996
1997
1998
1999
2000
2005
2010
2011
現金給付
82
74
71
68
67
65
63
62
61
現物給付
18
26
29
32
33
35
37
38
39
現金給付
88
85
84
83
81
80
80
78
79
現物給付
12
15
16
17
19
20
20
22
21
出所 :ドイツ連邦保健省
④介護保障システムの課題と今後の方向性
・将来的な財政の安定47
ドイツの介護保険においては、積立金があるために単年度の赤字がすぐに深刻な財政問題につながる
わけではない。しかし、単年度の赤字が継続することによつて、積立金はしだいに減少していった。この
ため、2∞2年に連邦政府が5億6000万ユーロを拠出して積み増しを行つたが、表6のとおり、翌年の
積立金は再び2001年を下回る水準となった。
将来的な財政安定化のためには、単年度の収支を均衡させることが必要である。高齢化が進み、要介護
高齢者が増加する中で、給付をカットすることは難しい。したがって、一般論としては、保険料率の引き
上げなどによつて、収入を増やすことが考えられる。しかし、社会保険料率を引き上げるには、ドイツで
は失業問題が高いハー ドルとなっている。なぜなら、10%近い高い失業率はドイツ社会の最大の問題で
あるが、賃金に付属するコス トである社会保険料率の負担が重いことが、実質的な人件費を上昇させて
雇用の足かせになつていると考えられているからである。
こうしたことから、ドイツの介護保険料率は、制度創設時より、長く1.7%のままで据え置かれてきが、
2∞5年には介護保険料率は一部引き上げられた。介護保険料率の算出の際に育児費用を考慮しないこと
は基本法 (憲法)に反するという判決を受け、子どもを育てている者との違いを設けるために、子どもの
いない者の介護保険料率が引き上げられたのである。具体的には、23歳以上65歳未満の「子のない被保
険者」からは0.25%の追加保険料が徴収された。この増収効果により、2∞5年には収入が大幅に増加し、
2006年には単年度で黒字となつた。2011年も黒字基調が続いており、積立金も増加している。
・2008年の介護保険改448
2008年には、介護保険の改革も行われた。給付上限の引き上げ、ケースマネジメントの導入、保険料
率の引き上げ等を内容とする介護発展法と名づけられた改正法案は、2008年3月14日に ドイツ連邦議
会で可決された。
そのポイントは以下の通りである。
(1)「給付上限の段階的引き上げ」
在宅サービスの現物給付の上限は、次のとおり、2012年までに段階的に引き上げられた (単位はユー
ロ )。
改正前 2008年 2010年 2012年
要介護度 1 384 420 440 450
要介護度 2 921 980 10佃 1100
要介護度 3 1432 1470 1510 1550
次に、在宅の現金給付についても、次のように、2012年までに段階的に引き上げられた。
改正前 20084手 2010年 2012年
要介護度 1 205 215 225 235
要介護度 2 410 420 430 440
増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2∞8p.66
上掲書 pp.67‐70
40
??
?
?
要介護度 3 665 675 685 700
さらに、入所サービスについても、要介護度 3及び要介護度 3の中でも重度のケースについては、次
のとおり2012年までに段階的に引き上げられた。
改正前 2∞84「 2010年 2012年
要介護度 3 1432 1470 1510 1550
重度のケース 1668 1750 1825 1918
(2)「在宅ケアの強化1 介護支援センターの設置」
介護発展法においても、 ドイツの介護保険の基本理念である在宅重視は継続されている。在宅の要介
護者を支援する政策として、まず介護支援センターの設置が打ち出されている。
介護支援センターのコンセプ トは、案内、相談、ケースマネジメントなど可能な限り総合的なサービス
を提供することである。
例えば、要介護者やその家族が介護ホームやデイケア事業所などを探すときに、介護支援センターに
おいて支援が得られる。
(3)「在宅ケアの強化2 包括的な介護相談 (ケー スマネジメント)の導入」
従来の ドイツの介護保険には、日本のケアマネジャーのような専門職は設定されておらず、ケアマネ
ジメントは制度的には行われていなかつた。介護発展法によつて、日本のケアマネジメントを想起させ
るケースマネジメントが導入されることとなつた。
介護相談員の業務としては、適切な介護ホームやケア施設を選択することのサポー トを行うことがあ
げられる。介護相談員は介護金庫への申請などの手続きのサポー トを行い、給付に関する助言を行う。介
護相談員は要介護者の自宅を訪問することもあり、相談は包括的なものである。また、介護相談員は、要
介護者と共同して個別のケアプランを作成する。
(41「介護保険料率の引き上げ」
給付改善や新規事業を行うための財源として、保険料率が引き上げられる。具体的には、2008年7月
1日より、保険料は0.25%引き上げられた。従来 1.7%の保険料率だった者は1,95%の保険料率となり、
子どもがおらず従来1.95%の保険料率だつた者は2.2%となつた。
・今後の課題49
2008年に介護保険の制度改正が行われ、給付改善とセットで保険料率の引き上げが行われた。しかし、
保険料引き上げは、雇用保険料率が下がつたことと見合いとなっており、社会保険料率全体としてみれ
ば、決して引き上げられたわけではない。
ドイツ連邦政府は、2008年の改革によつて、2015年までは財政上の問題はないとしており、実際に介
護保険財政は好転した。しかし、長期的には、高齢化の進展に伴つて引き続き要介護者の増加が見込まれ
49増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2008 pp.70‐71
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る中、将来の介護保険給付の増大に対して、介護保険財政の安定をいかにして図るかということは、将来
的に課題となりえる。
一方、新しい動向として、2008年の制度改正によつて、日本のケアマネジメントに類似したケースマ
ネジメントや介護相談員、地域包括支援センターに似ている介護支援センターなどの仕組みが導入され
た。日本より早くから高齢化が進んでいる欧州諸国の先進的な取り組みに日本が学ぶことは引き続き重
要であると思われるが、日本の取り組みも欧州諸国において参考にされるようになつて双方向の関係に
なつていくことができれば望ましい。
⑤ ドイツの介護者への支援50
ドイツの公的介護保険は、在宅で介護をする介護者に配慮した施策がなされている。公的介護保険給
付には、介護サービスでの「現物給付」と介護手当としての「現金給付」がある。介護者は、要介護者を
所得目的ではなく週14時間以上、在宅で介護している者と定義されている。介護者には、年金・医療 0
介護・労災・失業保険といつた社会保険が適用される。サービスとして代替介護とショー トステイの制度
がある。介護者は無料で介護講習会を受講することができる。
要介護者とその家族の介護に関する相談にのる介護支援拠点が、2008年の介護改革により設置される
ことになつた。就業している介護者のために介護休暇制度、2012年からは家族介護期間制度が導入され
ブを1。
0代替介護
介護者が病気などで介護ができなくなる場合がある。また、介護者が介護から解放されリフレッシュ
するための休暇をとることも大切である。代替介護は、介護者が自分で介護ができないとき、休暇を取り
たいときに、代わりに頼む介護サービスの費用を、介護保険が肩代わりして払つてくれる事で、介護者の
体養が可能である。 ドイツではサービスとして代替介護とショー トステイの制度がある。
代替介護の期間は、1年間で4週間以内となつている。在宅介護で介護が継続される場合、代替介護の
介護者が親族の場合には、要介護度 1で235¢、要介護度Ⅱは440¢、要介護度Ⅲは700Cが給付される。
代替介護者が他人の場合には、要介護度で区分なく、15501が給付される。代替介護を利用している期間
中でも、現金給付の半額は給付される。介護改革により代替介護の給付条件が緩和され、自宅で最低 1年
間の介護から、半年に期間が短縮された。
・介護講習会
介護技術を学ぶために、希望者は無料で介護講習会を受けることができる。介護講習会の受講料は全
額介護金庫から支払われる。介護講習会の主催者は講習会への参加を呼びかける広告や記事を各地域で
発行されている新聞などに掲載している。
→就業している介護者の仕事と介護の両立
ドイツには、就業者の家族介護をサポー トするために介護休暇制度と家族介護期間制度がある。
"「ドイツの介護者支援」齋藤香里 (2013)『海外社会保障研究』第 184号
42
・介護休暇制度
介護者のために、介護休暇制度が2008年に創設された。従業員が15人以上勤務する事業所に、6ヵ月
以内の介護休暇制度が適用された。介護休暇中は無給となるが、社会保険 (年金。医療・介護・失業保険)
は継続カロ入の扱いとなる。
突然、親が介護を必要とする事態になり、早急に介護体制を整える必要に追られることがある。このよ
うなケースに対応できるように、すべての事業所で、10日間の短期の介護体暇が取得できるようになつ
た。
・家族介護期間法
家族介護期間法とは、就業者が親族の要介護者を介護するために、最長で2年間、最大で週 15時間ま
で労働時間を短縮できる制度である。家族介護期間中は労働時間を最大 50%短縮することができるとと
もに、従前の所得の 75%を受け取ることができる。家族介護期間終了後、就業者はフルタイム就業に復
帰するが、家族介護期間と同期間、家族介護期間中に企業に積み立てられた就業者の負債分が返済され
るまで、給料は75%のまま据え置かれる。
日独の高齢者介護を取り巻く文化的および社会的状況そして諸制度は異なるため、必ずしも単純にド
イツの制度を参考にということはできないが、 ドイツにおける介護者への施策で日本が参考とし、導入
を検討するに値する制度は次の制度であるといえる。
ドイツでは介護者が病気になつた場合及び休暇のために代替介護とショー トステイの制度がある。介
護者は、介護から解放されリフレッシュするために旅行に行くこともできる。日本においても高齢要介
護者の介護者にたいするサービスの社会化が望まれる。
家族介護の質の向上のために、日本でも市町村の取り組みとして、 ドイツのように無料の介護講習会
が盛んに催されることが期待される。
家族介護期間制度は、日本における今後のワーク・ライフ・バランスを推進するための政策を検討する
うえで貴重な参考事象となる。
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(0各国の公的介護保障プログラムの概要51
国 介護の種類 プログラム 財源 給付形態 認定基準 自己負担
スウェー
デ ン
居宅介護・施
設介護
医療保険を
財源とする
サービス
一般税 現物給付 年齢を問わず
全国民
地方政府によつて
定められた費用を
負担
アメリカ
居宅介護・施
設介護
メディケア 保険料 現物給付 障害をもつ65
歳以上の全国
民
在 宅療養費は無
料、専門養護は入
所 日数に応じた負
担あり
居宅介護・施
設介護
メディケイ
ド
一般税 現物給付 年齢を問わず
財産調査の対
象となる
受給者の財政状況
により自己負担を
強いられることも
ある
ドイツ
居宅介護 公的介護保
険
保険料 現 物 給 付
及 び 現 金
給付
年齢を問わず
全国民
基本的に負担の必
要はない。追加 し
たサービスや社会
保険の対象となら
ない高額サービス
は有償
施設介護 公的介護保
険
保険料 現物給付 年齢を問わず
全国民
食費と居住費は保
険の範囲外。法定
額を上回るサービ
ス料に対する支払
は自己負担。財産
調査を経て社会扶
助の対象となりう
る。
日本
居宅介護・施
設介護
公的介護保
険
保険料・一
般税
現物給付 65歳以上 :全
障害に対 して
全国民
4Cl～64歳:老
化に伴つて生
じる 16種の
疾患による要
介護状態に対
して
10%。食費と居住
費は保険の範囲外
51増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2008 pp.7‐9
44
第3節 日本の介護制度の課題
(1)介護保険制度創設の背景及び経緯52
1970年に高齢化率が7%を、そのわずか24年後の1994年には14%を超え、今では 25。9%(2014年)
にまで上昇している。こうした高齢化の進展による要介護者の増加、そして、高齢者夫婦のみの世帯及び
高齢者の単独世帯の増加にみる世帯規模の縮小などにより、介護問題をはじめ高齢者を取り巻く各種制
度上の諸問題が顕著にあらわれることになつた。
そうしたなか、1989年以降、国の施策であるゴール ドプラン、新ゴール ドプラン等により介護基盤の
強化が図られたものの、高齢者の介護問題はより深刻さを増し、これまでの制度・施策の問題点・矛盾点
が指摘されることとなつた。とりわけ、老人福祉における「措置制度」に基づくサービスの選択の余地の
なさ、また、医療面において、治療の必要性がないにもかかわらず長期入院を続けるといつた「社会的入
院」についてはいち早い対応、改善が求められた。
そこで、これまで別々に対応してきた老人福祉、老人医療制度を再編し、介護サービスを総合的に提
供、または利用できる仕組みの創設が模索されることとなつた。
(2)介護保険法の成立53
高齢者介護が社会問題化するなか、1994年、高齢者介護 。自立支援システム研究会 (厚生省 (当時)
内に設置)が取りまとめた報告書「新たな高齢者介護システムの構築を目指して」が作成され、基本理念
として「自立支援」が掲げられたほか、介護保険の骨格になるべき事項 (①高齢者自身による自己選択、
②介護サービスの一元化、③ケアマネジメントの確立、④社会保険方式の導入)が示され新たな介護シス
テムの創設が提言された。
その後、1995年からの老人保健福祉審議会 (厚生大臣 (現:厚生労働大臣)の諮問機関)における検
討を経て、1997年12月に介護保険法が成立し、2000年施行の運びとなった。
下記の4点をねらいとする介護保険法は施行後、2005年及び2011年に大幅な改正が行われ、予防重
視型システムヘの転換、地域包括ケアシステムの実現等を柱とした方向性が示されている。
〈介護保険のねらい)
①老後の最大の不安要因である介護に対する社会全体で支える仕組みの創設
②社会保険方式による給付と負担の関係性の明確化
③利用者の選択により多様な主体から保健医療サービス・福祉サービスを総合的に受けられる仕組み
の倉J設
④介護を医療から切り離し、社会的入院を解消するための条件整備の拡充
大和田猛『高齢者への支援と介護保険制度』みらい、2014p.104
上掲書 pp.104‐105
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?
?
??
(9介護保険制度の動向
2000年4月には149万人であつた介護保険サービス利用者は、2005年4月に329万人となり、在宅
サービスを中心にその利用は急速に拡大してきた。利用者数の増加により介護保険の総費用も増大し、
財政状況は急速に悪化していつた。介護保険法は附則第 2条で、法施行後5年を目途に制度全般に関し
て検討を加え、見直しを図ると規定されていたので、これに従い社会保障審議会介護保険部会で検討が
続けられ、その報告書「介護保険制度の見直しに関する意見」(2004年7月)を受けて、2∞5年6月に
改正介護保険法が成立した。改正法の目的は、「制度の持続可能性」を第 1目標として、①新予防給付、
地域支援事業の創設など予防重視型システムヘの転換、②在宅と施設の給付と負担の公平性を保つため
の施設給付の見直し、③地域密着型サービスの創設など新たなサービス体系の確立、④サービスの質の
向上、⑤負担のあり方 0制度運営の見直しなど介護保険法全般にわたる大規模な改正となった。“
近年では、団塊の世代 (1947年から1949年生まれの世代)がすべて65歳以上高齢者となる「2015
年問題」、同様に彼らが75歳以上となる「2025年問題」がうたわれている。このような高齢化の進展に
伴い、慢性的な疾病や複数の疾病を抱える患者の増加が見込まれるなか、急性期の医療から在宅医療、介
護までの一連のサービスを地域において総合的に確保する必要が出てきた。55
こうした観点から2014年6月、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法
律の整備等に関する法律」(以下「医療介護総合確保推進法」)が成立し、段階的に施行されている。これ
は、「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、効率的
かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域に
おける医療及び介護の総合的な確保を推進するため」、医療法や介護保険法を中心とした関係法制度を改
正するものである。
このなかでも特に介護保険法関係においては、「地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化」と
して、①地域支援事業の充実、②介護サービスの見直し (予防給付 (訪問介護・通所介護)の見直し、地
域密着型通所介護の創設など)、③特別養護老人ホームの機能重点化 (入所要件の改正)、④低所得者の保
険料軽減の強化、⑤利用者の自己負担率の増加や、「補足給付」の要件の見直しなどが進められている。
(0介護保険制度の目的56
介護保険制度の目的については、介護保険法第1条において次のように規定されている。
(目的)
第 1条
この法律は、加齢に伴つて生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となり、入浴、排
せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医療を要する者等について、こ
れらの者が尊厳を保持 し、その有する能力に応 じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な
保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行 うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険
制度を設け、その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もつて国民の保健医療の向上及び福祉
の増進を図ることを目的とする。
“石橋敏郎 (編)『わかりやす
い社会保障論』
55大和田猛『高齢者への支援と介護保険制度』
56上掲書 pp.105‐1“
法律文化社 2010 p.97
みらい、2014p.67
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上記条文をもとにポイントを整理すると以下の通りとなる。
・介護の社会化
それまで家族、縁者によつて対応してきた高齢者介護であるが、急速な高齢化の進展に伴う介護を必
要とする者の増加、世帯規模の縮小、女性の社会進出などにより困難を極める結果となつた。そこで、こ
うした状況に対応するため、社会連帯の精神により社会全体で支える仕組みを創設した。法第 1条条文
中の「国民の共同連帯の理念に基づき介護保制度を設け」という文言がそのあらわれでもある。
・自立支援
「自立支援」とは、仮に要介護状態になつても、その者が「その有する能力に応じ自立した日常生活を
営むことができるよう」支援することを意味する。
なお、関連する条文として、法第2条第4項において、「被保険者が要介護状態となつた場合において
も、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように
配慮がなされなければならない」旨の、保険給付の内容及び水準に関する規定がなされている。
・利用者主体・サービス総合化
要介護状態になつた場合においても、利用者の自己選択、自己決定に基づき、介護サービスを総合的か
つ一体的に受けることができる利用者主体の制度とする。また、それまで高齢者福祉制度の主流であつ
た措置制度 (行政処分)を利用契約制度に転換することで、利用者と事業者との関係が対等となり、この
点においても利用者主体の利用手続きになつたといえる。
以上の内容が法第 1条の条文から読み取れる。また、利用者主体、サービスの総合化に関連して、介護
保険制度下では、「サービスの質の向上」を目的にサービス供給主体の拡大・拡充が図られ、さらには社
会連帯・国民の共同連帯という考え方に基づき社会保険方式が採用されている。
つまり、「高齢者が仮に要介護状態になつた場合においても、尊厳を保持し、住み慣れた地域において、
その者の能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健・医療・福祉サービスを提
供する」ことが介護保険制度の目的である。
(5)保険者及び被保険者57
0保険者
介護保険制度の運営主体である保険者については、法第 3条において、「市町村及び特別区」(以下単
に市町村)と規定されている。さらに、保険者は特別会計を設け、介護保険に関する収支を管理すること
を責務とされている。
そのほか、保険者である市町村が担う主な業務として、被保険者の資格管理、要介護・要支援認定、認
定された被保険者に対する保険給付、保険料の賦課・徴収、介護保険にかかわる条例・規則の制定などが
挙げられている。
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・ 4臓椰R鯖
社会保険である介護保険制度においては、基本的に40歳以上の者が被保険者となる (強制加入)。
被保険者は、第1号被保険者と第2号被保険者に区分されており (表7)、法第9条において、前者に
ついては市町村の区域内に住所を有する65歳以上の者、後者については市町村の区域内に住所を有する
40歳以上65歳未満の医療保険加入者と規定している。
表7 介護保険制度における被保険者・受給権者等
第 1号被保険者 第2号被保険者
対象者 65歳以上の者 40歳以上65歳未満の医療保険カロ入者
受給権者 ・要介護者 (寝たきりや認知症で介
護が必要な者)
・要支援者 (要介護状態となるおそ
れがあり日常生活に支援が必要な
者)
左記の者のうち、初老期における認知
症、脳血管疾患などの老化に起因する
疾病 (特定疾病)による者
保険料 所得段階別定額保険料 (低所得者の
負担軽減)
・健保 :標準報酬×介護保険料率
(事業主負担あり)
。国保 :所得割、均等割等に接分
(国庫負担あり)
賦課・徴収方
法
市町村により、年金額一定以上は特
別徴収 (年金天引)、それ以外は普通
徴収
医療保険者が医療保険料として徴収
し、納付金として一括して納付
(0要介護認定の方法及び介護サービスの利用手続き (サー ビスの受給)“
①要介護状態 0要支援状態
介護保険制度の被保険者が保険給付による介護サービスを利用するためには、要介護認定または要支
援認定を受け、要介護状態、あるいは要支援状態にある旨を認定される必要がある。なお、要介護状態、
要支援状態とは介護保険法第7条1項及び第2項において次のように規定されている。
第7条
この法律において「要介護状態」とは、身体上又は精神上の障害があるために、入浴、リトせつ、食
事等の日常生活における基本的な動作の全部又は一部について、厚生労働省令で定める期間にわたり
継続 して、常時介護を要すると見込まれる状態であつて、その介護の必要の程度に応 じて厚生労働省
令で定める区分 (以下「要介護状態区分」という。)のいずれかに該当するもの (要支援状態に該当す
るものを除く。)をいう。
2
この法律において 「要支援状態」とは、身体上若 しくは精神上の障害があるために入浴、リトせつ、
食事等の日常生活における基本的な動作の全部若しくは一部について厚生労働省令で定める期間に
53大和田猛『高齢者への支援と介護保険制度』みらい、2014 pp.109‐1
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わたり継続して常時介護を要する状態の軽減若しくは悪化の防止に特に資する支援を要すると見込
まれ、又は身体上若しくは精神上の障害があるために厚生労働省令で定める期間にわたり継続して日
常生活を営むのに支障があると見込まれる状態であって、支援の必要の程度に応じて厚生労働省令で
定める区分 (以下「要支援状態区分」という。)のいずれかに該当するものをいう。
②要介護者・要支援者
要介護者及び要支援者とは、それぞれ前述の要介護状態、あるいは要支援状態にある者のうち、①65
歳以上の者、もしくは、②40歳以上65歳未満の者であつて、それぞれの状態となつた原因の障害が特定
疾病によつて生じた者のことである (法第7条第3項、第4項)。
③要介護 (要支援)認定から介護サービス利用までの過程
前述の法第7条各項に規定されている要介護状態区分、要支援状態区分とは、要介護 1～5と要支援 1
及び2の7段階の事をいい、これらのいずれかに該当することで、介護保険に基づくサービスの利用が
可能となる。要介護 (要支援)認定の流れについては図11の通りである。
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被保険者が認定を受けるには、法第27条第 1項及び第32条第 1項の規定通り、申請書に被保険者証
を添付して市町村に申請をしなければならない。申請後、市町村の職員、もしくは指定市町村事務受託法
人による認定調査が実施され、コンピュータによる1次判定がなされる。
ここでは、①身体機能0起居動作、②生活機能、③認知機能、④精神・行動障害、⑤社会生活の適応の
5群と、過去 14日間に受けた特別な医療といつた、いわゆる基本調査をもとに要介護者であるか否かを
判定する。
その後、1次判定結果と主治医意見書、認定調査時の特記事項をもつて、市町村に設置される介護認定
審査会にて2次判定が行われる。この2次判定結果が最終結果となり、介護保険サービスの利用が可能
となる要支援 102、要介護 1から5、 あるいは非該当 (介護保険サービス利用不可)の判定がなされる。
市町村は、被保険者に対し、その結果を申請のあつた日から30日以内に通知することとなっている。な
お、認定結果等に不服がある際は、都道府県に設置されている介護保険審査会に審査請求をすることが
できる。
要介護者及び要支援者は、ケアプラン、介護予防ケアプランを作成のうえ、介護保険サービスを利用す
る。前者は介護給付、後者は予防給付の利用となり、非該当との認定を受けた者については、介護保険に
よる給付を受けることはできず、法に規定する地域支援事業等の市町村が実施する諸サービスを利用す
ることとなる。
なお、介護給付には、居宅サービス、施設サービス、地域密着型サービス等が、また、予防給付には、
介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス等がある。サービス利用については、施設サービスは要
介護度ごとの一定額となるが、居宅サービス、介護予防サービスにおいては 1か月の支給限度額が定め
られており、基本的には限度額内で介護サービスを利用することになる。サービス利用に対しては 1割
の自己負担 (2015年8月より、一定以上の所得がある者は2割の自己負担となる)が生じる。
(7)介護保険サービス"
①居宅サービスの内容
0居宅サービスとは
居宅サービスとは、居宅において生活する要介護者が利用できるサービスのことである。介護保険法
第 8条第 1項に規定され、①訪問介護、②訪問入浴介護、③訪問介護、④訪問リハビリテーション、⑤
居宅療養管理指導、⑥通所介護、⑦通所リハビリテーション、③短期入所生活介護、⑨短期入所療養介護、
⑩特定施設入居者生活介護、⑪幅祉用具貸与、⑫特定福祉用具販売が含まれる。居宅サービスを行う事業
を居宅サービス事業という。
【訪間介護】
訪問介護とは、居宅要介護者の居宅 (経費老人ホーム、有料老人ホーム、養護老人ホームを含む)にお
いて、介護福祉士や訪問介護員により行われる入浴、排せつ、食事等の介護、その他調理、洗濯、掃除等
の日常生活上の世話をいう。そのサービス内容は身体介護と生活援助からなる。生活援助に関しては、単
身か家族等と同居していても家族が障害や疾病等の理由で家事を行うことが困難な場合という制限が設
けられている (表③
59大和田猛『高齢者への支援と介護保険制度』みらい、2014 pp.117‐128
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表8 訪間介護サービスの内容
身体介護 生活援助
・排泄介助 (トイレ。ポータブル利用につい
ての介助 。おむつ交換)
0食事介助
0清拭・入浴介助
・身体整容
・洗面
・更衣介助
・体位変換
・移乗・移動介助
・通院・外出介助
・就寝 0起床介助
・自立支援のための見守り援助
・専門的配慮をもつて行う調理 (廉下困難者
のための流動食 0糖尿食等の調理)
掃除
洗濯
ベッドメーキング
衣類の整理、被服の補修
一般的な調理 0配下膳
買い物・薬の受け取り
【訪間看護】
訪問看護とは、居宅要介護者に対し、その居宅において看護師、保健師、准看護師、理学療法士、作業
療法士及び言語聴覚士が行う療養上の世話、または必要な診療の補助をいう。病状が安定期にあり、居宅
において看護師等が行う療養上の世話、または必要な診療の補助を要すると主治医が認めた者について、
行うことになっている。
【通所介護 (デイサービス)】
通所介護 (通称 :デイサービス)とは、居宅要介護者を老人デイサービスセンター等に通わせ、当該施
設において入浴、排泄、食事等の介護、日常生活上の世話 (生活等に関する相談及び助言、健康状態の確
認その他の居宅要介護者に必要なもの)や機能司1練を行うサービスである。
【通所リハビリテーション (デイケア)】
通所リハビリテーション (通称 :デイケア)とは、病状が安定期にある居宅要介護者を介護老人保健施
設、病院、診療所に通わせ、当該施設において、その心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助
けるために、診療に基づき実施される計画的な医学的管理のもとで行われる理学療法、作業療法その他
必要なリハビリテーションをいう。
【居宅介護支援 (ケアマネジメント)】
居宅介護支援とは、要介護者に対するケアマネジメントである。居宅要介護者が、居宅サービスや地域
密着型サービス、その他必要な保健医療・福祉サービスを適切に利用できるよう、介護支援専門員が本人
の依頼を受けて心身の状況や置かれている環境、本人及びその家族の希望を勘案して、利用するサービ
スの種類と内容、その担当者などを定めた居宅サービス計画 (ケアプラン)を作成し、それらのサービス
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が確保されるようにサービス事業者等との連絡調整を行う。
②施設サービスの内容
・施設サービスとは
介護保険制度における施設サービスは、指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設、及び指定介護療
養型医療施設の 3種類が設けられ、これらを総称して介護保険施設という。利用対象者は、要介護認定
において、要介護状態と認定された要介護者のみである。介護保険施設において提供される施設サービ
スは、介護支援専門員の作成した施設サービス計画に基づき行われる。
・施設サービスの内容
【介護者人福祉施設】
介護老人福祉施設とは、老人福祉法に規定する特別養護老人ホームであり、入居者に対し、施設サービ
ス計画に基づいて、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療
養上の世話を行うことを目的とする施設をいう。都道府県知事より介護保険施設として指定を受けた介
護老人福祉施設は、法における指定介護老人福祉施設として施設サービスの給付対象となる。
従業者として、医師、生活相談員、看護職員、介護職員、栄養士、機能訓練指導員、介護支援専門員を
置く。
【介護者A― 】
介護者人保健施設とは、病状が安定期にある要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医
学的管理下における介護、機能訓練その他必要な医療、日常生活上の世話を行うことを目的とする施設
として、都道府県知事の許可を受けたものである。
従業者として、医師、薬剤師、看護職員、介護職員、支援相談員、理学療法士、作業療法士または言語
聴覚士、栄養士、介護支援専門員、調理員・事務員等を置く。
【介護療養型医療施設】
介護療養型医療施設とは、療養病床等を有する病院または診療所であり、病状が安定期にある入院要
介護者に対し、施設サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理下における介護、その他
の世話及び機能司1練、その他必要な医療を行う施設をいう。都道府県知事より介護保険施設としての指
定を受けた介護療養型医療施設は、法における指定介護療養型医療施設として施設サービスの給付対象
となる。
療養病床を有する病院の場合、職員として、医師、薬剤師、栄養士、看護職員、介護職員、理学療法士
及び作業療法士、介護支援専門員を置く。
(8)介護保険財政 (財源構成)
介護保険制度の財源構成における利用者負担分の 1割を除いた保険給付費については、公費・保険料
それぞれ50%ずつの負担となつている。
公費負担の50%分に関する国と地方自治体 (都道府県・市町村)の負担割合においては表9の通りと
なる。
なお、国の負担分のうちの平均5%は調整交付金とされ、市町村間の財政格差の是正 (介護保険財政調
整)として使用される。
表9 介護保険財政割合?
?
?
?
?
第 1号保険料 22%
第2号保険料 28%
?
?
?
?
市町村 12.50/0
都道府県 12.50/0
国庫負担金 20%
調整交付金 平均5%
その他、保険料の収納率が低下したり、予想以上に給付費が増大した場合も市町村の保険財政が赤字に
陥ることがないよう、財政の安定化を図るために財政安定化基金が都道府県に設置されている。本基金
の財源は、国、都道府県、市町村がそれぞれ 3分の1ずつ負担することになっており、市町村は第 1号
被保険者から徴収した保険料のなかから拠出金として納付する。
(9日本の介護制度の課題60
わが国では、2000年(平成 12)年に約 2∞万人 (全人口の6人に1人)であつた要介護高齢者が、
2025(平成37)年には520万人 (全人日の3.3人に1人)に増大すると推計されている。介護保険制度
開始から5年、総費用は年々膨らみ続け、拠出する保険料の増加にもつながりかねない状況が生じた。
介護保険の総費用と要介護認定者は1年ごとに約10%以上ずつ増加、要支援、要介護1の人数は5年間
で約2.4倍に急増した (表10。
表10介護保険の総費用と要介護・要支援認定者の推移
年度 総費用 要介護認定者 要支援 要介護 1
20003.6ソЬ円 218万人 29.1万人 55.1万人
20014.6 (27.8%増) 258 (18.3%増) 32.0 (10.0%増) 70.9 (28.7%増)
20025.2 (44.4%増) 303 (39,0%増) 39.8 (36.8%増) 89.1 (61.7%増)
20035。7 (58.3%増) 349(60.1%増) 50.5 (73.5%増) 107.0 (94.2%増)
20046.3 (75.0%増) 387(77.5%増) 60.1 (106.5%増) 125。8 (128.3%増)
20056.8 (88.9%増) 411 (88.5%増) 67.4 (131.6%耀:) 133.2 (141.7%耀i)
また認知症高齢者も増加していることに加えて、介護期間も長期化しており、現在の介護問題は、かつ
て自宅で家族が担つてきた介護とは質的にも量的にも大きく異なる様相を呈している。いまや高齢者介
60大和田猛『高齢者への支援と介護保険制度』みらい、2014 pp.185‐186
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護は、介護する側になるにせよ、介護される側になるにせよ、国民の誰もがかなり高い確率で遭遇するも
のあり、この問題の解決法を家族介護の範囲内に放置しておくことはもはや許されない状況になつてき
ている。高齢者介護が普遍的な社会的リスクと認識されるようになつた時、これを社会的ケアで支えな
くてはならないという主張が起こつてくる。介護保険法はこうした「介護の社会化」という主張を背景に
登場してくることになる。
介護保険導入の政策目的の 1つは、介護サービスの市場化にあつた。新たな事業者の新規参入により
都市部ではサービスは確かに拡大したが、しかし、過疎地域ではサービス不足は深刻である。介護保険サ
ービスに地域格差が生じることは望ましくない。基盤整備における市町村、都道府県および国の責任は
大きい。また介護保険施設では慢性的な人手不足が続き、東南アジアから介護従事者を呼んでくるよう
な事態に陥つている。介護サービス従事者の労働条件があまりにも低いからである。介護労働者の待遇
を改善し、専門的知識を持つた優秀な人材が介護の現場に集まるように、国は早急に手をうたなくては
ならない。61
家族介護の場合、現金給付 (介護手当て)は、わが国の介護保険制度では制度化されていない。ドイツ
の介護保険制度には、在宅サービスと並んで介護手当が設けられており、わが国の制度検討過程におい
ても介護手当導入の可否に関する議論が老人保健福祉審議会で重ねられた。審議会では消極的な意見 (①
家族介護が固定化される、②必ずしも適切な介護に結びつくものではない、③在宅サービスの拡大を阻
害する、④財政的な困難など)と積極的な意見 (①外部サービスを利用している人との公平性、②介護労
働に対する社会的評価、③介護者に対する慰労、④高齢者の自己決定権の尊重など)の両方の意見が出さ
れたが、結果的には家族介護に関する現金給付は見送られた。
2005年の法改正の時も再び「家族支援と現金給付」が取り上げられたが、介護費用の増大などを理由
に、現金給に対しては消極的な意見が強くなつている。家族介護者が抱えている心理的な負担や孤立感
は、金銭の支給のみで解決できるものではないが、要介護高齢者のなかに可能であれば家族からの介護
を望む者がいたり、家族の中に高齢者の介護をしたいと望む者がいる限り、介護手当は在宅介護を社会
的に評価する手段となり得る。介護手当の導入もやはり検討されるべきであろう。62
また、介護保険制度を今後も安定した形で運営していくためには、給付の適正化とともに、給付に必要
となる財源の確保が大きな課題となる。63財源を確保するには負担増と介護給付費の抑制は避けられない
ところであろう。すでに2005(平成17)年の法改正により、介護保険施設における居住費・食費を利用
者負担とすることや、将来的な給付費の削減を見込んだ、予防重視型システムヘの転換が行われている。
さらなる財源確保の方法としては、介護保険料の増額が挙げられるが、介護保険料の負担については
限界もある。介護保険料は、制度制定時には全国平均で第1号被保険者 1人あたり月額2911円であつた
が、現在4972円である。第1号被保険者の増加にともなう保険給付費の増大を、第2号被保険者の保険
料増額によつて補うことも考えられるが、給付と負担の公平という観点から問題となろう。保険料の負
担、国庫負担のあり方、消費税のアップ、福祉目的税なども含めて、介護保険の適切な保険料と一部負担
をどの程度にするかはこれからも検討されるべき重要な課題である。
石橋敏郎 (編)『わかりやすい社会保障論』法律文化社 2010 p.111
上掲書 p.109
上掲書 pp.109‐110
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第 3章 中学校社会科における社会保障に関する教育
第 1節 公民的分野の教科書における社会保障の記述
教科書では、2から3時間かけて日本の社会保障のしくみや国民福祉について学習することになって
いる。そこでは、社会保険、公的扶助、社会福祉 0医療と公衆衛生の4本柱の説明、各国の社会保障給
付費と国民負担、日本における社会保障の使い道、今後課題になつてくる高齢者に対する福祉について
も学ぶことになつている。この小単元でのねらいは、制度の現状理解と、制度の充実が今後の問題とし
て残つていることへの理解、また、高齢化社会を迎えるにあたつての問題を考えさせることである。
本節では、中学校段階の社会科・公民的分野で扱う社会保障教育が重要であるという認識に立ち、教
科書分析を行う。まずは現行学習指導要領における「社会保障」の記述内容を考察する。そして、公民
的分野の教科書を出版している教科書会社4社の「社会保障」の記述について、内容の記載事項を分析
し、考察を加えるものとする。
1.中学校学習指導要領内の「社会保障」の記述
中学校学習指導要領では、公民的分野の内容 「(2)私たちと経済」の「イ 国民の生活と政府の役
割」で主に記述されている。それを次に紹介する。“
イ 国民の生活と政府の役割
国民の生活と福社の向上を図るために、社会資本の整備、公害の防止など環境の保全、社会保障の
充実、消費者の保護など、市場の働きにゆだねることが難しい諸問題に関して、国や地方公共団体が
果たしている役割について考えさせる。また、財源の確保と配分という観点から財政の役割について
考えさせる。その際、租税の意義と役割について考えさせるとともに、国民の納税の義務について理
解させる。
また、「内容の取扱い」においては以下のように記述されている。65
イの「消費者の保護」については、消費者の自立の支援なども含めた消費者行政を取り扱うこと。
「財政」については、少子高齢社会など現代社会の特色を踏まえて考えさせること。
「社会保障の充実」については、日本国憲法第25条の精神に基づく社会保障制度の基本的な内容を理
解させ、その一層の充実を図つていく必要があることを理解させるとともに、少子高齢社会など現代社
会の特色を踏まえながら、これからの福祉社会の目指すべき方向について考えさせることを意味してい
る。
また、「財政」について学ぶ際、上記の「内容の扱い」に記述されているように「少子高齢社会など
現代社会の特色を踏まえて考えさせる」ことが大切であり、少子高齢社会における社会保障とその財源
の確保の問題をどのように解決していつたらよいか考えさせることも重要である。
“文部科学省『中学校学習指導要領解説 社会編』日本文教出版 2014 p.10665同上
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このように、社会保障制度を扱う授業では、まず日本の社会保障制度は日本国憲法第25条における
「生存権」を具体化させたものであり、制度を支える4つの柱として社会保険、公的扶助、社会福祉 0
医療と公衆衛生があることを理解させる必要がある。また、日本のこれからの社会保障制度のあり方を
考えさせるためには、社会保障と財政について、日本が抱える少子高齢化の現状と課題を関連させて考
えさせる必要がある。少子高齢化が社会保障制度にどのような影響を与えるのか、税の負担者として自
分の将来と関わらせて考えさせるなどして、考えたことをまとめさせたり、説明させたりする活動を取
り入れるなどの工夫も大切である。
2.分析の内容と方法
分析内容と方法は以下のとおりである。
・内容 :学習指導要領で「社会保障」が取り上げられている「(2私たちと経済 イ 国民の生活と政府
の役割」に該当するページ。
・方法 :中学校公民的分野の4つの教科書での社会保障記載内容を単元、小単元、教科書見出し、内容
種別 (本文・コラム)・重要語句 (太字)、 写真・図表に分け、分析 0考察を行う。
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3.分析結果
表 11 中学校公民的分野における社会保障記載内容一覧 (東京書籍 平成27年検定)
単元 小単元 教科書見出し 内容種別 (本文 0コラム)
重要語句 (太字)
写真・図表
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
3.社会保障の
しくみ
0本文
・社会保障のおこり
・ 日本の社会保障制度
0社会保障4つの柱
.コラム
・社会保障を支える人々
・重要語句 (太字)
0社会保障
・社会保険
・公的扶助
・社会福祉
・公衆衛生
・写真
①日本の社会保障の四つ
の柱
③1870年ごろのロンドン
の労働者街の子どもたち
④特別養護者人ホームで
食事の介助をする介護福
祉士
⑤医療機関の診療報酬明
細書の例
・図表
②日本の社会保障制度
⑥日本の医療保険制度の
仕組み
4.少子高齢化
と財政
0本文
・少子高齢化 と社会保障
・社会保険の現在
・福祉社会の実現に向け
て
・重要語句 (太字)
。介護保険制度
・図表
①日本の人口と人口構成
の変化
②社会保障給付費の推移
③社会保障給付費の財源
の内訳
④公的年金の仕組み
⑤高齢者世帯の所得と公
的年金
⑥国民負担率と国民所得
(NI)にしめる社会保障
支出の割合
⑦主な介護サービス
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表12 中学校公民的分野における社会保障記載内容一覧 (教育出版 平成27年検定)
単元 小単元 教科書見出し 内容種別 (本文・ コラム)
重要語句 (太字)
写真・図表
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
3.互いに助け
合う社会―社
会保障の現状
0本文
0社会保障とは
0社会保障のしくみ
・給付の内訳
・重要語句 (太字)
0社会保障
0社会保険
・公的扶助
・社会福祉
・公衆衛生
0写真
①病院の領収書
②健康保険証
0図表
③社会保険のしくみ
④日本の社会保障制度
⑤社会保障給付費の推移
⑥社会保障給付費の制度
別の内訳
⑦障害のある人への施策
として、国や地方公共団
体に望むこと
4.社会保障の
充実のために
一少子高齢社
会への取り組
み一
0本文
0人口減少の中で
・介護保険
・給付と負担の関係
・今後の社会保障のあり
方
・重要語句 (太字)
・介護
・年金保険
・ 巧 穏 隷
①福祉施設で高齢者と交
流する中学生
・図表
②国民年金のしくみ
③世界の高齢化率の推移
④日本の総人日の推移
⑤国内総生産 (GDP)に
対する社会保障関係支出
の項目別給付割合の国際
比較
⑥国民所得に対する社会
保障の国民負担率の国際
比較
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表13 中学校公民的分野における社会保障記載内容一覧 (日本文教出版 平成27年検定)
単元 小単元 教科書見出し 内容種別 (本文・コラム)
重要語句 (太字)
写真・図表
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
4.社会保障の
しくみと財源
・本文
0生存権と社会保障
0社会保障制度
0重要語句 (太字)
・社会保障
0社会保険
・公的扶助
0社会福祉
・公衆衛生
・写真
①わが国の社会保障制度
0図表
②日常生活でのなやみや
不安
③社会保障制度のしくみ
④給与明細からみた社会
保険
⑤社会保障関係費の推移
5。少子高齢社
会における福
社の充実
0本文
0高齢社会を支えるもの
・福社の充実をめざして
・重要語句 (太字)
・少子高齢社会
・公的年金制度
・介護保険
・写真
①定年後も働く高齢者
0図表
②公的年金制度のしくみ
③社会保障財源の内訳
④高福祉と国民負担率の
国際比較
⑤タイプ別のボランティ
ア活動
⑥在宅介護に感じる不安
⑦年齢別の要介護
③介護保険制度のしくみ
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表14 中学校公民的分野における社会保障記載内容一覧 (育鵬社 平成27年検定)
単元 小単元 教科書見出し 内容種別 (本文・コラム)
重要語句 (太字)
写真・図表
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
1.社会保障の
しくみ
0本文
・社会保障のしくみ
0社会保障の種類
・生活の支援
0重要語句 (太字)
0社会保障
・社会保険
・公的扶助
0社会福祉
0公衆衛生
・介護保険
0写真
①社会保障の四つの柱
③施設を訪問し、国民に
親しく声をおかけになる
天皇皇后両陛下
・図表
②日本の国民医療費の負
担構造
④公的年金のしくみ
⑤国民年金のしくみと加
入者数
2.福祉の充実
と課題
0本文
0福社の充実と課題
。年金の財源確保
・重要語句 (太字)
・少子高齢社会
・写真
②食事をする特別養護老
人ホームの入居者
0図表
①年金制度が整備されて
きた背景
③社会保障給付費の推移
④高齢者に対する生産年
齢人日の推移
⑤国民所得に占める社会
保障支出の割合と国民負
担率
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4.考察
社会保障制度のしくみの記述において、全社に共通している点は、予期せぬ事態が起きたときや個人
の努力だけでは解決できない問題に対して、個人に替わつて国 (政府)が生活の保障を行う仕組みであ
るということを説明している。また、日本国憲法第25条第 1項において、「健康で文化的な最低限度の
生活を営む権利」が生存権として保障され、国の最高法規である憲法に基づき整備されてきたこと、そ
して制度を構成する四つの柱として、社会保険、公的扶助、社会福祉、公衆衛生があり、それぞれの役
割について写真とともに説明されている。中でも教育出版、日本文教出版、育鵬社では「社会保障制度
の中心は社会保険である」と記述されており、その中身である医療保険 。年金保険・労働災害保険 0雇
用保険および介護保険の説明に紙面が多く割かれている。
全社に共通する見出し又は重要語句として「少子高齢化」、又は「少子高齢社会」が見られた。少子
高齢化による人口構成の変化と財政について関連した記述があり、中でも高齢者が増えることで、その
負担額も増加する年金制度、又は介護保険制度について多く取り上げられている。また、少子高齢化の
現状について具体的に理解する資料として、人口構成の変化や社会保障給付費の推移についての説明が
図表と共に記述されていた。
生徒が生活の中で社会保障制度との関わりをイメージしやすいのは、病院で使う保険証くらいであろ
う。それは制度のサービス内容のほとんどが高齢者向きに作られているためであり、未成年の生徒達に
とつては「自分にはまだ先の話だ」と興味・関心が起こりにくい。しかし、これからの少子高齢化の問題
は生徒達には避けては通れない課題である。社会保障制度が抱える問題を、将来の親、自分自身のことと
して捉え、これからの社会保障制度はどうあるべきなのか考える選択肢を、授業者が用意する必要があ
る。
教科書の記述からだけでは、日本の社会保障が抱える問題について生徒が意欲的に学習を行うことは
難しいと思われる。したがつて、ここで教師がどのように関わつていくかが大切になつてくる。よく取り
組まれる方法としては、例えば授業の導入時に保険証を提示し、生徒の知っていることを出させる中か
ら、徐々に社会保障のしくみについて調べたくなるような方向にもつていくやり方などがある。だが2か
ら3時間の授業のなかで、基本的な社会保障や福社のしくみについて学ぶことはできても、公民的分野
の目標に掲げられるような「国民主権を担う公民として必要な基礎的教養を培う」は難しい。社会保障の
4本柱の重要語句を覚え、日本の社会保障制度はしつかりしていると思うに留まるだけであろう。
公民的分野における社会保障制度の学習は、義務教育の中で社会保障制度の仕組みに関わる最後の機
会である。義務教育を終えて間もなく、社会人となる生徒も現れるかもしれない。社会保障制度を支える
国民の一人として、制度の仕組みと共に将来の制度のあり方について考える力を身に付けておかなけれ
ばならない。教師は常に生徒が意欲的に学習に参加していくための工夫をするよう努める必要がある。
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第2節 社会保障に関する先行授業の分析
本節では、社会保障に関する先行授業の分析を行う。社会保障制度を扱う授業で「日本の福祉を考える
うえで、外国の福祉を見せる必要性」「外国の福祉の現状を扱う際に、具体的にどんなものをみせればよ
いのか」「将来の日本の福祉をどのようにとらえればいいのか」といつた問題点をどのように解決してい
くのか、過去の授業実践を分析し、本研究に活かしたい。
1.先行授業 1
中学校社会科公民的分野の単元「高齢者福祉を考える」の授業記録-1994年度の実い
(1)単元の構想
社会福祉先進国といえば、デンマークやスウェーデンなど北欧諸国があげられる。人類愛の精神に基
づき、強い連帯精神を根底に置き、病気にも老後にも教育にも心配がないだけでなく、優れた都市環境や
住宅環境が確保されている社会である。ただし、その高福祉を支えているのは国民の高負担である。日本
も高福祉・高負担の道を歩むのか、負担を抑えて現状程度の福祉水準でいくのか、今後の重大な選択課題
とされている。
日本では、かつては高齢者介護の担い手といえば家族であつた。しかし、現在では核家族化と女性の社
会進出が進み、家庭の介護能力の限界が露呈する事態となつている。諸外国と比較しても、日本の社会保
障給付費や社会保障負担額は低く、「寝かせきりの高齢者大国」という言葉に端的に示されているように、
日本の福祉施設や福祉サービスは明らかに立ち遅れている。
本単元は、人口構成の高齢化に伴う社会福社の意義と諸問題、さらには今後の社会保障のあり方につ
いて、その課題を生徒に考えさせることをねらいとしている。高齢化社会の問題は、現在の高齢者の問題
ばかりでなく、これからピークを迎える時代を生きていくすべての人々にとつての大きな課題である。
高齢化社会の到来に向けてどのような考え方をもつことが大切なのかなどを、自らの問題として学んで
いく必要があるとして、加納は次のような単元学習指導計画を立てた。
中学校社会科公民的分野
単元「高齢者福祉を考える」の学習指導計画 (全8時間完了)
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学習内容・活動 時
?
?
?
①「福祉」とは何だろう その実態に迫ろう
050年後の自分の姿
・ ビデオ「なぎさ和楽苑の24時間」視聴
(特別養護老人ホームの1日、在宅福祉サービス)
・高齢化社会の到来、寝たきり者数の増加、高齢者数の急増化
・年金受給年齢の後退
1時
?
?
?
?
②福祉先進国「デンマーク」の福祉政策を調べよう
・ ビデオ「高齢化社会」の視聴
(ネストヘッズ市の福祉政策の様子、多様なサービス)
・デンマークの福祉政策の優れた点と問題点
○老後不安のない福祉サービスの数々、教育は無料
△高負担 (平均化税率50%)
・財政政策、社会保障費の日本との比較・検討
・学級の追及課題づくり
高齢者は豊かな老後を送ることができているか
2時
?
?
③市や国はどのような福祉政策を行つているのだろうか
・福祉サービスの概要
(ホー ムヘルパー、ショー トステイ、デイサービスなど)
・岡崎市の福祉施設、福祉事業の概要
0社会保障費 (市や国の財政の割合)、 公的扶助
3時
④調査計画を立てよう
。追求課題に対する個人の考え (予想)
・個人の追及課題を決定
・調査場所とグループ分け
・調査内容の検討
4時
⑤グループで追求しよう
・調査活動
・調査活動のまとめ
5時
⑥調査してきたことを発表しよう
・調査結果の発表
・質疑応答
・ 自分の考えの整理
6時
⑦討論「高齢化社会が到来するなかで高齢者は豊かな老後を送ることができるか?」
○できる
。高齢者のための多くの施設
・新ゴール ドプラン
・ボランティア活動の活発化
×できない
・デンマークの福祉政策より劣る実態
・高齢者の急増、核家族化
・低い社会保障費
・可処分所得、純負担率はデンマークとあまり変わらない
7時
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・デンマーク並みの高齢者福祉実現の可能性 (試算)
③ 「新・ 日本型福祉社会」を提案しよう
「日本型社会福祉論」(経済審議会、1979年)の限界
「新 0日本型福祉社会」の提案
ビデオ「介護公社の試み」視聴
8時
第1時では、福祉の現実に目を向けさせ、問題を身近に感じさせる導入として、ビデオ「なぎさ和楽苑
の24時間」とグラフ資料 (出生率、平均寿命、高齢者人口の割合、寝たきり者数などの変化)の提示を
し、高齢化社会の到来について学習した。生徒にとっては関心の低い「老後」や「高齢化社会」の問題で
あったが、ビデオ視聴により、福祉社会の現実に目を向けさせることができた。寝たきりの高齢者の生活
など、高齢者介護の事実との出会いが今後の追求意欲をかきたてていく 1つの原動力になっていくもの
と思われた。
第2時では、デンマークの優れた福祉政策の実態を、24時間テレビ (日本テレビ放映)のビデオや『デ
ンマークに学ぶ豊かな老後』(副1覇法子、NHKブックス、1991年)の統計資料を使つて学習した。その
先進性を確実に押さえておくことで、生徒は第 4時からの調査過程において、常にデンマークと比較し
ながら日本の福祉政策について、聞き取りなどの調査活動を行うことができると考えたからである。学
級の追求課題については、学級の話し合いを通して絞り込んだ。
生徒は第 1時の「日本の特別養護老人ホーム」のビデオ映像と比較することで、デンマークの福祉政
策を短絡的に肯定し、支持していた。他にも「デンマークのようにヘルパーや施設を充実させるべきだ」
という考え方が多く見られ、この段階では、充実した福祉政策を実施するために不可欠な税負担の問題
まで考えをめぐらせる生徒は少なかつた。
第 3時は前時に学習した北欧と比較しながら、日本や岡崎市の福祉事業 0福祉施設について、市政だ
よりをはじめとする統計や地図などの資料を使つて概観した。この時点では、次の表のようにデンマー
クの福祉政策を支持する生徒が大半を占め、北欧より劣る日本の福祉事業に不満を抱いていた。また、資
料からの即断ではなく、実際に各施設を見学したうえで判断すべきだと訴える生徒もおり、次時からの
調査活動への意欲づけとなつた。福祉サービスについての種類・内容については本時のなかで簡単にお
さえた。
デンマークのような
「高福祉・高負担」に賛成か (36人中)
○ 賛成
34人
× 反対
2人
第 4時には、学級の追求課題を解決するための調査内容を話し合つた後、希望する調査施設ごとにグ
ループ編成を行つた。そして、教師も加わってグループごとに調査内容を検討した。その際に、本時まで
のビデオ映像、文章やグラフ資料などから、自分なりに疑間をもつたこと、こだわったことをもとにして
の課題づくりを行つた。そして、それを解決するために具体的な計画を立て、グループ単位での調査活動
に入つていつた。
第 5時の調査活動は放課後に実施している。調査のときに、ビデオやカメラを使つて高齢者の姿や施
設の様子を撮影し、次時の発表の場で生かすことができるように配慮 した。
・調査対象
市役所長寿課 特別養護老人ホーム 中央地域福祉センター H病院 新聞記事収集 該当アンケー
ト
第 6時には、各グループの調査内容についての発表会を行つた。質疑応答の後、課題に対する自分の
考えを学習プリントに記入し、次時の討論で明確な立場がとれるようにした。
第7時の導入として、生徒一人一人が第1時に描いた「50年後の自分の顔」を黒板に貼付し、クイズ
形式で誰の顔の絵か考える活動をした。次に、老後の現実に目を向けさせ、本時の追求課題へと迫つてい
くために、脳梗塞で倒れた夫とその介護に専念する妻の様子をビデオで紹介した (5分間)。 視聴後、「こ
の老夫婦の老後は豊かといえるか」と問いかけ、討論に入つた。
生徒にはちまき (高齢者は豊かな老後を送ることが「できる」→黄、「できない」→橙)を巻かせ、自
分と同じ立場の者を確認するように指示し、座席を教室の左右に分けて対峙させた。生徒には、学習プリ
ントにまとめた自分の考えをもとに意見を述べ合つた。また、教師は本時に至る学習の過程で、生徒一人
一人が抱いていた疑問やこだわりを討論の対立点として取り上げた。
本単元の最後の時間にあたる第8時には、自分なりの福祉社会のあり方について考えていくよう促し、
レポー トにまとめさせた。レポー トの書き方については、あえて制約せず各自の発想にまかせて、自由な
形式・内容で記述させるようにした。
(2)実践を終えて一福祉に対する生徒の意識はどう変わったのカー 67
本単元の導入として、生徒が今まで見たことない特別養護老人ホームの様子をビデオで視聴させると
ともに、高齢化社会が切迫してきている事実を文章資料などで把握させた。R・Kは「高齢化社会につい
ての問題は自分を含めたすべての人の問題。だから、勉強する価値があると思う。高齢化社会について
は、確かに周りを見ても、そうだと思えることが多い」と感想を記している。高齢者福祉に関心を抱き、
高齢化社会を支える自分たちにとつても切実な問題であることをとらえている。
第2時では、福祉先進国であるデンマークの福祉政策の様子を映像や統計資料で学んでいった。「ホー
ムヘルパーに対するシステムが日本とまったく違う。どう見ても、デンマークの方がいいと思う。日本も
デンマークを見習つて、もつと福社に対するシステムをレベルアップさせるべきだと思う」とR・Kは授
業感想に書いた。生徒は、デンマークの進んだ福祉政策・サービスに驚嘆する一方で、日本や地方公共団
体の福祉政策と現状について知りたいという気持ちになった。以降、デンマークの先進的な福祉システ
ムと日本や地方公共団体の福祉政策の現状とを常に比較 0検討しながら、よりよい福祉社会のあり方を
調査や討論を通じて模索していくことになつた。
続いて、本単元の追求課題を「高齢者は豊かな老後を送ることができているか」とし、調査に対する目
的意識をもたせたうえで、追求に移つていつた。調査では中央地域福祉センターを始めとした岡崎市内
にある福祉関係の施設を見学した。一部の生徒は整つた施設を見たり、説明を担当者に聞いたりするこ
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とによつて、高齢者は豊かな老後を送ることができていると判断した。一方、施設に入れない高齢者や介
護者の切実な声、介護体験、福祉先進国デンマークの状況の比較検討などから、まだまだ豊かな老後を送
ることはできていないと考える生徒が出てきた。ROKは、「初めのうちは、想像以上に福祉は進みつつ
あるのかと思つた。施設は増え、国からの補助金も増え000。しかし、結論はまだたりないだつた。財
源が足りないのだ。結局、福祉はあまり進んでいなかつた。それがわかつたことは大きい」と感想を記し
た。調査の後、R・Kは一貫して「豊かな老後を送ることはできない」の立場をとっていた。
各班での調査・発表を終えたのち、「高齢化社会が到来するなかで、高齢者は豊かな老後を送ることが
できるか」という課題のもと、討論会を開いた。討論会では、①「在宅介護」か「施設介護」か、②「高
福祉・高負担」か「低福祉・低負担」か、③「豊かな老後」とは、という3つの対立点が生まれた。どの
問題も、生徒がそれまでの学習において疑問やこだわりをもつていた内容である。第 7時の授業記録、
あるいは授業感想から、生徒にとつては問題を焦点化しながら、本課題に迫つていけたのではないかと
考える。
本単元の総括として、「自分なりの『新 0日本型福祉社会』を提唱しよう」のテーマでレポー トを書き、
高齢者福祉に対する自分の考えをまとめた。R・Kは、「日本はスウェーデンやデンマークをめざすべき」
としながらも、「世の中を変えたいのなら、周りを変えたいのなら、まず私たち人間一人一人の考えを変
えなくちゃいけないと身にしみて感じた。私たちは、これから高齢者を背負う身になる。そして、背負わ
れる身に000。今の世の中じゃ背負うことも背負われることも大変。いつたい誰が変えてくれるのだろ
うか」と問題点を記した。
生徒が、授業後に書いた授業感想や課題に対する考えの記録、第 7時の授業記録などから、次のこと
が読み取れた。
①単元全体を通して意欲的に発言し、興味・関心をもつて福祉の問題に臨むことができた。
②追求課題について、自分で調査して明らかにしたいという意欲的な姿勢が見られた。
③調査により、課題に対する自分の考えが深まり、討論会で自分の立場をはつきりさせることができた。
④「高齢者福祉」を身近な問題としてとらえ、今後の福祉のあり方について考えを深めることができた。
⑤討論によつて、自分の考えを練り直し、新たな考えに到達できた。
⑥授業で生まれた問題意識を大切にして追究を進めていったことで、子どもの追究意欲の持続を図つた
り、思考を深めたりすることができた。
⑦家庭でも学習したことを話題にするなど、思考の継続性と広がりを見ることができた。
以上のことから、単元を通じて生徒が現在の日本の抱える高齢者福祉の諸課題に主体的にかかわり、
多面的な情報を処理しながら、福祉政策に対する自分なりの価値判断を行うことができたと考える。
しかし本実践では大きな課題を残したことも事実である。R・Kは「いつたい誰が変えてくれるのだろ
うか」と第8時のレポートに記していた。義務教育の最終学歴にあたる中学校第3学年公民的分野にお
いて、本実践では「生徒の主権者としての意識を育てる」ことが十分にできなかった。
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(3)授業の分析
授業者である加納は次のように自らの反省点を述べている。
北欧諸国の福祉を見せてしまうと、生徒の考えがその福祉のシステムの素晴らしさに流されてしま
い、日本の福祉をどうしていくのかという点に生徒の思考が発展的につながっていかなかった。68
このことから、「北欧の福祉は素晴らしく日本の福祉はだめだから、日本も早く北欧型の福祉を見習え
ばよいという意見が主流になつてしまうことにより、自身の問題として日本の福祉のあり方を創造的に
考えていこうとする観点が小さくなり、国民主権の担い手の 1人であるという意識を育むことが難しく
なってしまう」という本質的な問題につながっている。
また、この問題提起が発端となり、それまでにあった「高齢者福祉」の授業づくりに対する疑問点が明
確になつたとして加納は次のように述べている。69
・諸外国の進んでいるという福祉の様子を、子どもに見せることが本当に大切なのか。
・北欧諸国の高齢者福祉は、本当にうまくいっているのか。
・「高齢者福祉」と一日というけれど、子どもに何を見せたら本当の理解につながっていくのか。
・日本のめざしている福祉の姿をどのようにとらえればよいのか。
最初に問題としたのが、北欧の先進的な高齢者福社を授業でどのように扱うのかということである。
加納の授業実践ではデンマークの高齢者福祉を取り上げていた。日本では考えられえないような福祉シ
ステムが政府の手によつて確立していることに驚きを示し、日本もデンマークのようにしていけばよい
のではと考える生徒が多くを占めていた。
さらにカロ納の授業実践の生徒の反応から、「北欧の福祉システムが国民の高負担の上に成り立っている」
ということを実感として理解できていないのではないか、という問題点が見えてきた。中学生には、税金
を取られて給料が少なくなつていく感覚が理解できていないということである。私たち日本人には「税
金を取られる」という感覚が強いが、これは「税金を負担する」という感覚とは微妙に異なつている。つ
まり、私たち日本人には税金を取られるのはやむを得ないが、その税金が何に使われるのか分からない
という感覚が深く根付いている。この感覚を日本人が持ち続けている限り (それを払拭できるような国
家にならない限り)、 例えば消費税の税率を上げて国民に高負担を求めるのは難しいということになる。
このことから、「税金の重さ」と「税金に対する日本人の感覚」を生徒にどのように実感させていくのか
が、大きな課題として浮上してきた。70
他方で、杉田らは北欧諸国の福祉を支えている人々の心性と社会構造を子どもにみせていく必要があ
るとして、その教材として「北欧諸国と日本の貯蓄率の差」を挙げていた。71
日本では貯蓄する人が多いのに対して、スウェーデンやデンマークの人にはほとんど貯蓄がない。ス
ウェーデンでは老後が国によって保障されているため、貯蓄をする必要がないと考える。それに対し、日
68木村博一・岡崎社会科授業研究サークル編著『「高齢者福祉」を学ぶ授業の探求』黎明書房、2∞2
pp.36‐37
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℃杉田吉男「どうすれば「高齢者福祉」の授業を改善できるか」木村博一・岡崎社会科授業研究サーク
ル編著『「高齢者福祉」を学ぶ授業の探求』黎明書房、2002 p.3971同上
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本では自分の老後は自分で責任をとらなくてはならないため、老後の不安を払拭するために貯蓄が必要
となる。さらにいえば、スウェーデンでは国が生活を保障してくれると信じて疑わないのに対し、日本で
は国の政策に対して不安をもつているからこそ老後に備えて貯蓄に励まざるを得ないということになる。
この貯蓄の差を教材化して、生徒にその理由を考えさせていくことで、国民主権の担い手としての意識
の育成につながると杉田は述べている。2つまり「高齢者福祉Jの問題を国民の政治参加にも絡めて取り
上げていくことにしたのである。
次の問題は、日本型高齢者福社の姿についてである。「北欧の福祉は優れている。」「日本も北欧を手本
にしていくべきだ。」といつた考えが加納の授業実践の中でも多く見られた。しかし、日本と北欧では生
活様式が違 うため、北欧の福祉政策を丸ごと受け入れることには問題がある。北欧では、子どもが成人
(あるいは結婚)すると自立し、親と子どもが別居して生活するのが普通とされている。そのため、老後
に介護が必要となった場合も、家族が中心となって介護をしていくのではなく、国の福祉政策の中で介
護を受けていくことになる。したがつて、多くの高齢者のための施設やサービスが必要となり、巨額の国
家財政が投じられて介護が進められているのである。
日本の場合では、血縁を大事にしてきたため親と子が同居し、老後の親の世話は子どもがするという
のが当然のこととされてきた。今日でこそ生活様式の変化から在宅死率が低下してきたが、この考えは
根深く残っており、「病院や施設よりも家族にみとられて家で死にたい」と考える人が少なくない。この
ような実態をふまえると、日本の高齢者福祉を子どもに見せる場合は、「施設介護」と家族での介護によ
る「在宅介護」の両面を考慮する必要がある。電
(4)考察
加納は「諸外国の進んだ福祉を子どもに見せることは大切なのか」という疑問点をあげていた。北欧等
の福祉制度と日本の社会保障制度を比較することで、子どもはその手厚いサービスに目が向いてしまい、
「高福祉」の背景にある「高負担」にまで考えが及ばない。したがって、社会保障における福祉は国民が
払 う税や保険料といつた負担によつて成り立っていることを理解させる必要がある。杉田の分析の様に、
国民が払 う税金はどんな事に使われているのかといつた、「税金を負担する」ことの意義を生徒に教える
ことで、初めて「北欧の福祉システムが国民の高負担の上に成り立っている」ことを実感できる。
また、「北欧諸国と日本の貯蓄率の差」を事例として挙げることで、北欧諸国に暮らす人々の政治的関
心の高さを示している。スウェーデンでは、「政治を見守るのは国民の義務」とされており、国と国民の
つながりの強さは、日々の実生活へ直接影響を及ぼす政治への関心の大きさであり、政治を通した社会
的な連帯感や一体感がその動機であると解釈されている。74国の政策に対して不信感をもつ日本との対比
を行うことで、主権者である生徒達が国の政治とどう向き合つていくのか考えることもできる。それは
今後の少子高齢社会の中で、将来の社会保障制度のあり方を生徒自身が考え、決めていくことにもつな
がる。
最後に日本型高齢者福祉のあり方についてである。杉田が述べた様に、日本と北欧とでは生活様式が
72杉田吉男「どうすれば「高齢者福祉」の授業を改善できるか」木村博一 。岡崎社会科授業研究サーク
ル編著『「高齢者福祉」を学ぶ授業の探求』黎明書房、2002 p.4073同掲書 pp.40‐1Z竹崎孜『貧困にあえぐ国ニッポンと貧困をなくした国スウェーデン』あけび書房、2∞8 p.41
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違う。北欧では成人した子どもは家を離れ、親の介護は国が福祉政策の中で行われているのに対し、日本
では血縁関係を重視して家族が中心となつて介護を行つてきた。しかし、近年は日本での家族のあり方
も変化してきている。家庭の核家族化や女性の社会進出などにより、家族の機能が低下している中で、介
護を個人の問題ではなく社会全体で支えあうために介護保険制度が作られた。日本の高齢者福祉を子ど
もに見せる際、少子高齢化が同じように進み、家族介護が限界を迎える中で、諸外国の進んだ高齢者福祉
で参考に出来るものはないか、授業者がもう一つの選択肢として提示する必要があると考えた。
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2.先行授業2
少子高齢社会の進展に対応した、保障や負担はどうすればよいか、対策案を考えよう。崎
(1)単元の構想
現在、わが国では少子高齢化の進展により、社会保障関係費の一般歳出に占める割合が増加し、財源不
足が深刻化してきている。このような状況の中で、少子高齢社会を将来の自分の問題として考え、具体的
な対策を考えさせることは、公民的資質の基礎を養 うために大変意義深いとして、次のような学習指導
計画が立てられている。
中学校社会科公民的分野
単元「国民の生活と福祉」の学習指導計画 (全5時間完了)
75福岡県教育センター 指導案データベース 「財政と国民の福祉」
http://upload.fku.ed.jp/educ/commOn/SozaiFileDspo aspx?c_id=14&id=1008&flid=4223&set_doc=1
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段階 配時 指導目標 学習活動 指導上の留意点 評価基準 (方法)
?
?
?
2
財 政 の あ
らましや、租
税の種類、租
税の意義 と
役割、景気の
安定化のた
めの財政政
策の内容に
ついて理解
す ることが
できる。
1 財政の収入と支出
のグラフを読み取る
ことによつて、収入は
税金 と公債金か ら成
り立つこと、支出は国
民の暮 らしに密着 し
た事業にあてられて
いることを読み取る。
2 既習の内容から好
景気や不景気がなぜ
起こるのかや、景気と
経済活動の関係 を考
えることによつて、景
気安定のために政府
がどのような財政政
策を行つていけばよ
いかを考える。
○ 自分たちの生活
の向上のためには企
業や家庭の力だけで
なく、財政の役割が必
要だとい うことを具
体的事例を通 して考
えさせる。
○ 国の収入 と支出
のグラフを提示し、歳
入については、租税と
公債金の割合に着 目
させる。
○ 好景気・不景気で
は、それぞれ市中に出
回る通貨量をどう操
作すれば景気の安定
につながっていくか
を想起させ、税金・公
共事業などの対策を
考えさせる。
・知識・理解
財政の役割を、具体
的な事例をあげて説明
できる。
租税の種類と意義、
役割について説明でき
る。
・思考・判断
好景気・不景気にお
ける問題点、それに対
する政府の財政政策を
具体的に考えることが
できる。
?
?
?
?
1
国債 の発
行理 由を考
えると共に、
国債発行の
問題点 をつ
かみ、健全な
財政のあ り
方について
考 えること
ができる。
3 わが国の国債依存
度 と国債残高の推移
のグラフを読み取り、
将来の国債発行のあ
り方について、自分な
りの考えを持つ。
○ 教科書のグラフ
「国の収入と支出」で
国債が占める割合を
確認させ、借金を返す
ために借金をしてい
る状況をとらえさせ、
グラフ「国債依存度と
国債残高の推移」か
ら、問題点を考えさせ
る。
・思考・判断
国債発行の問題点に
ついて考え、今後のあ
り方を考えることがで
きる。
?
?
?
??
?
?
?
2
社会保 障
制度の意義
と、基本的な
しくみを理
解すると共
に、少子高齢
社会に対応
した保障や
負担は どう
すればよい
かを考え、案
をまとめる
ことができ
る。
4 社会保障の意義
と、わが国の社会保障
制度のしくみについ
て、教科書の文章や、
図を通して理解する。
5 社会保障関係費の
推移のグラフを通 し
て、わが国の社会保障
関係費の現状を読み
取り、今後の少子高齢
化の進展に対応 した
保障や負担はどうす
ればよいかとい う対
策案を個で考えると
共に、小集団で交流
し、対策案をまとめ
る。
○ 教科書の文章か
らお互いに助け合 う
意義や国の責任で社
会保障が行われてい
る意義を理解させる。
○「社会保障の財源」、
「社会保障給付費の
内訳」、「社会保障関係
費の推移」、「将来人口
推計」などのグラフを
提示し、今後、社会保
障関係費はどうなっ
ていくのか、負担はど
うなっていくのかを
予想させる。
0関心・意欲・態度
社会保障制度の意義
を考え、そのしくみを
調べることができる。
・思考・判断
少子高齢社会の進展
の中で、現在の社会保
障制度の問題点を踏ま
えた上で、今後の年金
制度のあり方について
ま とめることができ
る。
まず、「つかむ」段階として二時間を設ける。ここでは、わが国の財政の支出と収入の内容を理解する
と共に、税負担の意義、わが国の財政の課題や、財政の役割について考える。第一時は、財政の収入と支
出のグラフを読み取ることによつて、収入は税金と公債金から成り立つこと、支出は国民の暮らしに密
着した事業にあてられていることを読み取る。第二時では、既習の内容から好景気や不景気がなぜ起こ
るのかや、景気と経済活動の関係を考えることによつて、政府がどのような財政政策を行つていけばよ
いかを考える。
次に「追究する」段階として一時間を設ける。なぜ、国債を発行するのかを理解すると共に、わが国の
国債発行の問題点について考える。第二時では、わが国の国債依存度と国債残高の推移のグラフを読み
取り、将来の国債発行のあり方について、自分なりの考えをもたせる。
?
?
?
?
最後に「深める・まとめる」段階として二時間を設ける。ここでは、わが国の社会保障制度の意義とし
くみを理解すると共に、少子高齢社会の進展が社会保障制度に及ぼす影響と、今後の対策について考え
させる。第四時では、社会保障の目的と、わが国の社会保障制度のしくみについて、教科書の文章や図を
通して理解する。第五時では、社会保障関係費の推移のグラフを通して、わが国の社会保障関係費の現状
を読み取り、今後の少子高齢化の進展に対応した保障や負担はどうすればよいかという対策案を考えさ
せる。
(2)授業の分析
本項では、「深める・まとめる」段階での第五時の内容である「少子高齢社会の進展に対応した、保障
や負担はどうすればよいか、対策案を考えよう。」について分析を行う。
前時までに生徒たちは、わが国の財政の問題点や社会保障制度の意義としくみについて学習している。
本時では社会保障関係費の増大と少子高齢化の進展という現状から今後考えられる問題点を考察させ、
少子高齢社会に対応した社会保障制度のあり方について年金問題を通して考えさせることによって、将
来の自分の問題として考える力を育てる。
そのために、まずは前時の復習として、社会保障とは生活が困難な人たちをみんなで助け合う制度で
あることを確認させる。ここでは、社会保障の中心は社会保険であり、その中でも年金保険の給付が多い
ことを示す。そして、財源は保険料と国の予算であることを確認させ、保険料は誰が負担していて、将来
は誰が負担するのかを問い、将来の自分たちの問題として意識させる。保険料の負担については、年金保
険の負担年齢と受給年齢を確認する。そのために、「20歳から払わなければならないこと」「将来は自分
たちも負担するということ」「65歳から受給するということ」を示す。
次に本時の学習のめあて (「少子高齢社会の進展に対応した保障や負担はどうすればよいか、対策案を
考えよう」)を確認させ、問題意識を高める。そのために、まず公的年金の負担年齢と受給開始年齢を発
表させる。次にグラフ「社会保障給付費の推移」、「将来の人口推計」を提示し、それぞれのグラフから読
み取れることを発表させる。そして今後、社会保障費が増大すること、少子高齢社会が進展することを把
握させ、少子化による負担増と年金受給者の増加という問題が起こつてくるという問題意識を持たせ、
めあての提示につなげる。
次に、今後どのような対策をとって行けばよいのかを考えさせ、グループでの交流につなげる。個人で
今後の対策案を考える際に、「財源をどうするか」「負担額をどうするか」「支給額をどうするか」「支給開
始年齢をどうするか」「少子化克服をどうするか」について資料を参考にして考え、自分の意見をプリン
トにまとめさせる。また、考えを深めやすいように「わが国とスウェーデンの社会保障財源の違いを示し
ているグラフ」や「社会保障に関わる新聞記事」を提示する。グループでの意見交流では、各自の対策案
を比較・検討し、最善だと思える対策案を選ぶ。その後、グループとしての対策案をまとめ、発表し、全
体交流を行う。
最後に、本時の学習を振り返らせ、自己評価を行わせる。個人やグループ、クラス全体で考えたことを
活かし、少子高齢社会の進展の中で、現在の社会保障制度の問題点を踏まえ、今後の年金制度のあり方に
ついて考え、まとめる。
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(3)考察
将来さらに深刻化するであろう少子高齢化の問題は子どもたちにとつて切実な課題である。少子高齢
社会の中での社会保障制度を扱う授業において、生徒にとつて将来の自分に関わることであると気付か
せるような切実性を与える工夫が必要となる。第五時では、「社会保障給付費の推移」「将来の人口推計」
の 2つのグラフから、少子化による保険料の負担増や年金受給者増加による財源不足等の問題が起こる
ことに気付かせ、課題を切実なものと感 じさせている。
また、少子高齢社会の進展に対応した保障や負担についての対策案を考える際に、年金受給者の生活
の現状を事例として提示している。これにより、国、年金受給者 (高齢者)、 負担者、それぞれの立場か
ら多面的に考えることができる。特に年金受給者と負担者は将来の自分の姿として捉えることにもなる
ため、負担の責任を「誰に」「どこまで」求めるのかについて、より現実的に考えさせることにつながる
のではない力、 国、年金受給者、負担者と、立場が変われば意見も変わるため、価値判断を行うことの難
しさを知ることが出来る。様々な立場で意見を交わすことで、生徒たちの中にどうすればいいのかとい
う葛藤が表れる。その答えに正解はないため、価値対立や価値葛藤が深まる中で、「全面解決ではないが
一歩前進の暫定的解決策」か、「最悪の状況に陥ることを防ぎ、問題悪化の度合いがより少ない一歩後退
で止める方策」を考えさせる必要がある。
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3.先行授業3
「現実社会との関わりを意識した討論活動を一政府の大きさを考える一」%
(1)はじめに
本授業は柴田康弘氏 (福岡県飯塚市穂波西中学校)が中学校二年生を対象に行つた授業である。経済単
元を総括する内容として、政府の役割や仕事、財政、日本の社会保障などに関する基礎的・基本的な知
識・概念の「習得」の後、それらを「活用」し、日本の社会保障政策の目指すべき方向性について考察さ
せることを目指して構成したものである。
「思考力・判断力・表現力」育成においては、言語活動の充実が不可欠である。そこで本授業では、核
となる学習活動として、リアルな問題についての「討論 (議論)」 を設定している。しかし、討論する授
業は難 しく、その理由として「かみ合わない討論」、「(中学生にもなると照れや恥ずかしさも手伝つて)
討論活動そのものにすすんで取り組まない」などがある。前者は「取り扱う内容・論点・視点をいかに絞
り込むか (教材開発上の課題)」 後者は、「討論することの目的意識や必然性をいかにもたせるか (授業設
計上の課題)Jとも言い換えられる。
こうした実践上の課題に、教材としての新聞活用 :NIE(Newspaperin EducatiOn:新間に教育を)を
積極的に導入することで対応する。「社会の縮図」「生きた教科書」と表される新聞は、リアルな問題につ
いて学ぶ上で最適な情報源である。また「情報や知識を得る」ことに留まらず、子どもが「専門家・識者
や記者などによる社会的な論争 (議論)に触れる0関わる」、「教室での討論 (議論)を社会 (読者)に向
けて発信する」など、自らと現実社会とのつながりを担保することも可能となる。
2.授業のポイントー 教材の持つ意味
本授業では、社会保障・経済政策に関する国家の理念をめぐり、近年、活発な議論が続けられている
「大きな政府か、ノ1ヽさな政府か」をテーマ (議題)として取り上げる。この10年を振り返つても、政権
与党や首相の交代による政策的変化、高齢社会進行による年金制度改革、消費税増税を含めた税と社会
保障の一体改革の是非など常に論争がなされてきた、現在進行形で、明確な答えが未だに出ていない問
題である。また、子どもにとつてもこの問題は、「親の老後はどうだろう?」「50年後の自分は?」など、
自らとの関わりが必然の、切実な問題であるといえる。
%柴田康弘「現実社会との関わりを意識した討論活動を一政府の大きさを考える一」イヽ原友行・峯明秀
『思考力・判断力・表現力をつける中学公民授業モデル』明治図書、2011年 pp.116-125
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授業過程 主な学習活動および内容 時
第一次 ○学習問題 (テー マ、論
題)は何か。
○それは、現在どのよ
うな状況にあるか。
・わが国の経済0福祉行政に関して「大きな政府」か「小
さな政府」をめぐる対立、論争があることを把握する。
1時
単元のテーマ (論題):
政府の「大きさ」はどうあるべきか、話合おう。
○なぜ、議論となつて
いるのか。
○代表的な意見、見解
はどのような理由から
主張されるか、なぜ相
違があるのか。
・「大きな政府 (高負担高福祉)」 の主張とはどのような
ものか、資料をもとに調査・分析 0整理する。
・「小さな政府 (低負担低福祉)」 の主張とはどのような
ものか、資料をもとに調査・分析 0整理する。
※調査 0分析・整理の視点
経済・福社の現状をいかにとらえるか、めざす社会(保
障)の姿、外国の事例 (アメリカ、スウェーデン)、 日本
での主張、批判意見など。
2時
○このような問題をど
のようにとらえ、どう
すべきか。討論をして
意見調整をしよう。
○私たちの意見を社会
に「発信」しよう。
・識者や専門家の主張を踏まえ、論題に対する自分の考
えをまとめる→ネームプレー トで表示。※意思決定
・小グループ (4～5名)での討論 (図示 :マッピングし
ながら)により、意見を調整 (例えば正当化、批判・反
論、留保条件の提示、メリット・デメリット比較、優先
順位など)し、一定の結論を導く。※社会形成
0グループでの討論内容や過程、その結果について、新
聞の投書欄に投稿する。さらに投稿記事への第二者の反
応に対して再投稿するなど、より広い「社会」での議論
へと発展させる。※社会参加
3時
4時
(2)単元の構想
上に示した表は、本授業の単元指導計画である。第一次は、「問題学習 0問題把握」の過程である。新
聞記事をはじめとした資料をもとに、大きな政府 (高福祉・高負担)、 小さな政府 (低福祉・低負担)の
議論がなされていることをとらえさせる。いかなる方向を採るかにより、両親や自らの生活そのものに
大きく影響する問題であることから、討論の必要性を意識付ける。
第二次は、「論争内容の探求」の過程である。実際の議論における両見解が、それぞれどのような理由
から、どのような主張として展開されているか、代表的な外国の事例はどうかなど、両意見を分析的に把
握し、議論の構図 (互いの批判意見や論点など)をつかませる。
これらを受けて第二次「意見調整・意見表明」の過程では、今後、どうあるべきかについて討論する。
この討論では、互いの主張の「言い合い」ではなく、集団として「納得・合意」することを目指した、意
見調整を目標とする。
75
(3)授業分析
「国民生活と福祉」授業モデルである「政府の大きさを考える」では、第一次の段階で高福祉 0高負担
の代表国であるスウェーデンを事例とする「大きな政府」論の学習を行う。「大きな政府」論が主張され
るに至った歴史的経緯、政策内容、批判意見、日本との比較といつた諸点に関する探究を行い、わが国の
経済・福祉政策に関して、「大きな政府」か「小さな政府」をめぐる対立、論争があることを把握する。
第二次の段階では、導入において新聞の投書記事 (資料 1)を提示し、「大きな政府」在住者による、
理想と現実のギャップを訴える「生の声」から、相対する見解ともいうべき「小さな政府」論の探求を方
向付ける。ここで扱う新聞記事資料は、スウェーデン在住の日本人女性教師による投稿記事である。「高
福祉・高負担」国の理想として語られるスウェーデンであるが、実際には理想とほど遠いと思われるよう
な実態も数々見られ、決して正しい解釈とは思われないことを訴えたものである。続く展開では、諸資料
を手がかりとした探究活動を行うことを想定している。ここでの学習活動は、基本的には前時と同じ過
程で行うことを想定している。「大きな政府」「小さな政府」の各主張を、なるべく同じ視点から比較する
ことで、第二次における討論の前提として、論争の内容やその構図を子どもたちに共有させる。
第二次の段階では識者や専門家の主張を踏まえ、論題に対する自分の考えをまとめる。続いて 4から
5名の小グループに分かれて、意見調整を行い、一定の結論を導く。本授業の核となる活動の討論は、他
者との「双方向のやりとり」であり、他者の主張や判断を正確に理解することが前提となる。討論をスム
ーズに行うために、次のような手法を用いている。第一は、「ネームプレー トによる見解表明」である。
学級での討論の前に、他者はどう考えているのか、傾向を一日で把握できる。討論前後の比較により、判
断の変化を見ることもできる。第二に、「マッピング・コミュニケーション」である。思考過程を図や矢
印、キーワードで描きつつ対話するこの方法を、他者とストレスなくやりとりする方法として活用する。
第二に「討論の過程を可視化するワークシー ト」の工夫である。これは、自らと対立する他者の意見をい
かに把握するか、そしてその上でいかに調整し、合意するか、討論そのものを可視化させ、集団としての
分かりを表現させようとしたものである。討論後はグループでの討論内容や過程、結果について新聞の
投書欄に投稿する。投稿記事への第二者の反応に対して再投稿するなど、より広い「社会」での議論へと
発展させる。
【資料 1】「スウェーデンは理想郷ではない」
小学校教員 フス恵美子 (スウェーデン 39)
毎年一時帰国するたび、日本で、福祉大国の理想郷としてスウェーデンが語られることを苦々しく
思つています。税金が高く、「高負担」は確かですが、「高福祉」には疑問点も多く、日本よりはるかに
優れた社会という見方には賛同できません。
例えば、就学前の「幼児教育」は存在しません。大多数の公共保育園は、預かつた子どもの安全を保
証するのが仕事で、資格を持たない人が数多く働いています。小学校入学前に6歳児教育が一年あり
ますが、イスに座る、アルファベットを書く、というレベルです。
「将来への安心から貯蓄が不要」というのも、誤つた解釈です。国民の多くは不安を抱えています。
年金は物価や税金の高さからすれば、十分な額とは言えず、銀行は「将来、年金では暮らせません。若
いうちに蓄えましょう」と積立預金を呼びかけています。しかし、月5万円のパート収入ですら3分
の1持つていかれ、最高税率25%の消費税。住居・光熱・医療費 0保育料も高く、普通の家庭ではお
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金が残りません。国民の多くは、「可処分所得が少ないから貯金できない」のが現実です。
若者の犯罪増加、就職難、麻薬や性病の蔓延。さらにフルタイム労働で疲れ切つた母親、冷凍物ばか
りの夕食。これらが理想郷でしょうか。
(『朝日新聞』2010年7月21日付け朝刊より)
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(0考察
「国民生活と福祉」授業モデル、「政府の大きさを考える」の授業者である柴田は、討論の場について
以下のように述べている。77
「社会科授業における討論の場は、「思考力・判断力0表現力」といつた諸能力が総動員される場である。
資料活用技能、知識の習得0社会問題把握、個人の意思決定を集団討論において発揮するようなものであ
ると捉えたい。こうした討論活動の積み重ね0経験が、社会科が目標とする公民的資質育成につながる。」
としている。
現実の論争問題を討論する授業において、単なる印象や思いつきによる討論では社会科授業としての
要件を満たさない。あくまで内容が大事であり、まずは社会的事象に関する知識 (社会認識)の確かな習
得が前提となる。政府の役割や仕事、財政、日本の社会保障制度などに関する基礎的・基本的な知識・概
念の習得に加え、過去から現在まで、かつ諸外国にわたるまでといつた探求を行うことで、将来どうすべ
きか (どうするか)といつた考察や討論が成立する。
第二次の授業で扱っている新聞記事資料「スウェーデンは理想郷ではない」では、高福社の中身に対し
て疑間を投げかける内容となつており、税金の高さから老後に向けた貯金が難しいと書かれている。だ
が、先行授業1で杉田が述べていた様に、スウェーデンでは老後が国によって保障されているため、貯蓄
をする必要がないと考えられている。スウェーデンでは国が生活を保障してくれると信じて疑わないの
に対し、日本では国の政策に対して不安をもつているからこそ老後に備えて貯蓄に励まざるを得ない。
諸外国と日本では生活様式に違いがある点を含め、日本人とスウェーデン人の税金に対する考え方の違
いについて触れ、それぞれの国にとつて高福社の形は違うことに気付かせる指導を行う必要がある。
また、討論を核とする授業において、生徒にどのように討論の必然性をもたせるかが問題となる。単元
導入時において社会問題との出会いは、その後の学習を貫く課題意識をもたせる上で重要である。柴田
の実践では新聞記事を活用することで「リアル感」「切実さ」を生徒に与えていた。専門家や、記者の見
解、読者の投稿記事などによつて、提案される内容が異なり、リアルに議論がされる様子を見ることで、
生徒達はより切実に問題を捉えることができる。現実の問題を意識化させ、自らと社会との関わりやつ
ながりを実感させることで、討論の必然性をもたせ、生徒に切実性を与えた上で、社会問題に出会い、「ど
のようにすればよいか」と問うことで学習を方向付けることになる。
77柴田康弘「現実社会との関わりを意識した討論活動を一政府の大きさを考える一」だヽ原友行・峯明秀
『思考力・判断力・表現力をつける中学公民授業モデル』明治図書、2011年 pp.H7
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4.先行授業分析のまとめ
先行授業 1では、日本と北欧の税負担についての意識の差や生活様式の違い、貯蓄率の差を例とした
心性の違いを挙げ、高福祉・高負担がなぜ成り立っているのかを生徒に理解させている。先行授業 3で
スウェーデンの高福祉について新聞記事資料をもとに現状を説明しているが、スウェーデン人の高負担
に対する考え方や生活様式に触れられていない。諸外国の福祉を生徒に見せるならば、高福祉を支えて
いる負担の背景に触れる必要がある。
先行授業 2では、少子高齢社会の中で社会保障制度はどうあるべきかについて生徒が考えを深めるた
めに、問題に対する切実性のもたせ方について工夫がされていた。財源は保険料と税金であり、将来的に
自分たちがそれらを負担する立場になることや、「社会保障給付費の推移」、「将来の人口推計」のグラフ
を提示し、それぞれのグラフを読み取る中で問題意識を高めている。
先行授業 3では、授業の核である討論に向けて、社会的事象に関する知識の習得を重視していいた。
政府の役割や仕事、財政、日本の社会保障制度などに関する基礎的0基本的な知識・概念の習得に加え、
過去から現在、かつ諸外国にわたる探求を行うことで、将来どうすべきか (どうするか)といつた考察や
討論が成立する。また、討論を行う際の工夫の一つとして、「討論の過程を可視化するワー クシー ト」が
使われていた。自らと対立する他者の意見をいかに把握するか、その上で意見を調整、合意するか、討論
そのものを可視化させ、集団としての分かりを表現させるなどの工夫がされていた。
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第4章 介護制度を事例 とした授業開発
第 1節 授業開発の視点と単元構成の方法
授業開発にあたり、次の2点を視点として設定する。
○視点 1:日本の介護制度を通して少子高齢化を考えさせる
→日本の介護制度の現状や問題点を理解する中で、児童生徒達に今後の少子高齢社会をどう生きていく
か考えられるような切実性を感じる事例を示す。
○視点2:介護制度に関わる異なる立場の対立構造を提える
→介護制度の問題を巡る事例を介護者・要介護者・国のそれぞれの立場から捉え、「誰が」「どうやつ
て」「負担」するかという介護問題の責任を明確にし、解決方法や選択肢を考えさせる。
また、単元構成の方法に関しては、片上宗二の以下の考え方に依拠することにした。
片上は、社会的問題は、大きくは絶対的に解決が迫られている種類の社会的問題と、意見が対立し解決
策等をめぐつて公的に論争が生じている社会的問題とに分けられているとし、それゆえ学習対象がどち
らの社会的問題かによって理解の方法が違つてくると述べているお。
絶対的な社会的問題の場合、問題の把握の仕方は「概括整理型」と「事例研究 (ケー ス・スタディー)
型」の二つに収敏されると考えられる。前者の方法は、次のような “枠組み"を立て、その枠組みをもと
に絶対的な社会的問題を提える。
「現状把握」 ― 「原因究明」 ― 「対策・展望の検討」
絶対的な社会的問題とは、誰にとつても困つた、あるいは解決を迫られる姿として登場しているとこ
ろに問題がある。したがつて、まずはその姿を具体的につかむことが要請される。これを「現状把握」の
段階と呼ぶ。そうすると、現状把握からこの種の社会的問題の理解はスター トすることになる。
解決を迫られている問題の姿をつかむことができれば、次になぜそのような事態が生じたのかが課題
となる。これを「原因の究明」の段階として、さまざまな原因が考えられる中で、それを追求し、究明す
ることになる。
そして最後にはどのような対策が講じられているかを検討する。あるいは、どのような展望が見えて
くるのかを追究する「対策 0展望の検討」の段階となる。
注意したいのはこれら3点、つまりは「現状把握」、「原因究明」、「対策 0展望の検討」のうち、どれが
欠けても理解の仕方としては不十分だという点である。したがつて、この3点はセット化されて、絶対的
な社会的問題を理解するための “枠組み (見方・考え方)"として機能する。
これ以外にも絶対的な社会的問題を理解する方法として、事例研究 (ケー ス0スタディー)がある。事
例研究とは、特定の事例について詳しく調査0研究し、それによつて問題の所在・原因等を発見・究明し、
一般的な問題を捉えたり、一般的な知見を得ようとする方法である。
したがつて、絶対的な社会的問題を理解するためには、「概括整理型」の理解の方法と「事例研究型」
の理解の方法の両者を組み合わせて活用することが求められる。
"片上宗二『社会科教師のための「言語力」研究―社会科授業の充実 。発展をめざして一』風間書房
2013 pp.18‐20
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本単元は片上が述べる「概括整理型」と「事例研究型」の方法を参考に単元指導計画を作成する。第一
次を「問題発見」の段階、第二次を「問題の探求」の段階、第二次を「意見表明」の段階として授業過程
を構成する。
また、前時までに生徒達は我が国の財政の役割や租税の意義について学習していると想定して授業を
行う。特に「財政』については、少子高齢社会の特色を踏まえて、政府の財政規模 (大きな政府・小さな
政府)や租税収入、公債の発行について学習し、財政が国民福社の観点に立って行われるべきものである
こと、予算は無限にあるわけではなく、財源の確保や配分を考慮しなければならないことを理解させ、本
単元の学習につながりをもたせる。
本単元では第一次である「問題発見」の段階として、1時間日では、生徒が介護の現状と保険制度のあ
り方についての考えを深めるため、文字資料を用いてそれぞれ異なる視点 (立場)の事例を挙げる。
社会科における文字資料の扱いについて藤本は以下のように述べている79。
「社会科の授業では、評論、新聞記事、雑誌、詩や小説などの一部を切り取り、それらを社会を映し出
した像として利用する。子どもたちは一般に、授業で与えられた文字資料を客観的で間違いのない記述
と捉え、そこに表現された社会像を自身のうちに取り込んでいる。
文字資料によつて伝えられた知識は、子どもたちのその後の行動を動機づけ、現実そのものを構成す
るようになる。文字資料を読むことによって、「こうありたい」「こうありたくない」という感情が生まれ、
受け取る資料ごとに子どもたちは自己を社会化していく。教師が、ある一方向に導くような文字資料を
授業で提示すれば、そのように子どもたちは認識を形成することになる。」
また、藤本は文字資料を読み解くための教育の方向性として、以下のように主張している∞。
「一つは、書き手の意識を可視化する授業を用意することである。同じ題材を扱つている複数の文字資
料を取り上げ、描かれている「事実」を比較することで、書き手の目的を理解する。目的を達成するため
の情報にどのようなものが選ばれているのかを読み取る。そして、それらの情報がどのような構成で描
かれているのかをみる。このような手続きを授業の中で子どもと一緒に探求することで、授業で提示さ
れる文字資料が絶対唯一の情報でないことに気づくことができる。」と述べている。
本研究で行う授業の第一次「問題発見」段階では、介護問題に向き合う家庭もしくは国の立場を異なる
事例を文字資料によつて示し、「誰が」「どうやつて (どこで)」「負担する」のか読み解かせる。藤本が述
べているように、介護問題という共通の題材を、異なる事例の文字資料によつて「事実」の比較をさせ、
書き手の目的 (介護生活の現状や介護制度の問題点)を理解させる。このように文字資料によって介護問
題を探求する中で、介護者、要介護者、国といつたそれぞれの立場で考察させることで、多面的に問題を
提え、多角的に考察を深めることで第二次の「意見表明」での討論学習につながりをもたせたい。
第二次では「問題の探求」の段階として、日本の介護制度の問題における原因とその対応や、日本の社
会保障制度の特色を考察する。介護者、要介護者、国のそれぞれの立場による意見が、どのような理由か
ら、どのような主張として展開されているか、代表的な外国の事例はどうかなど、分析的に把握し、議論
の構図をつかませる。
2時間日では、日本の介護制度の抱える課題の背景には少子高齢化があり、社会保障制度全般に大きな
"藤本将人「社会科における資料 (1)文字資料」社会認識教育学会 (編)『社会科教育学ハンドブッ
ク』明治図書 2012 pp.212‐217
80上掲書 pp.217‐218
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影響を与えていることを理解させる。まず少子高齢化の現状と推移を理解させるため、我が国の高齢化
の推移と将来推計をグラフで示す。現役世代を表す生産年齢人口 (15歳～64歳の人口)の減少と65歳
以上の老年人口が増加していることを理解させ、少子高齢化による「人口構造の変化」により、要介護率
の上昇、労働力不足、社会保障財政0社会保障制度の持続可能性等の問題があることを示す。そして日本
の社会保障制度の仕組みと役割、少子高齢化が進む中で滉役世代が高齢世代を支える「賦課方式」を採用
していることを理解させ、制度を支える現役世代が減る中で直面している社会保障制度の課題を生徒に
つかませる。
3時間日では、海外の介護制度の仕組みを理解し、日本が参考にして改善できる方策を探る。その際、
授業の最初に、介護問題の背景には少子高齢化が関係していることを踏まえ、中心発問として「少子高齢
化の中でどう介護制度を維持していくべきだろう」を生徒に提示する。他の先進国としてアメリカ、スウ
ェーデン、ドイツの介護制度の仕組みを資料をもとに分析・整理を行う。第二次のまとめでは、今後の日
本の介護制度のあり方について今まで学習した事をまとめ、第二次の討論に向けて意見を整理する。
第二次の「意見表明」の段階では、介護制度の問題をどう捉え、どうすべきかを討論し、学習のまとめ
として生徒が考えた介護制度の改善案を作成・発表する。中学校社会科における「討論する」とは、ある
事柄について議論をたたかわせることであり、社会的論争問題について、是か非かの議論をぶつけあう
中で「価値判断」をするということである81。岩田は社会的論争問題について次のように述べている82。
「社会的論争問題は、一方をたてれば一方が被害を受けるという関係にあるものが大半である。一方的
に正しい判断があるわけではない。また、社会的論争問題は複雑な様相を呈していて、事実分析と未来予
測だけから正解とすべき判断ができるわけではない。合理的意思決定能力の育成においては、多様な価
値判断があることを十分に認識させていくことが必要である。」
また、岩田は価値判断について次のように述べている83。
「社会科授業で育成する市民的資質の中核は、合理的意志決定能力である。それは、科学的探究を通し
て社会に関する構造的知識を習得し、それを生かした価値判断ができることである。社会科授業におけ
る価値判断は、合理的な説明ができる判断であることが要求される。」
社会的論争問題は複数の価値判断にわかれるものを取り扱うことが望まれる。4時間日では、今後の日
本の介護制度のあり方について討論するにあたり、論題を「日本の「介護制度」はどうあるべきか、話し
合おう。」として、これまでの授業の中で参考にしてきた識者や専門家の意見を踏まえ、論題に対する自
分の考えをまとめさせる。その際、整理の視点として介護者、要介護者、国の立場で考えさせ、財政・福
社の現状をいかにとらえるか、めざす社会 (社会保障)の姿、外国の事例 (介護制度)、 企業 0自治体の
存在等を留意させる。
この討論では、互いの主張の「言い合い」ではなく、集団として「納得・合意することを目指した意見
調整を目標としたい。ガヽグループ (4から5名)での討論により、意見を調整 (批判 0反論、留保条件の
提示、メリット・デメリット比較、優先順位など)し、一定の結論に導く。
5時間日では、今まで学んできたことの総括として、生徒の考えた介護制度の改善案を作成・発表する。
81岩田一彦・米田豊『「言語力」をつける社会科授業モデル82岩田一彦『社会科固有の授業理論 30の提言』明治図書83上掲書 p.62
82
中学校編』明治図書 2009 p.128
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第2節 授業モデル
1.単元名「少子高齢社会の介護制度のあり方」
2.単元の目標
○日本の少子高齢化の現状と少子高齢社会がもたらす問題について理解し、社会保障制度の持続可能性
や介護制度の中で保険はどうあるべきか考えさせる。
○介護制度の授業を行う中で、国、要介護者、介護者という3つの立場から考えさせることで、課題を多
面的・多角的に捉えさせ、社会に向き合わせる。
○日本や外国の介護制度について調べ、比較検討し、集団での討論に意欲的に参加する中で今後の日本
に適した介護制度のあり方を提案させる。
3.単元の評価規準
社会的事象への関
心・意欲・態度
社会的な思考・判断・
表現
資料活用の技能 社会的事象について
の知識理解
日本の少子高齢化が
抱える問題に関心を
もち、介護制度の課
題を解決に向けて方
を自分なりに考えよ
うとしている。
・少子高齢化による
諸課題を介護制度の
問題や、財政、保険
料の負担などと関連
して考察できる。
・これからの日本の
介護保険制度がどう
あるべきか考え、具
体案を表現できる。
日本や海外の介護制
度の仕組みを、教科
書や資料等から正確
に読み取り、分かり
やすくまとめる事が
できる。
少子高齢化が労働、
雇用、福祉に影響を
与えている事や、福
祉社会の実現と充実
の為に財源をどのよ
うに確保するのかを
世界の国々と比較 し
ながら理解し,その
知識を身に付けてい
る。
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4.単元指導計画 (全5時間扱い)
授業過程 主な学習活動および内容 時
第一次 ○日本の介護制度の
現状 と仕組みはどの
ようなものか理解す
る。
1.介護制度の現状と課題
・ 日本の介護制度の現状はどのようなものか、
いくつかの事例をもとに分析・整理する。
・介護制度の問題のポイントを理解する。
1
第二次 ○ 日本の介護制度の
問題はなぜ起きてい
るのか探求し、日本は
どのような対応をし
ているのか、日本の社
会保障の特色を考察
する。
○海外の介護制度の
仕組みを理解し、日本
が参考にして改善で
きる方策を探る。
2.課題の背景や原因の考察
。日本の介護制度の抱える問題の背景に少子高
齢化があり、社会保障制度全般に大きな影響を
与えていることを理解する。
→少子高齢化の推移と現状を示す。
→少子高齢化の課題として、要介護率の上昇、労
働力不足、社会保障財政0社会保障制度の持続可
能性の問題がある事を示す。
・我が国の社会保障制度の仕組みについて理解
する。
→社会保障制度は社会的なリスクを社会の構成
員たちの間で分散し、軽減する仕組みである。
→社会保障の 4つの柱 (社会保険、社会福祉、
公的扶助、公衆衛生)。
→現役世代が高齢世代を支える「賦課方式」を採
用。
3.課題解決の見通し・方策の考察
・中心発問
「少子高齢化の中でどう介護制度を維持して
いくべきだろう」
。他の先進国の介護制度の仕組みはどのような
ものか、資料をもとに分析・整理する。
事例 :ドイツの介護休暇制度、家族介護期間法
等
・国0要介護者・介護者のそれぞれの立場で合意
形成に必要なことを考える。
・それぞれの国に特徴を持つ介護制度があり、
2
3
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現実 (課題)を見ながら選択肢を選ぶ必要がある
事を理解する。
・討論に向けて自身の考えをまとめる。
第二次 ○この問題をどのよ
うにとらえ、どうすべ
きか討論する。(国、要
介護者、介護者の3つ
の立場から考えさせ
る。)
4。今後の日本の介護制度のあり方について討論
・識者や専門家の主張を踏まえ、論題に対する
自分の考えをまとめる。
論題
日本の「介護制度」はどうあるべきか、話し合
おう。
※整理の視点
介護者・要介護者 。国の3つの立場、財政・
福社の現状をいかにとらえるか、めざす社会
(社会保障)の姿、外国の事例、企業・自治体
の視点等。
・解決方法を考え、選択肢を出し合う。
・出てきた意見について対立構造を中心にまと
め、なぜ介護制度をめぐる問題が起こるのか考
える。
4
○討論を終えて、学習
のまとめとして生徒
の考えた介護制度の
改善案を作成・発表す
る。
5。今後の日本の介護制度のあり方を提案 5
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5。学習指導過程
・第1時
?
?
学習活動 発問 予想される生
徒の反応
指導上の留意点
支援の観点
?
?
0発問①で生徒の答えが出た
後、国民生活世論調査での政
府に対する要望の結果を提示
し、特に求められているのが
「医療・年金等の社会保障の
整備」であることを示す。
・社会保障制度には医療・年
金・介護に関わる制度であり、
生徒の生活に大きく関わるも
のであることを説明する。本
授業では介護制度を中心に学
んでいくことを示す。
目標を板書する。
発問①
国民が政府に
力をいれてほ
しいと思つて
いることは何
でしょう?
・老後に安心
して暮 らせ ら
れること
・景気を良く
してほしい
・地震、台風、
火事などの防
災対策
・複数人に聞いてみる
・発問①の後、(資料1)国
民生活に関する世論調査、(資
料2)を配布する
「日本の介護制度の現状と仕
組みを理解する」
?
?
・介護が必要な場面を生徒に
イメージさせ、家族による介
護を援助する制度として介護
保険制度があることを理解さ
せる。
・介護の必要度により、デイ
サービスやホームヘルパーと
いつた居宅サービスや施設サ
発間②
l人暮らしの
お じいちゃん
またはおばあ
ちゃんが病気
で倒れ、治療
が終わっても
ベ ッドから起
き上がれず、
食事や着替え
も 1人で出来
なくなつたら
ど う します
か?
・家族で協力
して面倒をみ
る。
・病院に預け
る。
・複数人に問いてみる。
86
―ビスなどの介護サービスを
利用できることを説明する。
・ 日本の介護制度の現状につ
いて、介護者、要介護者、国
(政府)それぞれの立場によ
る事例を示す。
・資料 2、資料3、資料4を基
に、介護問題に向き合う家庭
もしくは国の立場から「誰が」
「どうやつて」「負担」するの
か読み解かせる。
。(資料3)事例1:介護生活
を続けてきたある家族
・(資料の事例 2:「老老介護」
の夫から聞く
。(資料5)事例3:社会保障
の財政
→それぞれの介護問題に関わ
る人々 (国)の事例に対し、
「誰が」「どうやつて」「負担」
しているのかをプリントにま
とめさせる。
?
?
。日本の介護制度の課題を整
理する。
・重要な用語とその意味をも
う一度確認し、復習させる。
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・第2時
?
?
学習活動 発問 予想される生
徒の反応
指導上の留意点
支援の観点
?
?
・ 日本の介護制度の課題につ
いて復習する。
日標を板書する。
発問①
日本の介護制
度の課題とは
何だつたでし
ょう?
・介護が必要
な高齢者は 1
人では生活が
出来ない。
・介護する人
(介護者)は
仕事が出来な
・現在の在宅での介護保険サ
ービスは、家族介護が前提と
なつており、それを補完する
機能に過ぎないことを理解さ
せる。
「介護制度の課題の原因を理
解する」
?
?
・ 日本では少子高齢化が進む
事で、社会保障制度に大きな
影響を及ぼ している事を説
明。
0(資料6)年齢3区分別人口
割合の推移と (資料7)わが国
の高齢化の推移と将来推計か
ら、少子高齢化の現状と推移
を説明する。
・少子化によつてどのような
問題が起こるのかイメージさ
せる。
発問②
日本は現在、
高齢化社会、
高齢社会、超
高齢社会のう
ちどれにあた
るでしょう?
発間③
少子化が起こ
るとどんな問
題が起こるで
しより?
・高齢化社会
・高齢社会
・超高齢社会
・働く人がい
なくなる
0活気がなく
なる
。国の予算が
減る
。現在は25.1%を超えた超高
齢社会であり、社会保障制度
の仕組みの見直しが迫られて
いることを説明する。
0(資料6)と(資料7)を配
布する。
・複数人に聞いてみる。
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。少子化により、「労働力不
足」、「社会保障負担の増大」、
「経済成長の鈍化」、「貯蓄率
の低下」の4つが起こること
を説明する。
・少子高齢化により、介護を
必要とする高齢者が増加や、
世帯規模の縮小 (核家族化)
や女性の社会進出などで困難
となつた。そこで社会全体で
介護 を行 う仕組み として
2000年に介護保険制度が作
られたことを説明する。
。社会保障を支える4つの柱
(社会保険、公的扶助、公衆
衛生、社会福祉)を説明。
発問④
生存権とはど
のような権利
だったでしょ
っか?
。生きる権利
・「すべて国民
は、健康で文
化的な最低限
度の生活を営
む権利を有す
る」
。少子化と同時に人口が高齢
化していくにつれて医療費、
介護費や年金の支給額も増加
していく。それに従い若者ヘ
の保険料の負担も大きくな
る。
※日本の社会保障で最重要の
課題である事を確認する。
・社会保障制度の中に介護保
険制度が含まれている。社会
保障制度の役割は「国による
全国民の生活の保障」である
事を説明する。
。生存権を確かなものにする
為、社会福祉、社会保障及び
公衆衛生の充実が求められて
いる事を理解させる。
。憲法の中に「国は、すべての
生活部面について、社会福祉、
社会保障及び公衆衛生の向上
及び増進に努めなければなら
ない」と述べられており、社
会保障は国の最高法規である
憲法によって行われている事
を理解させる。
・社会保険とは、病気、けが、
老齢、失業などによつて生活
に困つたとき、一定の給付を
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・社会保険の医療保険、年金
保健、労災保険、雇用保険、介
護保険の5種類について説明
する。
して生活の安定を図る事を目
的としている。
主なものとして、
①医療保険
一般の雇用労働者とその家族
を対象とした健康保険、農家
や商店などの自営業者を対象
とした国民健康保険の2つに
分けられる。病気やけが、出
産などの医療が保障され、療
養費や費用が一部支給され
る。
②年金保険
雇用労働者が老齢 。病気で働
けなくなるか死亡した場合、
本人やその家族に年金が支給
される厚生年金保険や、厚生
年金保険に加入していない自
営業者や農家などを対象とし
た国民年金がある。
③雇用保険
雇用労働者が失業 したとき
に、一定期間の生活を保障す
るために生活費を支給する。
④労災保険
労働者が仕事のうえで病気や
けがにあつたときや、通勤途
上で災害にあつたときにその
補償をする。
⑤介護保険
寝たきり、認知症などの高齢
者の介護を充実させるため
に、介護が必要と認められた
人に対し、介護サービスの費
用を給付する。
等の5種類がある事を理解さ
せる。
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公的扶助について説明。
社会福祉について説明。
公衆衛生について説明。
0日本では現役世代が支払つ
ている拠出金で高齢者の年金
を賄う「賦課方式」というシ
ステムをとつていることを説
明する。
。日本国憲法25条の理念に
基づき、生活に困つている国
民に最低限度の生活を保障
し、自立を促すことを目的と
する事を理解させる
・保護者のいない児童、老人、
障害者、母子家庭などの社会
的弱者の生活を援助・保護し、
社会人として生活できるよう
にするのが目的である事を理
解させる
・目的として下水道の整備や
伝染病の予防などによつて、
国民の健康の維持・増進を図
ることを理解させる。
・ (資料8)を配布する。
※年金だけでなく、医療保険、
介護保険なども働く現役層が
財政を支えている。少子高齢
社会の中で、賦課方式を採用
している社会保障制度の持続
可能性の問題について理解さ
せる。
?
?
0日本の介護制度の課題の原
因と社会保障制度の仕組みに
ついて整理する。
・重要な用語とその意味をも
う一度確認し、復習させる。
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・第3時
?
?
学習活動 発問 予想される生
徒の反応
指導上の留意点
支援の観点
?
?
0日本の介護制度における課
題の原因とその背景について
復習する。
目標を板書する。
発問①
日本の介護制
度の課題の原
因は何だつた
でしょう?
・少子高齢化
「少子高齢化の中でどう介護
制度を維持していくべきか考
えよう」
?
?
・国際的な人日の高齢化、先
進国における高齢化率の推移
を示す。
。日本だけでなく国際的に高
齢化が進行している事を説明
する。
。国際的に高齢化が進む中、
先進国ではどのような介護保
険サービスが行われているの
か学習する。
・スウェーデンの介護制度の
内容、仕組みについて説明す
る。
・アメリカの制度の内容、仕
組みについて説明する。
発問②
(資料 9)。(資
料 10)から世
界の高齢化に
ついて何が読
み取れるで し
ょう?
・国際的に高
齢化が進行 し
ている。
・外国に比べ、
日本の高齢化
が特に進行 し
ている。
(資料9)世界の人口の動向、
(資料 10)世界の高齢化率の
推移を配布する。
(資料 11)スウェーデンの介
護制度、(資料 12)アメリカの
介護制度、(資料 13)ドイツの
介護制度を配布する。
・(資料 11)を基に、スウェー
デンの高齢化の現状、スウェ
ーデン人の心性、社会保障の
仕組み、今後の課題、介護保
障の具体例について学習す
る。
・資料 12)を基に、アメリカ
の高齢化の現状、介護保障シ
ステムの概要、今後の課題に
ついて学習する。
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。ドイツの介護制度の内容、
仕組みについて説明する。
・海外の先進国で行われてい
る介護保険制度を事例に、日
本でも参考に出来る介護サー
ビスについて考える。
発問③
外国で行われ
ている介護保
険 サ ー ビス
で、日本が参
考に出来るも
のは何がある
でしょう?
・介護する家
族への金銭給
付
・介護休暇制
度
・代替介護
・家族介護期
間法
。(資料 13)を基に、ドイツの
高齢化の現状、介護保障シス
テムの概要、今後の課題、介
護保障の具体例について学習
する。
。制度の内容以外にも介護制
度を支える要因として、租税
の意義や国民の心性、国民性、
社会構造についても考えさせ
る。
?
?
スウェーデン、アメリカ、 ド
イツの介護保障制度について
特徴や課題を整理する。
・(資料 11)、(資料 12)、(資
料 13)を基に、国によつて介
護制度に特徴があることを確
認させる。
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0第4時
?
?
学習活動 発問 予想される生
徒の反応
指導上の留意点
支援の観′点
?
?
。本時の学習を確認する。
「日本の「介護制度」はどう
あるべきか、話し合おう。」
0日本の介護制度の課題につ
いて復習する。
・介護制度について、スウェ
ーデン、アメリカ、 ドイツか
ら学んだことを復習する。
発問①
スウェーデン
の介護制度は
日本と比べて
何が違 うだろ
う?
発問②
アメリカの介
護制度は日本
と比べて何が
違 うだろう?
発問③
ドイツの介護
制度は日本と
比べて何が違
うだろう?
・高福祉・高負
担
・税金が国民
の貯金
・高齢者住宅
の確保
・介護する家
族への金銭給
付
・低福祉・低負
担
0高齢者の自
助努力を重視
高額の介護サ
ービス
0在宅ケアで
の現金給付
・介護休暇制
度
。代替介護
。家族介護期
間法
。日本の介護制度は家族介護
が前提となっており、それを
補完する機能にすぎない。
・(資料 11)、(資料 12)、(資
料 13)を基に、国によつて介
護制度に特徴があることを確
認させる。
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??
0日本の介護制度をどのよう
にしていけばよいかプリント
にまとめる。
0グループで意見交換をし、
最善だと思う案を選ぶ。
・グループでまとめた案を発
表し、全体交流をする。
・ (資料 14)学習プリントを
配布する。
・ (資料 14)に自分の主張と
その理由を記入させる。
。日本の介護制度の現状や問
題点を理解 し、介護者・要介
護者・国のそれぞれの立場を
踏まえて意見が述べられてい
るか指示をする。
※合意に向けた論′点・
争点の例
・介護の責任の所在。
・消費税増税は可能
か。
・将来や老後の安心と
負担の拡大。
0他者の意見で良いと思つた
ものを自分のプリントに書き
加えるように指示する。
?
?
(資料 14)を基に調整された
意見をまとめ、本時の学習を
振り返る。
・それぞれのグループの案を
比較し、意見調整の過程やな
ぜ合意に至ったのか理由を振
り返り、本時の学習を振 り返
る。
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。第5時
?
?
学習活動 発問 予想される生
徒の反応
指導上の留意点
支援の観点
?
?
・前時で調整された意見を振
り返る。
→それぞれのグループに調
整・合意された介護制度案を
発表させる。
・ 日本の介護制度の問題点と
その原因を振 り返る。
・グループ間で出された介護
制度案を踏まえて、再度個人
で今後の日本の介護制度案を
考える様に促す。
目標を板書する。
発間①
日本の介護制
度の問題点は
何だつたでし
ょう?
発間②
日本の介護問
題の原因は何
だったでしょ
う?
。日本の介護
制度は家族介
護に依存して
いる。
・少子高齢化
・調整された過程や合意に至
つた理由も説明させる。
「今後の日本の介護制度のあ
り方を提案しよう」
?
?
・討論を終えて、学習のまと
めとして生徒の考えた介護制
度の改善案を作成する。
0(資料 15)学習プリントを
配布する。
・財源をどうするか、負担額
をどうするか、サービスの内
容をどうするか、少子化克服
をどうするかをこれまでの資
料を参考にして考え、自分の
意見をプリントに書く。
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・生徒の考えた改善案を発表
させる。
。他者の改善案もプリントに
記入させ、改善点 (又は疑問
点)があれば質問をさせる。
?
?
。本授業の学習を振 り返り、
感想をまとめる。
(資料 15)学習プリントに記
入させる。
97
終章 研究成果 と課題
本研究では介護制度の課題と、その背景にある少子高齢化の影響を明らかにし、介護制度を通して少子
高齢化について考えを深める授業を開発した。これから社会保障制度を支えていく生徒に、日本の少子
高齢化の現状やそれに伴う問題を把握させ、日本の介護制度の成立の経緯を探求し、日本と海外の介護
制度の事例の比較を行わせたうえで、討論を通して今後の日本の介護制度のあり方を提案させたいと考
えてきた。その主たる成果は以下の通りである。
第一に、介護問題をどのように多面的・多角的に考えさせるかについて明らかにしたことである。第一
次「問題発見」の段階において、生徒が介護の現状と保険制度のあり方についての考えを深めるため、文
字資料を用いてそれぞれ異なる視点 (立場)の事例を挙げた。介護問題に関わる文字資料を、それぞれ違
う立場を事例に生徒に示すことで「事実」の比較をさせ、介護の責任を介護者、要介護者、国といつたそ
れぞれの立場で考察させることで、多面的に問題を提え、多角的に考察を深められることが分かつた。
第二に、社会保障に関する先行授業の分析から、少子高齢化の現状と課題について、生徒にとつてどの
ように切実性をもたせるかについて明らかにしたことである。将来さらに深刻化するであろう少子高齢
化の問題は子どもたちにとつて切実な課題である。少子高齢社会の中での社会保障制度を扱 う授業にお
いて、生徒にとつて将来の自分に関わることであると気付かせるような切実性を与える工夫が必要とな
る。「社会保障給付費の推移」「将来の人口推計」といつたグラフから、少子化による保険料の負担増や年
金受給者増加による財源不足等の問題が起こることに気付かせ、課題を切実なものと感 じさせることが
できる。
第二に、社会保障に関する先行授業の分析から、北欧の先進的な高齢者福祉を授業でどのように扱うの
かという点を明らかにしたことである。北欧諸国の福祉を見せてしまうと、生徒の考えがその福祉のシ
ステムの素晴らしさに流され、日本の福祉をどうしていくのかという思考につながりにくいと考えられ
る。1ヒ欧の高福祉を支えている高負担について、税金を負担することの意義を学習させる必要がある。ま
た、Jヒ欧の人々の心性や国民性、社会構造まで含めて理解させることで、日本がどこまで海外の高齢者福
祉を参考にできるのかを正確に判断することにつながる。
第四に、単元構成方法の先行研究から、「概括整理型」と「事例研究 (ケー ス・スタディー)型」の二
つの方法を用いて授業モデルを作成したことである。絶対的な社会的問題の場合、問題の把握の仕方は
「概括整理型」と「事例研究 (ケー ス・スタディー)型」の二つに収飲されると考えられている。「概括
整理型」の方法は、次のような “枠組み"を立て、その枠組みをもとに絶対的な社会的問題を捉える。
「現状把握」 ― 「原因究明」 ― 「対策・展望の検討」
絶対的な社会的問題とは、問題の姿を具体的につかむ「現状把握」の段階、次になぜそのような事態が
生じたのかを探求する「原因の究明」の段階、最後にどのような対策が講じられているかを検討、あるい
は、どのような展望が見えてくるのかを追究する「対策 0展望の検討」の段階の流れで行われる。もう一
つの方法として、事例研究 (ケー ス・スタディー)がある。事例研究とは、特定の事例について詳しく調
査・研究し、それによつて問題の所在 。原因等を発見・究明し、一般的な問題を捉えたり、一般的な知見
を得ようとする方法である。したがつて、絶対的な社会的問題を理解するためには、「概括整理型」の理
解の方法と「事例研究型」の理解の方法の両者を組み合わせて活用することが求められる。本単元は「概
括整理型」と「事例研究型」の方法を参考に単元指導計画を作成し、第一次を「問題発見」の段階、第二
次を「問題の探求Jの段階、第二次を「意見表明」の段階として授業過程を構成した。
今後の課題としては、実践を通して授業モデル「少子高齢社会の介護制度のあり方」の改善と修正を行
うとともに、生徒にとつて介護問題の課題をより切実に考えられるよう、介護問題に関わる事例を引き
続き収集していく必要がある。今回の授業モデルで扱つた介護問題に関する事例が生徒にとって「介護
問題を通して少子高齢化を考えさせる」ことにつながつたのか、その妥当性について検証して行きたい。
また、海外の介護保障制度を生徒に示すにあたり、国によって税金もしくは保険料を負担することにつ
いて国民がどのような認識を持つているのか、また、心性や国民性、社会構造について筆者自身の考察が
不十分な点が多く感じられたため、先行研究や文献等を探る中で授業モデルの改善に役立てたい。
99
教授用資料
・第1時 「日本の介護制度の課題は何だろう力、」
(資料1) 国民生活に関する世論調査
二 嬌 ・ =住 尋 r'1■齢 ■ ,IP情
三     =     贅
???
?」?
?
?
??
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
〓
?
?
?
?
，
=  社
■ ‐ ■ 麟
■
カ
11 ■
■
事 l:‐・5●こ
豊ウ電カモ島三 ・■■■■電■争壮′・劣対応
五 =●:1・事 :t・=「 ・7押
??
,  ■  ・
ド  ●  ・
メモ     何
諄  ■
,   13
ミ ー エ ー =キ ‐
‐ tf・
■■蜂J良・■
'こ
●・ 睦り嬌IQ Ⅲ圭・ 二害 て
'
ア 冑 ,お 中 ・ 青 Jr■■ ■ ■
,1                                           :・
:台                           ′(
暉r  = ゛ "  i  fi:  iF  ■ j色
清 ='/■
′t■ :
ィ1共 十 問 層 、 ~―― =
1■ 宇・==椰絆 ・ 二 ■■ ■ 城 ■ '菫嬌
―
J二
一
:費
泣 ■ ■ 確 "健 遣
す 薔
"主
1'予
a r一 二
「
・ ● ■
― ―  ,― 「  ヽ
‐  ・ fi 擦 書
書      ■      ■      ■
・ ´ ― ・
=i f)嬌 書
■ 女 ■ 司 姜 口 社 ■ ■ ■ 遺
望 8:=゛珀 ・ '編
V事 ,ヨ 費
菅 屁 ■ 働 摯 賛 iニ
■              ■
な  、・  ,   1,  もヽ な
3:_ヨ
13.:
.4
升n.8
■ ■口=査L二曖よ=●→詞三
:`‐じ.=54, 、 子.=.―
`Uじ
_`・■:
P4=」,ご
=ミ
J_, V.=.二=じ._■:
出典:内閣府「国民生活に関する世論調査 図46」
http″survey.goronline.go.jp/h26/h26‐life/z lz46.htm1 2016年112月3日アクセス
革           」ti
「■■■甲lif
100
(資料2)国民生活に関する世論調査 上位4項目
'2.7  "“
腱.8  ´´
'2.0
(霞数日審》
F°
1  
“
。5“・0
61.8  00.:、
n■ 51.t
47。|  ・
(遺1)●
=21●
6月日壼
=で
口, :■彙。年■00"0■
"口
薔a二Jを■っていう。
《tta)子
“
a:●■日■■ 腱. :■爛・
"●
‖■1とな,ている。
出典 :内閣府「国民生活に関する世論調査 図 47」
賦む■SuⅣ呼gov‐Online.goゎrh26/h2601ife/n/z47上枷己 2016年12月3日アクセス
｀ヽ、こ1_ッ′′"・.‖
腱
“
｀
、
"。
6  58。
'
42.3
43.8
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
＝
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
101
(資料3)事例1:介護生活を続けてきたある家族84
宮崎純一氏 (仮名)は1944年生まれ。高校まで出身地の福井県で暮らし、上京して大学卒業後、現在
の会社に入社し、結婚して都内で暮らしてきた。
両親二人はそれまで福井県で暮らしていたが、80歳になつた父親が突然脳梗塞で倒れ、救急車で病院
に運ばれた。治療の結果、右半身麻痺という状態で病状が落ち着き、退院してから在宅での介護生活が始
まった。
地方ということもあり、父親は広々とした農家の一軒家で在宅介護生活を送り、昔ながらの近所付き合
いによつて夫婦の生活は支えられていた。70歳半ばの妻が夫を介護する「老老介護」の生活ではあつて
も、親戚や知人らによる声掛けや見守りなどの支援によって、母親の介護生活は肉体的にも精神的にも
追い込まれることはなかつた。当時、介護保険制度はまだ始まっておらず、措置制度 (役所が適格者にサ
ービスを提供する制度)によるヘルパー派遣を受けていた。その後、父親は再度体調を悪化させ、やがて
亡くなつた。
氏の母親は独り暮らしとなつたが、近所の親戚や知人と交流を深めながら平穏に暮らしていた。しか
し、2∞3年頃父親と同じく脳梗塞で倒れ、救急車で病院に運ばれた。治療後、病状は落ち着いたものの
要介護度 5との認定が下され、ほぼ寝たきり状態となつた。
父親と違い母親の場合は、「独り暮らし高齢者」であつた。介護保険サービスを利用するとしたら、朝
昼晩のヘルパー派遣を受けることは可能なはずであったが、深夜などのトイレ介助や身の回りのことま
で頼めるヘルパー業者は地元では見つからなかつた。そのため、長男ということもあつて、宮崎氏が母親
を引き取つて看ることになり、都内のリハビリ専門病院へ転院させることになつた。つまり、母親は生ま
れ育つた福井の地を離れるつらい決断をしたことになる。
その後、老人保健施設へ入所させることになった。施設でもリハビリは継続され、要介護度 2まで状
態が改善し、車椅子での生活が可能となった。ただし、福井県に戻つて独り暮らしを始める状態にまでは
回復しなかつた。そのため、氏の自宅で在宅介護生活を始めることになり、その主な介護者は氏の妻 (50
代半ば)になつた。
母親の在宅生活はデイケアに週三回通い、ヘルパーサービスを週二回程度利用するといつたものだつ
た。ケアマネジャーと一緒に、そうしたケアプラン (介護保険サービスを利用するうえで、要介護者や要
支援者に合つたサービスが提供されるために計画していくもの)を作成し、介護保険サービスを利用し
ながら在宅生活を続けていった。デイケアではリハビリや入浴といつたメニューを利用した。
氏によると、母親は在宅生活になつてから、リハビリの機会が減つたという。リハビリ専門病院に入院
していた間は毎日のようにリハビリが継続されていた。しかし、在宅生活になるとデイケアには通うも
のの、その内容や量が極端に削減されてしまつた。在宅で簡単な体操はするものの、母親の身体機能は
徐々に低下していつた。
そして、何よりも近所に知人が誰もいなく寂しい思いをしていた。話し相手は、「嫁」である氏の妻や
デイケアに通う仲間たちであつたが、福井での知人のように何十年も交流を深めてきた人間関係とは異
なり、精神的にかなり落ち込んでいたという。そのうち、母親はストレスがたまるようになり、些細なこ
とでも氏の妻にあたるようになつた。
妻は「姑」との生活に悩むようになり、身体的にも精神的にも疲れていつた。その後、彼女が「姑」の
84結城康博『介護―現場からの検証―』岩波書店、 2008 pp.2‐12
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介護を続けていくことが精神的に難しくなり、母親もそのことを理解して施設入所を決意するようにな
った。しかし、特別養護老人ホームは待機者が多く、すぐの入所はとても無理で、有料老人ホームを探す
ことになつたという。そして入居後、しばらく時は過ぎ、母親は体調を崩しホーム内で亡くなった。
氏の話から、同じ寝たきりとなつた父親と母親で、結末は大きく異なつていたことが理解できる。父親
の場合は、主な介護者である妻がいたため、「老老介護」であつても、介護サービスを活用しながら在宅
での生活が可能であつた。しかし、母親の場合は介護者が身近にいなかつたため、たとえ介護保険サービ
スを利用したとしても、地元福井での在宅サービスは難しかつた。都内で氏の妻が介護者になることで
はじめて、介護保険サービスを利用しながらの在宅生活が可能となつたのである。
(資料 の 事例 2:「老老介護」の夫から聞く85
高齢社会において、「老老介護」は珍しいことではなくなつた。「娘」「息子」「嫁」が親の介護を担うので
はなく、妻や夫が高齢ながらも介護者となり、要介護者の在宅介護を支えている。しかも、介護者自身も
軽度の要介護者であることも少なくない。
2007年6月5日、ある「老老介護」世帯を訪問した。夫である山本健二氏 (仮名)は70歳代後半、
両膝関節症で杖歩行であるため要介護度1と判定され、ヘルパーサービスを週に数回利用している。妻
も70歳代後半となり、要介護度5で認知症が激しく寝たきり状態となっている。二人の間に子どもはな
く、6～7年前に妻が寝たきりとなつて、以後、夫が妻の介護をしている。
妻は痰がからみ、自力で出すことができず、吸引を必要としている。特に、夜中にむせることが多い。
そのため、夫は常時、近くで待機している。毎日、午前中と午後に妻が依頼しているヘルパーが来て、お
むつ交換や食事の世話をする。また、週二回、訪問看護師が来てツト泄介助を行い、理学療法士によるリハ
ビリも受けている。しかし、その時間以外は、夫がすべての介護を行つているというが、腰痛もあつてお
むつ交換などは辛そうだ。
妻はアルツハイマー型認知症ではあるが、日と耳はしつかりしている。昔のことは思い出せないが、新
しく来たヘルパーさんのことなどに興味を示し、じつと観察しているという。
そばに誰かいなくなると不安になり「アーアー」と声を出すが、「ここに居る」と夫が答えると安心し
て何も言わなくなる。寝たきりで認知症が進んでも、妻には一定程度、認識能力が維持されているそう
だ。だが、運動神経が麻痺しているため、寝返りが打てない。
妻が夫のことを、どの程度認識しているかは分からないが、それなりの反応があるため、夫はできる限
りのことはしていきたいという。しかし、夫も要介護度 1で介護保険サービスを利用している身なので、
あまり無理はできず、ヘルパーサービスや訪間看護サービスが命綱である、とのことであった。
寝たきりとなつた高齢者を介護することは、家族にとつてはかなりの負担となり、24時間体制で介護
する状況である。それに対して介護保険サービスでは、長くて120分程度のヘルパーサービスを、1日3
回程度 (介護度によつて週何回使えるかは異なる)使えるのみで、それ以外は家族介護に依存する。
もう少し、家族の負担を考えて、長時間のヘルパーサービスや訪問看護サービスが利用できなければ、
家族の介護疲れは解消されない。「ショー トスティ」といつて、短い期間介護施設へ預けるサービスもあ
るが、利用するには全国平均で2か月待ちという状態である。
そのため、寝たきり高齢者のいる世帯では、6時間程度の長時間ヘルパーサービスや訪問看護を利用で
85結城康博『介護―現場からの検証一』岩波書店、 2008 pp.26‐29
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きる介護システムを早急に導入して、家族介護の負担軽減を図るべきである。現在の在宅介護保険サー
ビスは、あまりにも家族介護に依存しているのである。
2005年度65歳以上の高齢者のいる世帯は、合計約1853万世帯で、全世帯の約4割を占めている (図
7)。しかも65歳以上の高齢者世帯に占める単独世帯及び夫婦世帯は、年々増え続け半分以上に及ぶ。「独
り暮らし高齢者」「老老介護」といつた問題が顕在化している。“
“結城康博『介護―現場
からの検証一』岩波書店、 2剛 pp.140‐141
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(資料5)事例3:社会保障の財姜 7,“
社会保障は、国や自治体、これらに準ずる特別な法律に基づいて設立される法人などが国民 (家計や企
業)から資金を集め、これらを用いて、国民への金銭給付や現物給付を行う仕組みである。財政資金の主
なものは、租税 (税金)と社会保険料の2つである。
国の租税のほとんどは国の一般会計に入る。国は社会保障以外にも、国防から農業、教育、科学技術、
公共事業など、さまざまな任務を果たしており、その費用に租税があてられる。どの事業にどれだけの支
出をするかは、国民が負担する租税の使途に関する重要な問題といえる。その中で平成28年度の国の一
般会計に占める日本の社会保障費は約 31兆円となっており、一般会計全体の 33.1%と他の経費を引き
離した大きさとなつている (図8)。
平成 28年度一般会計予算は約 96.7兆円であり、このうち歳出についてみると、国債の元利払いに充
てられる費用 (国債費)と地方交付税交付金と社会保障関係費で、歳出全体の 7割超を占めている。一
方、歳入のうち税収は約58兆円であり、一般会計予算における歳入のうち、税収でまかなわれているの
は約6割であり、残りの約3割は公債金収入、つまり国の借金に依存している。
また、2025年には「団塊の世代」がすべて75歳以上となる「超高齢社会」を迎え、医療・介護のニー
ズもピー クに向かう。 社会保障給付は、高齢化とともに今後も急激な増加が見込まれ、税・社会保険料
といつた国民負担の増大が考えられる。特に、医療分野は2012年度の 1.5倍である54.0兆円、介護分
野は同年の2.3倍である19.8兆円と、給付の増加が顕著であり、この2つの分野は消費税収と現役世代
の負担能力の伸び (保険料収入)を上回つて増加していくことが見込まれる (図9)。
日本は、少子高齢化が進む状況下にある中で「賦課方式」という財政方式を続けている。賦課方式とは、
高齢者世代が受け取つている年金、医療、介護、その他の福祉サービスにかかる費用を、主に今の現役層
が支えるという財政方式である。日本では主な給付はほとんど高齢期に発生しており、逆に負担はほぼ
現役層に集中している。さらに、今の現役層が負担しきれない分は、赤字国債を発行して将来に負担を先
送りにしている現状であり、これから生まれる将来世代の負担はさらに過酷なものとなる。少子高齢化
で高齢者の数が増え、現役層の数が減る中で賦課方式を続ける事は現役世代の負担を強める事になるた
め、社会保障制度の維持を考える際に財政方式のあり方を見直していく必要がある。
87椋野美智子『はじめての社会保障』
88鈴木亘『社会保障亡国論』講談社、
有斐閣、 2015 pp.280‐289
2014 pp.24・43 pp46‐7
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「日本の介護問題はなぜ起きているのだろう力、」
年齢3区分別人口割合の推移
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(資料9)世界の人日の動向
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(資料n)スゥェーデンの介護保障制度
①高齢化の現響 9
スウェーデンの高齢化のスピードは、きわめて緩やかであり、かつ65歳以上の高齢者が総人口に占め
る割合 (高齢化率)も日本に比べてピー クがきわめて低い。
高齢者人口の実数の変化についてみると、1900年当時、総人口は約 513.6万人に対し、高齢者人口は
約43.0万人であり、高齢化率は 8。4%であった。半世紀ごとに変化をみると、1950年は、704.7万人に
対し、高齢者人口は約 72.1万人であり高齢化率は約 10。2%であった。2000年は、同じく888.3万人に
対し、高齢者人口は約 153.1万人であり、高齢化率は約 17.2%であった。2012年10月では、総人口約
954.6万人であるのに対し、高齢者人口は約 160.8万人であり、高齢化率は約 17.5%である。
②スウェーデン人の価値観―自立 0自活の大前提としての機会の平等を保障する 90
スウェーデン人の国民性として、家庭の経済状態、性別などのために、与えられる機会に違いが生まれ
ることは不平等だと感じる傾向が高い。つまり、「一人ひとりが自立して生きる」ことを基本とした社会
とは、すべての人に、能力を高め、それを実際に発揮するための機会が平等に与えられていることが大前
提だと考えられている。そのためには、社会全体の力によって、国民一人ひとりに機会の平等を保障しな
ければならない、という考え方につながつていく。
機会の平等という点では高齢者福祉も同じことがいえる。家族介護に頼るしかなければ、家庭で介護
をしてくれる身内がいて、貯蓄がある高齢世帯は老後も安心であろうが、そうでない世帯は非常に惨め
な老後生活を送らぎるを得ない。だから、高齢者に対する福祉サービスを社会化し、自治体が責任を持っ
て提供することになる。
「スウェーデン人は、なぜ高負担を受け入れるのか」という問いに対し、国民一人ひとりに機会の平等
を保障し、さらに人生のやり直しを保障するセーフティ・ネットを充実させた結果、高負担にならざるを
得なかった、という答えが考えられる。競争の土俵となる機会の平等を保障するのがスウェーデンの社
会保障である。
③スウェーデンにおける社会保障の基本的な考えが 1
スウェーデンの社会保障の性質を分類すると、まず、現金を給付する所得移転かサービスそのものを
住民に提供する現物給付かという区分ができる。次にすべての所得階層を対象とした給付と低所得者の
みが対象となる給付に区分される。さらに、その給付が受給資格のある人に定額で支払われるか、所得に
比例して支払われるかという区分もできる。
以上の点を考慮した場合、スウェーデンの社会保障制度は以下の4つの項目に分けられる。
89増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、
90湯元健治・佐藤吉宗『スウェーデン・パラ
91上掲書 pp.161-164
2008 pp.72‐73
ドックス』日本経済新聞出版社、2010年pp.156-158
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表1 スウェーデンの社会保障制度の4つの柱 (2007年時点)92
(1)社会保険による所得比例型の所得移転 (36%)
何らかの理由で働 けない場合の所得保障。働いていたときの所得に比例。
(すべての住民が対象)
例 :失業保険、疾病保険、育児休業保険、所得比例年金
財源 :社会保険料
(2)社会サービスの現物給付 (55%)
住民生活に必要な社会サービスを無料、もしくはわずかな自己負担で提供 し機会の平等を保障。
(すべての住民が対象)
例 :保育 0学校教育・ 医療・高齢者福祉
財源 :地方所得税
(3)定額の所得移転 (4%)
子持ち世帯や大学生など特定のカテゴリー に属する人に一定額を給付。社会サービスの現物給付によ
る機会平等の保障を補鬼
(すべての住民が対象)
例 :児童手当、養育費補填、大学生手当
財源 :国税
(4)社会扶助による所得移転 (4%)
妥当な生活水準を下回る低所得層のみへの経済的支援。
(所得審査あり)
例 :生活保護、最低保障年金、住宅手当
財源 :国税と地方税
表1には社会保障支出に占める割合 (2007年)を示している。スウェーデンの社会保障の中心は、(2)
社会サービスの現物給付と (1)社会保険による所得比例型の所得移転である。
スウェーデンの社会保障の支出の半分近くを占める (2)社会サービスの現物給付は、住民一人ひとり
の生活に応じて、育児や学校教育、医療や高齢者福祉・障害者福祉のサービスを無料、もしくはわずかな
自己負担で提供することで機会の平等を保障している。そして (3)定額の所得移転が、それを現金の直
接的な給付によつて補完している。
一方、(1)社会保険による所得移転は、所得の高い人に給付が多くなる所得比例型である。失業や病気
などによつて所得が突然減つても、それまでの生活水準に急激な変化が生まれないようにするための配
慮である。裏を返せば、所得が低いと給付の額が少なくなるということであり、なるべく所得の高い職に
就いた方が給付を受けるときのメリットが大きくなる。
スウェーデンの社会保障の基本は、低所得層だけを対象とした救貧的施策ではなく、国民全員に機会
の平等を保障するための政策であるといえる。また、所得移転 (現金給付)の大部分が、所得の高い人が
得をする所得比例型であることも大きな特徴である。
92湯元健治・佐藤吉宗『スウェー デン・パラドックス』日本経済新聞出版社、2010年p.162
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④高福祉を支える高負担の構造‐消費税25%に応じる国P3
スウェーデンの税制度の種類と税率を調べると、主要なものだけで所得税 30%、消費税 25%、そして
雇用主税 32%である。消費税は、生活関連の公共料金には比較的安く、しかも食品に課される消費税率
は 12%と低く抑えられているだけに、世界でもデンマークとともに最高の消費税率だが国民はさほど気
にしていない。
税金は払うが、スウェーデン国民は貯金にはきわめて不熱心である。スウェーデン人は税金が国民のた
めに使われるならば、 “税金が実は国民の貯金"という考え方をするのである。
国際間では、スウェーデンでの国民貯蓄率が低すぎ、経済へ悪影響を及ぼすとして問題視されてきた
が、税金は政府や地方自治体に託される貯金との読み替えが成り立ち、国民自身も税金を個人の貯金の
代わりとみなしてきた。そして無理な貯金をしない代わり、財布の管理と使い方を任せた国や政治を見
張るために選挙へ積極的に参加する。投票率がいつも80%以上であるのも、国に納めた税金がきがかり
だからである。そして国は国民から向けられる熱い視線をいつも感じている状態である。
⑤スウェーデンのコミューン (市)による高齢者に対する福祉 0介護サービス94,95
スウェーデンでの高齢者介護は基礎自治体であるコミューン(市)が本人の希望を尊重して適切な支援
をすることが、法律で義務付けられている。その基本的な考えは、高齢者はできるだけ長く自宅で生活を
続けられるようにすべきだというものである。それは住み慣れた環境で暮らし続けたい高齢者のためで
もあるし、コミューンの財政にとつても経費が少ないためである。
また、日本の介護保険制度における要介護認定では全国共通の基準があるのに対し、スウェーデンで
はニーズ判定の基準や判定方法がコミューンごとに異なつている。そのため、同じ要介護度を持つ人も、
居住するコミューンが異なれば提供される介護サービスが異なる。他の社会サービスと同じように、財
源はコミューン税 (市税)であるため、各コミューンは住民に提供する介護サービスの量や質に応じて税
率や自已負担額を選べる。地方自治の観点からは望ましいが、一方で居住する地域によつて得られるサ
ービスが大きく異なるという問題を指摘する声もある。
高齢者福祉の基本法である「社会サービス法」は、1980年に制定された。同法が画期的なのは、基礎
自治体であるコミューンに、域内の住民が必要とする支援を受けられることを確保する最終的義務を負
わせたことにある。これを住民の側から見ると、生活のために必要な支援を受ける権利があるというこ
とであり、さらに同法はそのような支援は受給者の自立を強化するために行われるべきであるとしてい
る。
竹崎孜『貧困にあえぐ国ニッポンと貧困をなくした国スウェー デン』あけび書房、2008 pp.89-99
高岡望『日本はスウェー デンになるべきか』PHP新書、201l pp。130-145
湯元健治・佐藤吉宗『スウェー デン・パラドックス』日本経済新聞出版社、2010 pp.193-199
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高齢者がなるべく自宅で生活を続けられるようにするためには、以下の様な総合的な支援策が行われ
ている。96
・第一の支援策 :「高齢者住宅の確保」
スウェーデンでは、施設への入居が必要な高齢者だけでなく、健常者も含め全員が既に住宅を確保
していることを前提に、それぞれの制度が設計されている。様々な理由から現役時代に所得が少なか
つた人に最低額の年金を保障するものとして「保障年金」が整備されているが、この保障年金の受給者
には住宅手当が支給される。
このように、高齢者全員が自宅に住める環境にあることを前提にした上で、障害等のため住んでい
る住居の使用に支障が生じた場合には、コミューンがバリアフリー 化、浴室の改造等住居改造のため
の補助金を負担する。申請者の収入の多寡は考慮されないこと、費用の上限は設定されず必要と認め
られる全額が補助されることは、制度を使いやすいものにしている。
これに加えてコミューンが住宅地の造成等を新たに行う場合には、高齢者や身障者が住みやすいよ
うに設計する義務を課せられている。街全体、一棟一棟のビル、そして一戸一戸の住宅が高齢者の住み
やすいものに生まれ変わつていく仕組みが機能している。
・第二の支援策 :「広範かつ細かい在宅介護 (ホー ムヘルプ)サー ビス」
判定員が要介護者にどれだけの介護が必要か判断を行い、要介護者の一週間のサービス利用時間を
決定し、本人の要望を踏まえて受けるサービスの内容を記載した同意書を作成、双方がサインする。サ
ービスの内容は、買い物、掃除、料理、入浴、排泄の世話が含まれる。
・第二の支援策 :「介護をする家族への支援」
家族サービス法は、高齢者、長期療養者、身体障害者を介護する家族に対し、コミューンが支援を行
い、休養を与えなければならないと定めている。この基本的考えに基づき、様々な支援策が講じられて
いる。
まず、コミューンは介護をしている家族に金銭的サポー トを与える。コミューンによつて形態は異
なるが、介護する家族に時間給を払うケース、コミューンが高齢者に介護手当を支給し、これを介護す
る家族に支払うケースがある。
また、働いている家族、友人、隣人が介護のために仕事を休む場合、介護休暇として年60日まで有
給休暇を取得することができる。
・第四の支援策 :「高齢者の移動の自由の保障」
スウェーデンでは街全体のバリアフリー 化が図られている。ストックホルムの街中では、基本的に
はどこにでも車椅子で移動できるようになつている。横断するために車道に降りるポイントは、必ず
段差がないようになつている。建物も新築する場合、また、既存の建物を改築する場合は、パリアフリ
ーにすることが義務付けられているため、そのような建物は年々増えている。
このようにして、高齢者は住みやすい住宅、在宅介護サービスの提供、家族への支援、移動の自由を保
96高岡望『 日本はスウェーデンになるべきか』PHP新書、201l pp.131-136
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障され、自宅に住み続けることができる。これらの支援策により、自宅に住む高齢者の割合が増え、施設
に余裕ができて、真に入居が必要な高齢者の待ち時間が軽減されることになる。
⑥介護保障システムと今後の方向性97
現在、スウェーデンでは介護の付いた特別住宅は減少傾向にある。2000年に11万7900人入居していたが、
2012年には9万5000人と2万7400人の減少である。しかし、スウェーデンでの高齢化は2040年まで緩や
かではあるが確実に進行し、重度の要介護高齢者の数も増加する。その中で、スウェーデンでは夫婦のうち比
較的元気な者が重度の夫または妻の介護をしなければならない。費用が増大するとしても、老老介護を減らす
ために、重度の要介護高齢者や認知症高齢者のために、介護の付いた特別住宅を増やしていかなければならな
い。
同時に、在宅ケアもさらに充実させることが重要である。スウェーデンの在宅ケアは短時間のサービスが中
心となつており、在宅の介護者、要介護者の要求を十分に満たせていない。費用がかかるためサービスが限ら
れてきているが、今後はボランティアという地域の社会資源を有効活用することが求められる。比較的若い高
齢者のボランティアや学生や子どものボランティアをコミューンが中心となつて育成 していくことが必要で
ある。
97増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2∞8 pp.91‐2
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(資料 12)アメリカの介護保障制度
①高齢化の現押
アメリカ合衆国の合計特殊出生率は2010年の時点で 2.01であり、先進国の中では例外的に少子化の傾向
はみられない。総人口も増加を続けており、1950年の時点で約 1億5000万人であつた人口は、1970年に約
2億3021万人となり、2006年に3億人を超えた。
高齢者 (65歳以上)の人口も増加しており (1950年:約1200万人、1970年:約2000万人、1990年:約
3100万人)、 2010年の時点では約4040万人 (高齢化率 :約13%)となつている。今後は、第二次世界大戦
後から1960年代前半にかけて産まれたベビー ブーマー世代が高齢者となるため、高齢化はさらに進展するこ
とになる。2030年には高齢者人口は約7210万人となり、高齢化率は 19。3%になると予測されている。
高齢化の進展により、介護が必要な高齢者も増加することになる。2010年の時点では介護サービスが必要な
高齢者は約 1200万人存在するとされている。
②高齢者介護政策の歴史"
1965年にメディケア (65歳以上の高齢者を対象とした医療保険制度)とメディケイド (低所得者を対象と
した医療扶助制度)が創設され、施設介護サービスも給付の一部として提供されるようになつた。これをきつ
かけに従来の公的施設に代わつて、民間の営利企業が経営するナーシングホーム (医療と福祉が一体となつた
施設)が急速に増加した。
メディケアやメディケイドを利用した介護サービスは増えているものの、現在でも高齢者介護の大半は家族
によつて行われている。2009年の調査によれば、約4890万人の成人 (66%が女性)が高齢者である親や配偶
者に対して介護を提供している。この調査によれば、アメリカにおける典型的な家族介護の形態は、何らかの
職業に従事している女性 (平均49歳)が自分の母親 (平均69歳)に対して週20時間以上の介護を提供する
というものである。
③介護保障システムの概要100
・アメリカの介護保障の特徴
アメリカでは高齢者を対象とした普遍的な公的介護保障制度が存在していない。メディケアによる介護サー
ビスは、引退後のケアなど医療に関連した場合に提供されるものであり、給付は退院後の一定期間に限られて
いる。また、メディケイドでは施設ケアや在宅ケアなどのサービスが提供されているが、これらは低所得者を
対象としており、高齢者に収入や資産がある限り、メディケイドによる給付は提供されない。このため、介護
サービスを必要とする高齢者の多くは、個人で介護費用を負担し、自らの資産を使い果たした場合に、メディ
ケイドの受給資格を得て介護サービスの提供を受けることになる。アメリカの介護保障システムは、高齢者の
自助努力を重視し、個人の経済的負担で対処できない場合に公的な救済を行う制度といえる。
・アメリカの長期ケア101
98増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、
"上掲書 p.94100上掲書 p.96
Юl増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、
2008 pp.91‐92
2008 pp.97‐100
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高齢者に対する介護サービスを指して、アメリカでは長期ケアという用語がしばしば用いられる。長期ケア
は次の3つの類型に区別されることが多い。
(1)ナーシングホーム (施設ケア)
ナーシングホームは、介護が必要となつた高齢者が入居し、医療や看護、リハビリテーション、介助、食事
などの提供を受ける施設である。2010年の時点でアメリカには約1万6000のナーシングホームが存在する。
その 67%が民間企業の経営する施設であり、ナーシングホームは介護サービスにおいて最も営利企業の参入
が進んだ分野となつている。高齢者人口の増加にもかかわらず、過去20年間の入居者数は変化しておらず、
近年、施設数はわずかながら減少している。
全米で 1個万人がナーシングホームに入居しており、その87%が65歳以上の高齢者(36.4%が85歳以上)
であり、65.4%が女性である (2009年)。 入居者の3分の2以上が複数の慢性疾患を有しており、ほぼ半数に
認知症の症状がみられる。
ナーシングホームの平均的な入居費用 (個室)は年間約8万5775ドル (1日あたり243ドル)であり(2012
年)、 長期間にわたつてナーシングホームで介護を受けるためには多額の費用を負担しなければならない。多
くの高齢者はこれらの費用を負担することができないため、メディケイドを受給して入居費用を賄うことにな
る。
(2)アシステッド・リビング (介助サービス付きの居住施設)
アシステッド・リビングは、ナーシングホームでの介護は必要としないが、自立して生活することが困難と
なつた高齢者が入居する施設である。高齢者の自立やプライバシーの尊重を基本的な運営方針としており、高
齢者は個室に入居して生活しながら、介助や食事の配送などのサービスの提供を受ける。2010年の時点で約
5万30CЮの居住施設が存在し、約 100万人の高齢者がアシステッド・リビングで生活していると推計されて
いる。高齢者居住施設の82%は、営利組織によつて運営されている。
アシステッド・リビングでは、高齢者は自らの居室をもち、24時間の見守り、食事、掃除、洗濯、日常生活
での介助などのサービスを受けて生活する。施設には看護師が配置されており、高齢者の健康状態や処方薬の
利用状況について確認を行つている。
アシステッド・リビングの入居者の54%が85歳以上であり、女性が単身で入居している場合が多い (20H
年の時点で入居者の70%)。平均的な滞在年数は1年から3年であり、介護の必要性が高くなった場合には、
高齢者は施設を退去し、ナーシングホームなどに移らなければならない。州の規制でも、こうした理由による
退去は容認されている場合が多い。
アシステッド・リビングの平均的な入居費用 (個室)は、年間4万2600ドルである (2012年)。 アシステ
ッド・リビングは、最近までメディケイドによる給付の対象とされておらず、入居費用は自己負担や家族の金
銭的支援、民間保険によつて賄われていた。しかし近年では特例条項プログラムにより、アシステッド・リビ
ングヘの入居に対してもメディケイドの給付が行われ、入居者の19%がメディケイド受給者である(2011年)。
(3)在宅での看護や介助、リハビリテーション、高齢者向けデイケアなど (在宅ケアおよび地域ケア)
在宅ケアには、訪問介護、訪問リハビリテーション、作業療法、言語療法、介助、家事援助、食事の配送な
どの多様なサービスが含まれる。330万人のメディケイド受給者 (2009年)と約340万人のメディケア受給
者 (2011年)が、在宅ケア事業者などから介護サービスの提供を受けている。
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高齢者が家事援助や食事・入浴・ツト泄などの介助を行う在宅ケアの提供を受ける場合、1時間あたりの平均
的な費用は21ドルである (2012年)。 メディケイドでは一定の給付額までしか費用がカバーされないため、
多くの高齢者は、家族介護などと組み合わせて在宅ケアサービスを利用することが一般的である。
このほかに、居宅で生活する高齢者が利用するサービスとして配食サービスやデイケアセンターなどがある。
こうしたサービスは、地域を基盤にした非営利組織などによつて提供されており、地域ケアと呼ばれる。地域
ケアの主なサービスとして次のようなものがある。
①配食サービス
ひとり暮らしの高齢者などに対して食事を宅配するサービスである。非営利団体や行政機関が運営している
場合が多い。
②デイケア
日中、高齢者を送迎し、デイケアセンターにおいて各種のサービスを提供するものである。言語療法や理学
療法、作業療法など医療的なサービスを提供する施設もある。
③交通機関による送迎サービス
車を所有していなかつたり、運転ができない高齢者のために、食事や買い物、通院、コミュニティ活動への
参加などの手伝いをするサービスである。
アメリカ高齢者法に基づく連邦政府の補助金や州政府の補助金、メディケイドの特例条項プログラムなどに
より、これらのサービスの利用による高齢者の負担は低額または無料となつていることが多い。
④介護サービスの費用負担102
2011年の介護サービスに対する支出総額は2109億ドルである (図10)。主な費用の内訳は、メディケイド
1314億ドル (62.3%)、自己負担455億ドル (21.6%)、民間医療保険・民間介護保険244億ドル (11.6%)
となっている (図1)。
図1介護サービスの費用負担
メディケイドは、州政府が連邦政府の財政負担を受けながら運営する医療扶助制度である。メディケイドの
支出額の約 3分の 1が介護サービス関連の給付に当てられており、介護サービス費用を公的に負担する最大
の制度となつている。連邦政府は、州の財政状況に応じて50%から73%の割合で負担を行つている。
メディケイドの介護サービス関連支出において高い比率を占めているのは、ナーシングホーム関連の費用で
102増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2008p.101
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あり、これはナーシングホームに支払われる費用全体の32%を占めている (2010年)。
ナーシングホームに入居する高齢者の大半は、自らの収入。資産で入居費用を負担し続けることが困難であ
る。ナーシングホームの平均的な入居費用 (個室)は年間約 8万5775ドル (1日あたり243ドル)であり
(2012年)、長期間にわたつてナーシングホームで介護を受けるためには多額の費用を負担しなければならな
い。そのため収入・資産調査を受けてメディケイドの受給者となり、ナーシングホームの入居費を賄うことに
なる。
メディケイドを受給する高齢者は、保有が認められた一定の資産 (配偶者が居住する住居等52万5000ド
ル以下の資産)を除いて、自らの収入や資産をナーシングホームの入居費に充てなければならない。入居費に
充当せずに受給者が自由に使うことのできる収入は月額90ドルから30ドルである。
⑤介護保障システムの課題と今後の方向性103
アメリカの介護保障システムは、普遍的に高齢者の介護サービスを保障したものではない。メディケアによ
る部分的な給付を除いては、高齢者個人の経済的負担で対応できなくなったときに、医療扶助制度であるメデ
ィタイドによつて公的な救済を行う仕組みとなつている。介護が必要となつた高齢者は、当初は自らの経済的
負担で介護サービスを購入しなければならず、一定の資産を処分した後にはじめてメディケイドの受給が可能
になる。このため、とくに中間層にとつては利用しづらい制度となっている。
今後はアメリカにおいても家族介護機能が低下し、施設ケアや在宅ケアなどの介護サービスを必要とする高
齢者の数が増加することになる。このため、メディケイドを中心とした公的介護保障のあり方について見なお
していく必要がある。
2008 pp.109‐1
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103増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、
(資料13)ドイツの介護保障制度
①高齢化の現状1“
高齢化の主な原因は少子化と平均寿命の伸長である。少子化は、現在では先進国にほぼ共通する現象
であるが、ドイツ全体の合計特殊出生率 (女性一人が産む子どもの平均数)は1.4程度となつている。
ドイツでは、平均寿命も一貫して伸び続けている。ドイツ連邦統計庁によれば、19∞～1962年には男
性の平均寿命は 66.9歳、女性の平均寿命は 72.4歳だつたが、1970～1972年には男性は 67.4、女性は
73.8歳に伸び、さらに1980～1982年には男性は70.2歳、女性は76.9歳と男女ともに平均寿命は70歳
を超えた。2006～2008年には、男性の平均寿命は77.2歳、女性の平均寿命は82.4歳に達している。
このように、少子化が進むと同時に平均寿命も伸び続けたことから、 ドイツでは高齢化が進行してい
る。
②高齢者介護保障システムの歴史
ドイツでは、介護保険の創設前は日本のような老人福祉制度はなかつたため、老人ホームの入所費用
を年金や貯金などで賄いきれない場合、社会扶助に頼らぎるをえない状況にあった。老人ホームに入所
した高齢者の多くが入所費用を払いきれず、社会扶助 (日本の生活保護に相当)を受けるという事態があ
った。105
ドイツの介護保険は1994年に法律制定、95年に実施された。ドイツで介護保険の導入が議論されるよ
うになった要因は二つある。第一に、人日の年齢構成の高齢化と寿命の伸びにより、要介護者の数が増加
した。第二に、往来介護にあたつていた家族が介護する体制が崩れた。ドイツにあっては他のヨー ロッパ
諸国以上に妻、娘、嫁が家族介護の主たる担当者であつたが、女性の社会進出という現象と、家族の絆の
低下という現象が重なり、家族以外の人が介護にあたる要望が強くなつた。第二に、施設にせよ在宅にせ
よ、介護に要する費用が高くなり、費用負担を軽減するために保険制度の導入への期待が高まつた。
これらの理由を知るにつけ、日本で介護保険制度を導入するに際して根拠となった理由と非常に似て
いることが分かる。106
104増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2008p.57
Ю5上掲書 p.58
106橘木俊詔『安心の社会保障改革―福祉思想史と経済学で考える一』東洋経済、2010 pp.77‐78
119
2005.12.31 時点 2011.12.31 時点
合計  130万9506ノに
(内訳)
要介護度 1 75万9114人(58.0%)
要介護度 2 42万5843人  (32.5%)
要介護度 3 12万4549人(9。5%)
合計  160万2070人
(内訳)
要介護度 1  99万6437人  (62.2%)
要介護度 2 46万8798A  (29.3%)
要介護度 3 13万6835人(8.5%)
出所 :ドイツ連邦保健省
③介護保障システムの概要
・ 受給者の概況
ドイツの介護保険給付の受給者数は、次のとおりである。
(1)「公的介護保険の在宅サービス受給者数」107
(2)「公的介護保険の入所サービス受給者数」108
2005。12.31  時点 2011.12.31 時点
合計 64万2447人
(内訳)
要介護度 1 25万1730人(39.2%)
要介護度 2 26万2528人  (40.9%)
要介護度 3 12万8189人(20.0%)
(卜言+  71万5304人
(内訳)
要介護度 1  30万2514人  (42.3%)
要介護度2 27万3631A  (38.3%)
要介護度3 13万9159人(19.5%)
出所 :ドイツ連邦保健省
このように、2005年に比べると2011年には受給者が大幅に増加している。上述したようにドイツで
は今後も高齢化の一層の進行が見込まれており、高齢者の方が要介護状態となるリスクが高いことから、
要介護者の一層の増加が予測されている。ドイツ連邦保健省によれば、要介護者は2011年には約232万
人であるが、2020年には約278万人となり、2050年には約421万人まで増加すると見込まれている。
・介護保険給付 (介護サービスの内容)109
介護保険給付には、要介護度に応じて上限額が設定されている。ドイツの要介護度は3段階であり、日
本では5段階あるのに比べると簡素である。ただし、要介護度 3の中でも重度のケースについては、完
全入所ケア (日本の施設入所ケアに相当する)と在宅サービスの現物給付に関し、さらに高い給付上限が
設定されていることから、 ドイツは実質的に4段階であるといえる。
107増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2008p.61
108同上
109増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2008p.62
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表1 ドイツの介護保険給付の概要110
(2013.1 時点 単位 :ユー ロ)
要介護度 (項目) 1 2 3 *
在宅ケア
現物給付上限 (月額)
現金給付 (月額)
450
235
1100
440
1550
700
1918
部分ケア (デイケア、ナイ トケア)
完全入所ケア (月額)
450
1023
1100
1279
1550
15501918
*要介護度3の中でも重度のケース
ドイツの介護保険の給付内容は、入所サービスと在宅サービスに大別される。在宅サービスの現物給付
の内容はホームヘルプ、デイクア、ショー トステイなどであり、給付メニューは日本の介護保険と似通つ
ている。ただし、大きく異なる点として、在宅サービスについてドイツでは現金給付を選択できることが
あげられる。日本では家族介護者の負担軽減のための現物給付が原則となっているが、 ドイツでは家族
介護者に報いるための現金給付も選択でき、さらに、現物給付と現金給付を組み合わせることもできる。
また、介護を家族が行う場合、現金給付を受け取るだけでなく、介護を行つた期間が年金給付計算に反映
されるなどの社会保険上の配慮もなされており、介護休暇も設けられるなど、単なる現金給付ではない
総合的な仕組みとなつている。
介護保険が介護費用のどの範囲をカバーするかについても、 ドイツと日本では基本的な考え方に相違
がある。日本の介護保険は、介護サービスに必要な費用全体を介護保険がカバーし、1割が原則として利
用者の自己負担となつている。これに対し、ドイツの介護保険は部分保険という考え方に基づいており、
介護給付に必要な費用の全体を介護保険がカバーするわけではなく、年金などのほかの収入とあわせて
必要な費用が賄えるように、費用の一部を介護保険が保障するという考え方である。このことから、実際
には日本よりもドイツは自己負担額が大きくなる。
110増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2∞8p.62
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・財政状況
制度のスター トから数年間、 ドイツの介護保険は黒字であった。
て以降、単年度では赤字基調に転じている。赤字化の主な要因は、
から施設入所サービスに移行する人が増えているためと思われる。
表2ドイツの介護保険の財政状況111
(単位 :10億ユーロ)
1997199819992000200120020032004200520102011
収入
支出
うち現金給付
在宅現物給付
完全入所
15.94
15.14
4.32
1,77
6.41
16.00
15.88
4.28
1.99
6.84
16.32
16.35
4.24
2.13
7.18
16.55
16.67
4.18
2.23
7.48
16.81
16.87
4.11
2.29
7.75
16.98
17.36
4.18
2.37
8.00
16.86
17.56
4.11
2.38
8.20
16.87
17.69
4.08
2.37
8.35
17.49
17.86
4.05
2.40
8.52
21.78
21.45
4.67
2.91
9.56
22.24
21.92
4.74
2.98
9.71
収支
中間ス トック
0.80
4.86
0.13
4.99
‐0.03
4.99
‐0.13
4.82
‐0.06
4.76
・0.38
4.93
‐0.69
4.24
・0.82
3.42
・0.36
3.05
0.34
5.13
0.31
5.45
出所 :ドイツ連邦保健省
④介護保障システムの課題 と今後の方向性
・ 将来的な財政の安定112
ドイツの介護保険においては、積立金があるために単年度の赤字がすぐに深刻な財政問題につながる
わけではない。しかし、単年度の赤字が継続することによつて、積立金はしだいに減少していった。この
ため、2∞2年に連邦政府が 5億6000万ユーロを拠出して積み増しを行つたが、表のとおり、翌年の積
立金は再び2001年を下回る水準となつた。
将来的な財政安定化のためには、単年度の収支を均衡させることが必要である。高齢化が進み、要介護
高齢者が増加する中で、給付をカットすることは難しい。したがって、一般論としては、保険料率の引き
上げなどによつて、収入を増やすことが考えられる。しかし、社会保険料率を引き上げるには、ドイツで
は失業問題が高いハー ドルとなつている。なぜなら、10%近い高い失業率はドイツ社会の最大の問題で
あるが、賃金に付属するコス トである社会保険料率の負担が重いことが、実質的な人件費を上昇させて
雇用の足かせになつていると考えられているからである。
こうしたことから、ドイツの介護保険料率は、制度創設時より、長く1.7%のままで据え置かれてきが、
2005年には介護保険料率は一部引き上げられた。介護保険料率の算出の際に育児費用を考慮しないこと
は基本法 (憲法)に反するという判決を受け、子どもを育てている者との違いを設けるために、子どもの
いない者の介護保険料率が引き上げられたのである。具体的には、23歳以上65歳未満の「子のない被保
険者」からは0.25%の追加保険料が徴収された。この増収効果により、2005年には収入が大幅に増加し、
2006年には単年度で黒字となつた。2011年も黒字基調が続いており、積立金も増加している。
111増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2008p.6512上掲書 p.66
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しかし、1999年に初の赤字を記録し
介護者の高齢化に伴い、在宅サービス
02m8年の介護保険改革113
2008年には、介護保険の改革も行われた。給付上限の引き上げ、ケースマネジメントの導入、保険料
率の引き上げ等を内容とする介護発展法と名づけられた改正法案は、2008年3月14日にドイツ連邦議
会で可決された。
そのポイントは以下の通りである。
(1)「給付上限の段階的引き上げ」
在宅サービスの現物給付の上限は、次のとおり、2012年までに段階的に引き上げられた (単位はユー
ロ )。
改正前 20084手 2010年 2012年
要介護度 1 384 420 440 450
要介護度 2 921 980 1040 1100
要介護度 3 1432 1470 1510 1550
次に、在宅の現金給付についても、次のように、2012年までに段階的に引き上げられた。
改正前 2∞84手 2010年 2012年
要介護度 1 205 215 225 235
要介護度2 410 420 430 440
要介護度 3 665 675 685 700
さらに、入所サービスについても、要介護度 3及び要介護度 3の中でも重度のケースについては、次
のとおり2012年までに段階的に引き上げられた。
改正前 2008`手 2010年 2012年
要介護度 3 1432 1470 1510 1550
重度のケース 1668 1750 1825 1918
(2)「在宅ケアの強化1 介護支援センターの設置」
介護発展法においても、 ドイツの介護保険の基本理念である在宅重視は継続されている。在宅の要介
護者を支援する政策として、まず介護支援センターの設置が打ち出されている。
介護支援センターのコンセプトは、案内、相談、ケースマネジメントなど可能な限り総合的なサービス
を提供することである。
例えば、要介護者やその家族が介護ホームやデイケア事業所などを探すときに、介護支援センターに
おいて支援が得られる。
(3)「在宅ケアの強化2 包括的な介護相談 (ケー スマネジメント)の導入」
従来のドイツの介護保険には、日本のケアマネジャーのような専門職は設定されておらず、ケアマネ
ジメントは制度的には行われていなかつた。介護発展法によって、日本のケアマネジメントを想起させ
113増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、2∞8p.65
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るケースマネジメントが導入されることとなつた。
介護相談員の業務としては、適切な介護ホームやケア施設を選択することのサポー トを行うことがあ
げられる。介護相談員は介護金庫への申請などの手続きのサポートを行い、給付に関する助言を行う。介
護相談員は要介護者の自宅を訪問することもあり、相談は包括的なものである。また、介護相談員は、要
介護者と共同して個別のケアプランを作成する。
(41「介護保険料率の引き上げ」
給付改善や新規事業を行うための財源として、保険料率が引き上げられる。具体的には、2008年7月
1日より、保険料は0.25%引き上げられた。従来 1.7%の保険料率だつた者は1.95%の保険料率となり、
子どもがおらず従来 1.95%の保険料率だつた者は2.2%となった。
・ 今後の課題114
2008年に介護保険の制度改正が行われ、給付改善とセットで保険料率の引き上げが行われた。しかし、
保険料引き上げは、雇用保険料率が下がつたことと見合いとなつており、社会保険料率全体としてみれ
ば、決して引き上げられたわけではない。
ドイツ連邦政府は、2008年の改革によつて、2015年までは財政上の問題はないとしており、実際に介
護保険財政は好転した。しかし、長期的には、高齢化の進展に伴って引き続き要介護者の増加が見込まれ
る中、将来の介護保険給付の増大に対して、介護保険財政の安定をいかにして図るかということは、将来
的に課題となりえる。
⑤ ドイツの介護者への支援115
ドイツの公的介護保険は、在宅で介護をする介護者に配慮した施策がなされている。公的介護保険給
付には、介護サービスでの「現物給付」と介護手当としての「現金給付」がある。介護者は、要介護者を
所得目的ではなく週 14時間以上、在宅で介護している者と定義されている。介護者には、年金 。医療・
介護・労災・失業保険といつた社会保険が適用される。サービスとして代替介護とショー トスティの制度
がある。介護者は無料で介護講習会を受講することができる。
要介護者とその家族の介護に関する相談にのる介護支援拠点が、2008年の介護改革により設置される
ことになつた。就業している介護者のために介護休暇制度、2012年からは家族介護期間制度が導入され
た。
・代替介護
介護者が病気などで介護ができなくなる場合がある。また、介護者が介護から解放されリフレッシュ
するための休暇をとることも大切である。代替介護は、介護者が自分で介護ができないとき、休暇を取り
たいときに、代わりに頼む介護サービスの費用を、介護保険が肩代わりして払つてくれる事で、介護者の
休養が可能である。 ドイツではサービスとして代替介護とショー トステイの制度がある。
代替介護の期間は、1年間で4週間以内となつている。在宅介護で介護が継続される場合、代替介護の
114増田雅暢『世界の介護保障』法律文化社、
■5「ドィッの介護者支援」齋藤香里 (2013)
2008 pp.70‐71
『海外社会保障研究』第 184号
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介護者が親族の場合には、要介護度 Iで235C、要介護度Ⅱは440¢、要介護度Ⅲは7001が給付される。
代替介護者が他人の場合には、要介護度で区分なく、1550Cが給付される。代替介護を利用している期間
中でも、現金給付の半額は給付される。介護改革により代替介護の給付条件が緩和され、自宅で最低 1年
間の介護から、半年に期間が短縮された。
・介護講習会
介護技術を学ぶために、希望者は無料で介護講習会を受けることができる。介護講習会の受講料は全
額介護金庫から支払われる。介護講習会の主催者は講習会への参加を呼びかける広告や記事を各地域で
発行されている新聞などに掲載している。
→就業している介護者の仕事と介護の両立
ドイツには、就業者の家族介護をサポートするために介護休暇制度と家族介護期間制度がある。
・介護休暇制度
介護者のために、介護休暇制度が2008年に創設された。従業員が15人以上勤務する事業所に、6ヵ月
以内の介護休暇制度が適用された。介護休暇中は無給となるが、社会保険 (年金・医療0介護・失業保険)
は継続カロ入の扱いとなる。
突然、親が介護を必要とする事態になり、早急に介護体制を整える必要に迫られることがある。このよ
うなケースに対応できるように、すべての事業所で、10日間の短期の介護休暇が取得できるようになつ
た。
・家族介護期間法
家族介護期間法とは、就業者が親族の要介護者を介護するために、最長で2年間、最大で週 15時間ま
で労働時間を短縮できる制度である。家族介護期間中は労働時間を最大 50%短縮することができるとと
もに、従前の所得の 75%を受け取ることができる。家族介護期間終了後、就業者はフルタイム就業に復
帰するが、家族介護期間と同期間、家族介護期間中に企業に積み立てられた就業者の負債分が返済され
るまで、給料は75%のまま据え置かれる。
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(資料 15)学習プリント
社会科 (公民的分野)学習プリント        __氏盗
・少子高齢化の中での介護制度の改善案を考えよう
〈自分の考え〉
改善案 理由・方法
〈他者の考え〉
改善案 理由・方法 。改善 (疑問)点
・感想
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